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＜参考＞経済産業局の管轄分類

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

北海道 青森県 茨城県 富山県 福井県 鳥取県 徳島県 福岡県 沖縄県

岩手県 栃木県 石川県 滋賀県 島根県 香川県 佐賀県

宮城県 群馬県 岐阜県 京都府 岡山県 愛媛県 長崎県

秋田県 埼玉県 愛知県 大阪府 広島県 高知県 熊本県

山形県 千葉県 三重県 兵庫県 山口県 大分県

福島県 東京都 奈良県 宮崎県

神奈川県 和歌山県 鹿児島県

新潟県

山梨県

長野県

静岡県

3



調査の概要
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Ⅰ.調査対象

調査対象を組込み/IoT関連の受託開発企業だけではなく、これら企業からのソフトウェアや機器等を利用して、製品や
サービスを顧客に提供する企業（エンドユーザー等）も含めて調査（スコープの拡大）

（組込みソフトウェアの産業構造（出所：一般社団法人組込みイノベーション協議会）を改変）

製造 業

サービス業

「受託ソフトウェア企業」には２次・３次受託、技術者派遣等の企業を含む

メーカー（セットメーカー、部品メーカー等）

系列ソフトウェア企業

受託
ソフトウェア
企業

受託
ソフトウェア
企業

独立系
ソフトウェア
企業

製品・サービス開発
（製品開発）

ソフトウェア開発

製品・サービス利用
（製品利用）

エンドユーザー（製造業を含むユーザー企業）

別産業構造区分
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＜送付先企業＞
○組込み/IoT関連の協会・団体に加盟している企業
一般社団法人 組込みシステム技術協会（JASA）
一般社団法人 スキルマネージメント協会（SMA）
一般社団法人 組込みイノベーション協議会（EI）
一般社団法人 重要生活機器連携セキュリティ協議会（CCDS）
一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA） 等
○その他の 組込み/IoT関連企業

記号 位置付け 内容 配布数

A エンドユーザー
組込み/IoT関連の製品・サービス等を利用している企業。（組込み/IoT関連の製品・サービス
等を開発・提供している事業部門がなく、調達により導入している企業） 142 

B メーカー
機械・器具・電子部品等を製造する企業で、自らが企画して、組込み/IoT関連の製品・サービス
等を開発・提供している企業、あるいは企業内事業部門。 2,263

C
系列ソフトウェア
企業

資本関係のあるメーカー（区分Aの企業）から委託を受け、組込み/IoT関連のソフトウェア／シス
テムを開発している企業。または、メーカー（区分Aの企業）内で、主として組込み/IoT関連のソ
フトウェアを開発している事業部門。

264

D
受託ソフトウェア
企業

区分Aまたは区分Bの企業から委託を受け、組込み/IoT関連のソフトウェア／システムを開発して
いる企業。2次・3次受託、技術者派遣の企業を含む。 2,931

E
独立ソフトウェア
企業

自らが企画して、以下のような組込み/IoT関連の製品・サービス等を開発・提供している企業
・組込み/IoT関連のソフトウェア製品（OS／ミドルウェア／アプリケーション等）
・組込み/IoT関連の開発に利用されるツール／開発環境
・組込み/IoT関連のコンサルテーション／教育・研修／検証・認証等の開発支援サービス

254

F その他 A～E以外の企業 0

郵送 5,854件

Ⅱ.調査票の配布状況
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Ⅱ.調査票の配布状況（経年比較）
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回収数：833件、有効回答数822件

9.6%

10.0%

12.2%

14.2％

0% 5% 10% 15%

2016年度

2017年度

2018年度

2019年度

回収率の推移

Ⅲ.調査票の回収状況、回収率の経年比較
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カテゴリ 設問番号 設問

1.企業活動の状況 Q2～5 組込み/IoT産業における主な位置づけ、主要な事業内容(事業のカテゴリ) 等

2.事業環境の変化 Q6 事業環境の変化の影響

Q7 事業環境の変化が売上・利益に及ぼす影響

3.新技術へ向けた変革 Q8 システムに関わる要件の変化

Q9 システムに関わる要件の変化への対応

Q10 事業の優位性

Q11 今後も強みとして活かしていくべき項目・自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題

Q12 DX推進指標の自己診断実施状況・DXの成熟度レベル

Q13 DXの動きによる事業への影響、自社/自部門でのDXの取り組み

Q14 DXに取り組む目的

Q15 DXに取り組む上での課題

4.開発の課題と解決策 Q16 開発の課題・課題の解決策

Q17 委託開発/受託開発の状況・委託開発及び受託開発の課題

5.組込み/IoTに係るシステムの「要素技術/開発技術/運用技
術」の高度化に関する取り組み

Q18 現時点で重要な技術、強化／新たに獲得したい技術

Q19 開発するソフトウェアが動作するハードウェア

Q20 AIへの取り組み状況

Q21 AI技術を活用する/している製品・サービス分野

Q22 AI技術を活用する/している目的

Q23 AI技術を活用する/している上での課題

6.組込み/IoTシステムに係る「人材」育成に関する取り組み Q24 技術者の人数・不足している技術者の人数

Q25 新しい技術／レガシーな技術に関する技術者の人数の割合

Q26 現在不足している人材、将来不足が想定される人材

Q27 人材不足に対する施策

7.組込み/IoTシステム「産業」の環境改善に関する取り組み Q28 経済産業省の制度・ガイドライン等の利活用の状況

Q29 IPA報告書・成果物・手法等の活用状況

Q30 政府やIPAが取るべき施策に関する要望

Q31 今後調査に加えるべき項目、調査してほしい項目

ヒアリング調査についてのご協力のお願い Q32 ヒアリング調査への協力可否

Ⅳ.調査項目
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A.エンドユーザー

B.メーカー

C.系列ソフトウェア企業

D.受託ソフトウェア企業

E.独立系ソフトウェア企業

経年比較 クロス集計 位置づけ別分析

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア

開

発

製

品

開

発

＋

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア

開

発

F.その他

A.エンドユーザー

B.メーカー

C.系列ソフトウェ
ア企業

D.受託ソフトウェ
ア企業

E.独立系ソフト
ウェア企業

F.その他

製

品

開

発

＋

ソ

フ

ト

ウ

ェ

ア

開

発

製品利用

製品開発

（業態区分） （産業構造区分）

Ⅴ.集計・分析の方針 【1】集計対象
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IoTに関連した事業分野の有無
（Q5）

自部門／自社での
DX取り組みの有無

（Q13）

AI取り組みの有無
（Q20）

事業規模
（従業員数 Q3-2A）

現在重要な技術、将来強化／新たに獲得したい技術
（Q18）

現在不足している人材、将来に不足が想定される人材
（Q26）

その他
（個別に関連があると思われる調査項目）

開発の課題とその解決策
（Q16 ）

事業カテゴリ
（Q5）

クロス集計の軸 クロス集計で分析する調査項目

組込み/IoT産業における主な位置付け
（Q2）

Ⅴ.集計・分析の方針 【2】クロス集計の軸
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調査結果
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Ｔ

Ａ
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Ｄ
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業
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年

産
業
構
造

グラフの分類について

本データ編に掲載のグラフの内容に応じて、該当ページの
右端に色分けしたインデックスを付している

経年比較

従業員数によるクロス集計

IoT事業分野の有無によるクロス集計

AI取り組みの有無によるクロス集計

DX取り組みの有無によるクロス集計

業態区分（A～F）によるクロス集計

産業構造区分（A,B,C～Eの区分）によるクロス集計

その他のクロス集計
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1. 企業活動の状況
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Q2.組込み/IoT産業における主な位置づけ

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

A.エンドユーザー

（n=166）

20.2%

B.メーカー（n=181）

22.0%

C.系列ソフトウェア企業

（n=22）

2.7%

D.受託ソフトウェア企業

（n=266）

32.4%

E.独立系ソフトウェア企業

（n=97）

11.8%

F.その他（n=90）

10.9%

組込み/IoT産業における主な位置づけ(n=822)
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Q2.組込み/IoT産業における主な位置づけ（地域別）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：組込み/IoT産業における主な位置づけ、地域

10.8%

4.4%

13.6%

9.0%

6.2%

10.0%

48.2%

51.4%

59.1%

51.1%

54.6%

50.0%

13.3%

12.7%

9.1%

9.8%

13.4%

14.4%

13.3%

18.8%

9.1%

12.8%

9.3%

14.4%

7.8%

8.3%

4.5%

9.0%

9.3%

3.3%

6.6%

4.4%

4.5%

8.3%

7.2%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A:エンドユーザー（n=166）

B:メーカー（n=181）

C:系列ソフトウェア企業（n=22）

D:受託ソフトウェア企業（n=266）

E:独立系ソフトウェア企業（n=97）

F:その他（n=90）

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄
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Q2.組込み/IoT産業における主な位置づけ（地域別・経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：地域

7.2%

5.5%

9.3%

52.1%

52.4%

45.3%

11.3%

14.7%

15.3%

14.0%

16.0%

17.4%

8.7%

5.2%

6.4%

6.7%

5.5%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（B～E）（n=566）

2018年度（n=307）

2017年度（n=236）

北海道・東北 関東 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 不明
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Q3-1.回答者の立場 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：組込み/IoT産業における主な位置づけ

78.9%

71.3%

85.7%

86.1%

76.3%

86.5%

21.1%

28.7%

14.3%

13.9%

23.7%

13.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A:エンドユーザー（n=166）

B:メーカー（n=181）

C:系列ソフトウェア企業（n=21）

D:受託ソフトウェア企業（n=266）

E:独立系ソフトウェア企業（n=97）

F:その他（n=89）

会社全体 事業部門全体
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Q3-2A.事業規模（従業員数）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

7.6%

6.5%

8.8%

7.6%

11.6%

18.0%

14.1%

6.7%

11.0%

6.3%
0.7% 1.2%

従業員数(n=821)

1～5人（n=62） 6～10人（n=53） 11～20人（n=72）

21～30人（n=62） 31～50人（n=95） 51～100人（n=148）

101～200人（n=116） 201～300人（n=55） 301人～1,000人（n=90）

1,001～5,000人（n=52） 5,001～10,000人（n=6） 10,001人以上（n=10）
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Q3-2A.事業規模（従業員数） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：組込み/IoT産業における主な位置づけ

11.6%

4.5%

6.4%

15.5%

5.6%

8.8%

6.8%

9.3%

9.0%

4.8%

11.6%

9.1%

9.8%

8.2%

7.9%

5.5%

18.2%

9.0%

12.4%

9.0%

6.6%

8.3%

16.2%

11.3%

15.7%

17.5%

13.3%

22.2%

14.4%

24.7%

12.0%

16.0%

18.2%

15.4%

8.2%

15.7%

11.4%

7.2%

4.5%

4.9%

4.1%

5.6%

18.7%

10.5%

18.2%

6.4%

14.4%

5.6%

19.3%

4.4%

22.7%

2.3%

3.6%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A:エンドユーザー（n=166）

B:メーカー（n=181）

C:系列ソフトウェア企業（n=22）

D:受託ソフトウェア企業（n=266）

E:独立系ソフトウェア企業（n=97）

F:その他（n=89）

1～5人 6～10人 11～20人 21～30人

31～50人 51～100人 101～200人 201～300人

301人～1,000人 1,001～5,000人 5,001～10,000人 10,001人以上
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Q3-2A.事業規模（従業員数、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

9.5%

16.1%

12.1%

10.6%

7.6%

8.2%

6.7%

11.2%

10.1%

14.4%

11.6%

11.2%

8.8%

7.2%

10.3%

5.9%

12.4%

13.7%

17.4%

11.2%

17.1%

14.7%

14.3%

13.5%

14.5%

8.9%

9.8%

13.5%

5.5%

4.5%

4.0%

3.5%

14.5%

12.3%

13.8%

19.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（B～E）（n=566）

2018年度（n=292）

2017年度（n=224）

2016年度（n=170）

1～5人 6～10人 11～20人 21～30人 31～50人

51～100人 101～200人 201～300人 301人以上
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Q3-2A.事業規模（従業規模、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無

67.6%

61.8%

63.2%

69.0%

35.7%

69.1%

32.4%

38.2%

36.8%

31.0%

64.3%

30.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IoT事業分野の有無

あり（n=367）

なし（n=199）

AI取り組みの有無

あり（n=321）

なし（n=239）

DX取り組みの有無

あり（n=56）

なし（n=499）

従業員数100人以下 従業員数101人以上
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Q3-2B.事業規模（売上高） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：組込み/IoT産業における主な位置づけ

6.3%

26.2%

14.3%

26.2%

25.8%

20.2%

5.0%

9.9%

23.8%

24.2%

18.6%

16.9%

6.3%

11.0%

19.2%

15.5%

15.7%

8.8%

7.6%

9.5%

13.1%

14.4%

15.7%

13.8%

15.7%

4.8%

8.5%

5.2%

15.7%

15.0%

9.3%

14.3%

4.2%

8.2%

6.7%

23.8%

10.5%

28.6%

3.5%

9.3%

5.6%

7.5%

4.7%

4.8%

13.8%

5.2%

2.1%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A:エンドユーザー（n=160）

B:メーカー（n=172）

C:系列ソフトウェア企業（n=21）

D:受託ソフトウェア企業（n=260）

E:独立系ソフトウェア企業（n=97）

F:その他（n=89）

2億円未満 2億円以上5億円未満 5億円以上10億円未満

10億円以上20億円未満 20億円以上50億円未満 50億円以上100億円未満

100億円以上500億円未満 500億円以上1,000億円未満 1,000億円以上
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Q3-2B.事業規模（売上高、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

25.6%

31.5%

26.2%

18.7%

20.4%

20.9%

15.3%

14.2%

16.9%

11.5%

9.3%

9.8%

10.0%

6.9%

10.7%

6.9%

5.9%

3.1%

7.6%

6.9%

4.9%

2.4%

2.8%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（B～E）（n=550）

2018年度（n=289）

2017年度（n=225）

2億円未満 2億円以上5億円未満 5億円以上10億円未満

10億円以上20億円未満 20億円以上50億円未満 50億円以上100億円未満

100億円以上500億円未満 500億円以上1,000億円未満 1,000億円以上
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Q3-2C.事業規模（全開発費） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：組込み/IoT産業における主な位置づけ

26.9%

6.4%

15.0%

23.1%

9.4%

41.1%

16.7%

23.1%

10.0%

18.5%

28.1%

22.2%

5.1%

15.0%

8.5%

9.4%

5.6%

11.5%

16.8%

5.0%

5.0%

12.5%

5.6%

7.7%

12.7%

7.7%

9.4%

3.3%

6.4%

6.9%

10.0%

7.3%

10.4%

5.6%

6.4%

6.9%

14.2%

7.3%

11.1%

4.5%

4.0%

15.0%

7.3%

4.2%

14.7%

8.1%

45.0%

8.5%

9.4%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A:エンドユーザー（n=156）

B:メーカー（n=173）

C:系列ソフトウェア企業（n=20）

D:受託ソフトウェア企業（n=260）

E:独立系ソフトウェア企業（n=96）

F:その他（n=90）

なし 1000万円未満 1000万円以上2000万円未満

2000万円以上5000万円未満 5000万円以上1億円未満 1億円以上2億円未満

2億円以上5億円未満 5億円以上10億円未満 10億円以上
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Q3-2C.事業規模（全開発費、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

15.1%

11.2%

7.7%

21.3%

27.0%

22.6%

10.4%

12.3%

11.3%

10.0%

13.3%

13.1%

9.3%

7.0%

10.4%

7.8%

7.0%

5.4%

10.2%

8.8%

11.3%

6.0%

4.2%

5.0%

9.8%

9.1%

13.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（B～E）（n=549）

2018年度（n=285）

2017年度（n=221）

なし 1000万円未満 1000万円以上2000万円未満

2000万円以上5000万円未満 5000万円以上1億円未満 1億円以上2億円未満

2億円以上5億円未満 5億円以上10億円未満 10億円以上
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Q3-2C.事業規模（全開発費、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無

11.5%

21.9%

9.3%

21.9%

6.0%

15.9%

23.0%

18.2%

20.8%

22.3%

14.0%

22.4%

35.3%

19.3%

33.7%

24.9%

22.0%

30.8%

30.3%

40.6%

36.2%

30.9%

58.0%

30.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

IoT事業分野

あり (n=357)

なし (n=192)

AI取り組み

あり (n=312)

なし (n=233)

DX取り組み

あり (n=50)

なし (n=490)

なし 1000万円未満 1000万円以上1億円未満 1億円以上
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Q4-1.全開発費の内訳 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：組込み/IoT産業における主な位置づけ

7.5%

21.3%

45.9%

27.4%

33.9%

3.6%

1.8%

16.7%

4.3%

5.2%

7.7%

2.1%

2.5%

9.2%

1.5%

1.4%

2.5%

1.1%

2.2%

7.3%

3.0%

5.0%

6.5%

2.9%

86.0%

45.5%

45.3%

60.9%

49.4%

90.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A:エンドユーザー（n=101）

B:メーカー（n=152）

C:系列ソフトウェア企業（n=17）

D:受託ソフトウェア企業（n=198）

E:独立系ソフトウェア企業（n=87）

F:その他（n=52）

組込み/IoTに関連するソフトウェア開発費 組込み/IoTに関連するハードウェア開発費（電子系）

組込み/IoTに関連するハードウェア開発費（機構系） 組込み/IoTに関連する上記以外の開発費

組込み/IoTに関連しない開発費
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Q4-1.全開発費の内訳（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

27.3%

37.8%

42.7%

43.0%

9.5%

15.1%

14.2%

16.2%

4.2%

5.7%

7.9%

8.4%

6.0%

6.4%

4.8%

6.2%

53.0%

35.0%

30.4%

26.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（B～E）（n=454）

2018年度（n=262）

2017年度（n=208）

2016年度（n=151）

組込み/IoTに関連するソフトウェア開発費 組込み/IoTに関連するハードウェア開発費（電子系）

組込み/IoTに関連するハードウェア開発費（機構系） 組込み/IoTに関連する上記以外の開発費

組込み/IoTに関連しない開発費
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Q4-2.IoTに関連するソフトウェア開発費の内訳 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：組込み/IoT産業における主な位置づけ

18.9%

13.6%

9.8%

8.6%

9.3%

26.0%

16.4%

15.0%

1.8%

8.8%

15.0%

14.0%

32.6%

26.3%

33.9%

19.8%

16.4%

34.0%

2.0%

3.2%

3.1%

8.6%

2.7%

4.0%

8.3%

2.6%

0.6%

1.4%

3.6%

4.0%

21.8%

39.4%

50.8%

52.8%

53.0%

18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A:エンドユーザー

B:メーカー

C:系列ソフトウェア企業

D:受託ソフトウェア企業

E:独立系ソフトウェア企業

F:その他

ソフトウェア購入費（ツール、ミドルウェア等）

ハードウェア購入費（ボード、PC／サーバ等）

開発委託費

人材派遣費

その他の外部委託費（調査／分析、コンサルティング等）

上記以外の経費（人件費、消耗品、備品等）
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Q4-2.IoTに関連するソフトウェア開発費の内訳（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

10.5%

10.8%

11.6%

10.5%

11.7%

13.2%

11.4%

8.2%

22.0%

25.3%

26.7%

22.3%

5.4%

4.3%

7.8%

8.3%

2.2%

2.1%

2.5%

2.0%

48.2%

44.3%

40.0%

48.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（B～E）（n=334）

2018年度（n=228）

2017年度（n=189）

2016年度（n=130）

ソフトウェア購入費（ツール、ミドルウェア等）

ハードウェア購入費（ボード、PC／サーバ等）

開発委託費

人材派遣費

その他の外部委託費（調査／分析、コンサルティング等）

上記以外の経費（人件費、消耗品、備品等）
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Q5.主要な事業のカテゴリ (複数選択可）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

33.8%

26.7%

15.5%

14.7%

14.0%

12.7%

11.4%

26.5%

0% 20%40%60%80%

工業制御／FA機器

／産業機器

運輸機器／建設機器

設備機器

業務用端末機器

医療機器

個人用情報機器

AV機器／家電機器

その他の製品

組込み製品及び同部品事業

（n=536）

46.4%

17.7%

16.1%

16.3%

13.7%

13.7%

13.2%

13.5%

9.5%

7.7%

9.1%

0% 20% 40% 60% 80%

工場／プラント

移動／交通

オフィス／店舗

防犯／防災

建築／土木

健康／介護／スポーツ

流通／物流

住宅／生活

病院／医療

農林水産

その他の事業

IoTに関連した事業（n=453）

63.3%

45.6%

17.5%

34.2%

0% 20%40%60%80%

受託開発・人

材派遣

ソフトウェア製

品開発

ハードウェア製

品開発

その他の事業

特定の組込み/IoT製品に特

化していない事業

（n=520）
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Q5.主要な事業のカテゴリ 組込み製品及び同部品事業（複数選択可、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

26.2%

37.0%

17.0%

16.3%

14.2%

12.5%

16.3%

22.6%

37.0%

44.3%

25.2%

19.1%

18.3%

17.1%

27.6%

13.8%

42.6%

40.0%

25.6%

24.6%

28.2%

21.0%

27.7%

13.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

運輸機器／建設機器

工業制御／FA機器／産業機器

業務用端末機器

医療機器

個人用情報機器

AV機器／家電機器

設備機器

その他の製品

組込み製品及び同部品事業

2019年度（B～E）（n=424） 2018年度（n=246） 2017年度（n=195）
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Q5.主要な事業のカテゴリ IoTに関連した事業（複数選択可、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

47.1%

20.4%

16.3%

14.2%

17.4%

15.5%

14.2%

10.6%

8.7%

10.9%

8.7%

44.7%

27.2%

18.0%

20.4%

19.4%

23.3%

27.7%

12.6%

10.7%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

工場／プラント

移動／交通

オフィス／店舗

流通／物流

防犯／防災

健康／介護／スポーツ

住宅／生活

病院／医療

農林水産

建築／土木

その他の事業

IoTに関連した事業

2019年度（B～E）（n=367） 2018年度（n=206）

※2017年度は、IoTに関連した事業のI設問があるものの2018年度に選択肢を大きく変更したので除いた。
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Q5.主要な事業のカテゴリ 特定の組込み/IoT製品に特化していない事業
（複数選択可、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

69.8%

46.6%

19.3%

28.7%

60.0%

57.8%

33.8%

29.8%

70.6%

46.1%

37.8%

36.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

受託開発・人材派遣

ソフトウェア製品開発

ハードウェア製品開発

その他の事業

特定の組込み製品に特化していない事業

2019年度（B～E）（n=414） 2018年度（n=225） 2017年度（n=180）
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Q5.主要な事業のカテゴリ 取り組みのある事業分野数（複数選択可）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

69.8%

61.6%

56.2%

16.6%

17.0%

29.2%

7.1%

13.0%

12.5%

3.5%

4.9%

2.1%

1.5%

1.8%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組込み製品及び同部品事業

（n=536）

IoTに関連した事業（n=453）

特定の組込み製品に特化していない

事業（n=520）

1分野 2分野 3分野 4分野 5分野 6分野 7分野以上
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Q5.主要な事業のカテゴリ 取り組みのある事業カテゴリの組み合わせ（複数選択可）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

ABC全て

33.5%

AとB

13.7%AとC

7.7%

BとC

6.2%

「組込み製品及び同部

品事業(A)」のみ

14.2%

「IoTに関連した事業

(B)」のみ

5.0%

「特定の組込み製品に

特化していない事業

(C)」のみ

19.6%

ABC全て

AとB

AとC

BとC

「組込み製品及び同部品事業(A)」のみ

「IoTに関連した事業(B)」のみ

「特定の組込み製品に特化していない事業(C)」のみ

主な事業カテゴリの組み合わせ n=775
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Q5.主要な事業のカテゴリ(地域別、回答数）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：地域

組込み製品及び同部品事業

IoTに関連した事業

0 20 40 60 80 100

関東

0 20 40 60 80100

中部

0 20 40 60 80 100

近畿

0 20 40 60 80 100

中国・四国

0 20 40 60 80 100

AV機器／家電機器

個人用情報機器

業務用端末機器

運輸機器／建設機器

工業制御／FA機器／産業機器

設備機器

医療機器

組込み製品及び同部品事業と

地域（回答数）

北海道・東北

0 20 40 60 80 100

九州・沖縄

0 20 40 60 80100

住宅／生活

健康／介護／スポーツ

建築／土木

オフィス／店舗

流通／物流

IoT事業分野と地域

（回答数）

北海道・東北

0 20 40 60 80 100

関東

0 20 40 60 80 100

中部

0 20 40 60 80 100

近畿

0 20 40 60 80 100

中国・四国

0 20 40 60 80 100

九州・沖縄
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Q5.主要な事業のカテゴリ(地域別、比率）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
クロス集計の軸：地域

組込み製品及び同部品事業

IoTに関連した事業

0% 20% 40% 60% 80%

AV機器／家電機器

個人用情報機器

業務用端末機器

運輸機器／建設機器

工業制御／FA機器／産業機器

設備機器

医療機器

北海道・東北（n=31）

0% 20% 40% 60% 80%

関東（n=208）

0% 20% 40% 60% 80%

中部（n=55）

0% 20% 40% 60% 80%

近畿（n=70）

0% 20% 40% 60% 80%

中国・四国（n=32）

0% 20% 40% 60% 80%

九州・沖縄（n=21）

0% 20%40%60%80%

住宅／生活

病院／医療

健康／介護／スポーツ

農林水産

建築／土木

工場／プラント

オフィス／店舗

移動／交通

流通／物流

防犯／防災

北海道・東北（n=27）

0% 20%40%60%80%

関東（n=232）

0% 20%40%60%80%

中部（n=54）

0% 20% 40% 60% 80%

近畿（n=57）

0% 20%40%60%80%

中国・四国（n=39）

0% 20%40%60%80%

九州・沖縄（n=20）
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Q5.主要な事業のカテゴリ（クロス集計）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

組込み製品及び同部品事業
（n=536）

IoTに関連した事業
（n=453）

特定の組込み/IoT製品に特
化していない事業n=520）

0% 50% 100%

工業制御／FA機器／産業機器

運輸機器／建設機器

業務用端末機器

医療機器

設備機器

個人用情報機器

AV機器／家電機器

100人以下

101人以上

0 100 200

工業制御／FA機器／産業機器

運輸機器／建設機器

業務用端末機器

医療機器

設備機器

個人用情報機器

AV機器／家電機器

0 200 400

工場／プラント

オフィス／店舗

防犯／防災

健康／介護／スポーツ

移動／交通

住宅／生活

建築／土木

流通／物流

病院／医療

農林水産

0% 50% 100%

工場／プラント

オフィス／店舗

防犯／防災

健康／介護／スポーツ

移動／交通

住宅／生活

建築／土木

流通／物流

病院／医療

農林水産

100人以下

101人以上

0 200 400

受託開発・人材派遣

ソフトウェア製品開発

ハードウェア製品開発

0% 50% 100%

受託開発・人材派遣

ソフトウェア製品開発

ハードウェア製品開発

100人以下

101人以上
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2. 事業環境の変化
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Q6.事業環境の変化の影響

30.1%

22.0%

10.5%

12.4%

12.6%

7.6%

52.2%

48.1%

37.4%

36.0%

44.0%

27.5%

12.7%

20.7%

32.4%

33.0%

27.2%

39.5%

2.1%

6.4%

8.9%

2.7%

7.9%

4.2%

7.0%

13.2%

9.8%

13.5%

17.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術の変化（n=811）

デジタル化・ネットワーク化（n=810）

オープン化（n=808）

グローバル化（n=809）

事業境界の変化（n=809）

サプライチェーンの変化（n=807）

1.非常に大きい 2.大きい 3.少ない 4.全くない 5.わからない

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
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Q6.事業環境の変化の影響（グローバル化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

13.6%

16.7%

15.0%

6.4%

21.1%

9.1%

37.0%

38.3%

50.0%

35.2%

25.3%

39.8%

30.9%

30.0%

10.0%

39.4%

33.7%

28.4%

7.4%

6.7%

15.0%

8.7%

12.6%

11.4%

11.1%

8.3%

10.0%

10.2%

7.4%

11.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=162）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=88）

Q6.事業環境の変化の影響 （グローバル化）

1.非常に大きい 2.大きい 3.少ない 4.全くない 5.わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（オープン化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

6.2%

11.1%

15.0%

9.5%

19.1%

10.2%

27.8%

32.8%

30.0%

43.9%

39.4%

44.3%

38.3%

33.3%

50.0%

33.0%

27.7%

19.3%

10.5%

6.7%

5.0%

3.4%

4.3%

10.2%

17.3%

16.1%

10.2%

9.6%

15.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=162）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=94）

F.その他（n=88）

Q6.事業環境の変化の影響 （オープン化）

1.非常に大きい 2.大きい 3.少ない 4.全くない 5.わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（デジタル化・ネットワーク化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

18.5%

27.8%

15.0%

18.6%

26.3%

23.6%

43.2%

47.2%

65.0%

52.3%

49.5%

41.6%

27.8%

17.2%

20.0%

22.0%

15.8%

16.9%

1.9%

2.8%

1.5%

3.2%

2.2%

8.6%

5.0%

5.7%

5.3%

15.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=162）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=89）

Q6.事業環境の変化の影響 （デジタル化・ネットワーク化）

1.非常に大きい 2.大きい 3.少ない 4.全くない 5.わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（技術の変化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

17.3%

33.5%

25.0%

30.6%

43.8%

31.5%

56.2%

51.4%

65.0%

54.3%

45.8%

43.8%

16.7%

11.7%

10.0%

12.5%

7.3%

14.6%

1.9%

1.7%

1.1%

8.0%

1.7%

2.6%

3.1%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=162）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=265）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=96）

F.その他（n=89）

Q6.事業環境の変化の影響 （技術の変化）

1.非常に大きい 2.大きい 3.少ない 4.全くない 5.わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（サプライチェーンの変化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

9.9%

7.2%

5.7%

9.6%

9.2%

37.7%

30.0%

50.0%

20.5%

24.5%

23.0%

32.7%

38.9%

35.0%

45.1%

44.7%

32.2%

5.6%

8.3%

5.0%

8.3%

8.5%

10.3%

14.2%

15.6%

10.0%

20.5%

12.8%

25.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=162）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=94）

F.その他（n=87）

Q6.事業環境の変化の影響 （サプライチェーンの変化）

1.非常に大きい 2.大きい 3.少ない 4.全くない 5.わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（事業境界の変化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

13.6%

16.1%

15.0%

8.0%

16.0%

13.5%

38.9%

44.4%

60.0%

46.2%

50.0%

36.0%

28.4%

24.4%

10.0%

30.3%

24.5%

28.1%

3.7%

5.6%

1.5%

2.2%

15.4%

9.4%

15.0%

14.0%

9.6%

20.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=162）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=94）

F.その他（n=89）

Q6.事業環境の変化の影響 （事業境界の変化）

1.非常に大きい 2.大きい 3.少ない 4.全くない 5.わからない
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Q6.事業環境の変化の影響 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

17.3%

33.5%

33.6%

18.5%

27.8%

20.3%

13.6%

16.1%

10.3%

13.6%

16.7%

10.6%

6.2%

11.1%

12.2%

9.9%

7.2%

6.3%

56.2%

51.4%

52.8%

43.2%

47.2%

52.2%

38.9%

44.4%

47.9%

37.0%

38.3%

33.5%

27.8%

32.8%

42.1%

37.7%

30.0%

23.0%

16.7%

11.7%

11.0%

27.8%

17.2%

20.3%

28.4%

24.4%

27.8%

30.9%

30.0%

36.4%

38.3%

33.3%

32.5%

32.7%

38.9%

44.4%

1.9%

1.7%

0.0%

1.9%

2.8%

1.8%

3.7%

5.6%

1.1%

7.4%

6.7%

10.0%

10.5%

6.7%

3.7%

5.6%

8.3%

8.2%

8.0%

1.7%

2.6%

8.6%

5.0%

5.3%

15.4%

9.4%

13.0%

11.1%

8.3%

9.5%

17.3%

16.1%

9.5%

14.2%

15.6%

18.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術の変化

製品利用（n=162）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=381）

デジタル化・ネットワーク化

製品利用（n=162）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=379）

事業境界の変化

製品利用（n=162）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=378）

グローバル化

製品利用（n=162）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=379）

オープン化

製品利用（n=162）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=378）

サプライチェーンの変化

製品利用（n=162）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=378）

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない
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Q6.事業環境の変化の影響(経年比較)

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

33.6%

49.5%

46.4%

22.7%

26.7%

20.4%

12.5%

20.1%

20.4%

12.2%

18.5%

15.8%

11.8%

15.8%

13.3%

6.6%

11.4%

8.9%

52.3%

39.5%

44.0%

50.6%

51.3%

54.9%

35.1%

46.6%

45.6%

46.8%

46.3%

43.6%

39.1%

41.3%

36.9%

25.3%

25.6%

25.2%

11.3%

8.7%

8.1%

19.3%

16.0%

20.4%

34.3%

24.2%

25.2%

26.7%

22.1%

26.2%

32.8%

31.2%

36.5%

42.7%

43.8%

45.5%

2.1%

3.3%

1.9%

8.9%

5.4%

3.4%

2.5%

2.3%

4.7%

5.4%

5.4%

8.2%

8.1%

5.9%

5.2%

2.7%

2.4%

9.1%

3.7%

5.3%

11.8%

10.7%

14.4%

11.6%

6.4%

7.9%

17.2%

11.1%

14.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術の変化

2019年度（n=560）

2018年度（n=299）

2017年度（n=209）

デジタル化・ネットワーク化

2019年度（n=559）

2018年度（n=300）

2017年度（n=206）

グローバル化

2019年度（n=559）

2018年度（n=298）

2017年度（n=206）

事業境界の変化

2019年度（n=558）

2018年度（n=298）

2017年度（n=202）

オープン化

2019年度（n=558）

2018年度（n=298）

2017年度（n=203）

サプライチェーンの変化

2019年度（n=558）

2018年度（n=297）

2017年度（n=202）

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

32.9%

34.9%

21.0%

26.0%

13.4%

10.9%

11.5%

13.5%

13.1%

9.4%

6.3%

7.3%

53.3%

50.5%

51.5%

49.0%

31.9%

41.1%

44.5%

51.0%

38.3%

40.6%

23.5%

28.6%

11.1%

11.5%

19.9%

18.2%

37.3%

28.6%

29.5%

21.4%

33.1%

32.3%

43.7%

40.6%

2.5%

1.6%

9.3%

8.3%

2.7%

2.1%

4.9%

4.2%

9.6%

5.7%

2.2%

2.6%

5.2%

5.2%

8.2%

10.9%

11.7%

12.0%

10.7%

13.5%

16.9%

17.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術の変化

100人以下（n=368）

101人以上（n=192）

デジタル化・ネットワーク化

100人以下（n=367）

101人以上（n=192）

グローバル化

100人以下（n=367）

101人以上（n=192）

事業境界の変化

100人以下（n=366）

101人以上（n=192）

オープン化

100人以下（n=366）

101人以上（n=192）

サプライチェーンの変化

100人以下（n=366）

101人以上（n=192）

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

32.8%

35.0%

26.9%

14.9%

13.2%

11.2%

14.1%

8.7%

11.9%

11.7%

7.2%

5.6%

56.2%

45.2%

52.2%

47.7%

35.0%

35.2%

48.3%

43.9%

42.3%

33.2%

27.1%

21.9%

8.5%

16.2%

15.7%

26.2%

35.3%

32.7%

24.3%

31.1%

31.8%

34.7%

42.3%

43.4%

2.2%

2.1%

8.8%

9.2%

2.5%

2.6%

3.9%

6.1%

9.1%

6.6%

1.7%

3.6%

3.0%

9.2%

7.7%

11.7%

10.8%

13.8%

10.2%

14.3%

14.4%

22.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術の変化

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=197）

デジタル化・ネットワーク化

IoTあり（n=364）

IoTなし（n=195）

グローバル化

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=196）

事業境界の変化

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=196）

オープン化

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=196）

サプライチェーンの変化

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=196）

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

40.3%

24.9%

26.8%

16.9%

16.4%

6.8%

17.0%

5.5%

13.2%

9.7%

9.5%

3.0%

51.3%

54.4%

54.3%

46.4%

37.9%

31.6%

50.8%

41.9%

44.8%

31.8%

28.7%

20.8%

7.2%

16.5%

15.5%

24.9%

31.5%

38.8%

23.3%

31.4%

31.2%

35.2%

42.6%

43.2%

1.3%

1.3%

3.4%

8.2%

10.1%

1.3%

4.2%

3.2%

6.8%

6.6%

10.6%

1.3%

3.0%

2.2%

8.4%

6.0%

12.7%

7.6%

16.9%

7.6%

16.5%

12.6%

22.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術の変化

AIあり（n=318）

AIなし（n=237）

デジタル化・ネットワーク化

AIあり（n=317）

AIなし（n=237）

グローバル化

AIあり（n=317）

AIなし（n=237）

事業境界の変化

AIあり（n=317）

AIなし（n=236）

オープン化

AIあり（n=317）

AIなし（n=236）

サプライチェーンの変化

AIあり（n=317）

AIなし（n=236）

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない
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Q6.事業環境の変化の影響（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

53.7%

31.3%

49.1%

20.0%

18.9%

11.5%

26.4%

10.7%

17.0%

11.5%

11.3%

6.1%

40.7%

53.4%

35.8%

52.0%

39.6%

34.5%

54.7%

45.9%

52.8%

37.2%

37.7%

23.8%

5.6%

12.1%

13.2%

20.0%

34.0%

34.5%

13.2%

28.1%

22.6%

33.7%

34.0%

43.6%

1.9%

2.2%

5.7%

9.5%

2.8%

1.9%

5.1%

3.8%

8.9%

2.6%

5.8%

10.1%

5.7%

12.5%

5.7%

12.5%

13.2%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術の変化

DXあり（n=54）

DXなし（n=496）

デジタル化・ネットワーク化

DXあり（n=53）

DXなし（n=496）

グローバル化

DXあり（n=53）

DXなし（n=496）

事業境界の変化

DXあり（n=53）

DXなし（n=495）

オープン化

DXあり（n=53）

DXなし（n=495）

サプライチェーンの変化

DXあり（n=53）

DXなし（n=495）

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない
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Q7.事業環境の変化が売上・利益に及ぼす影響

3.0%

2.5%

35.8%

31.6%

18.7%

19.7%

16.0%

17.8%

25.7%

26.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上（n=813）

利益（n=814）

1.大幅に増加する 2.増加する 3.変わらない 4.減少する 5.大幅に減少する 6.わからない

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
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Q7.事業環境の変化が売上・利益に及ぼす影響 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

1.9%

5.0%

1.5%

6.3%

2.2%

23.5%

41.7%

50.0%

37.6%

45.8%

27.0%

22.2%

12.8%

25.0%

22.9%

12.5%

16.9%

19.8%

16.7%

15.0%

15.4%

8.3%

18.0%

0.6%

1.7%

0.4%

1.0%

1.1%

32.1%

22.2%

10.0%

22.2%

26.0%

34.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=162）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業（n=20）

D.受託ソフトウェア企業（n=266）

E.独立系ソフトウェア企業（n=96）

F.その他（n=89）

Q7.事業環境の変化が売上に及ぼす影響

1.大幅に増加する 2.増加する 3.変わらない 4.減少する 5.大幅に減少する 6.わからない

2.5%

4.4%

0.8%

4.2%

2.2%

24.1%

36.5%

30.0%

31.2%

42.7%

24.7%

18.5%

16.0%

40.0%

25.2%

10.4%

18.0%

19.1%

21.0%

15.0%

16.9%

11.5%

19.1%

3.1%

0.6%

1.9%

3.1%

2.2%

32.7%

21.5%

15.0%

24.1%

28.1%

33.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=162）

B.メーカー（n=181）

C.系列ソフトウェア企業（n=20）

D.受託ソフトウェア企業（n=266）

E.独立系ソフトウェア企業（n=96）

F.その他（n=89）

Q7.事業環境の変化が利益に及ぼす影響

1.大幅に増加する 2.増加する 3.変わらない 4.減少する 5.大幅に減少する 6.わからない
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Q7.事業環境の変化が売上・利益に及ぼす影響 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

1.9%

5.0%

2.6%

2.5%

4.4%

1.6%

23.5%

41.7%

40.3%

24.1%

36.5%

34.0%

22.2%

12.8%

20.4%

18.5%

16.0%

22.3%

19.8%

16.7%

13.6%

19.1%

21.0%

15.4%

32.1%

22.2%

22.5%

32.7%

21.5%

24.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

売上への影響

製品利用（n=162）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=382）

利益への影響

製品利用（n=162）

製品開発（n=181）

ソフトウェア開発（n=382）

大幅に増加する 増加する 変わらない 減少する 大幅に減少する わからない
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Q7.事業環境の変化が売上・利益に及ぼす影響（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

3.4%

8.5%

6.9%

2.5%

7.5%

6.0%

40.7%

48.7%

49.8%

34.8%

40.5%

39.1%

18.0%

15.7%

12.1%

20.2%

17.0%

15.0%

14.6%

9.5%

13.9%

17.2%

13.4%

19.3%

0.9%

1.0%

1.6%

2.0%

1.7%

22.4%

16.7%

17.3%

23.6%

19.6%

18.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

売上

2019年度（n=562）

2018年度（n=306）

2017年度（n=231）

利益

2019年度（n=563）

2018年度（n=306）

2017年度（n=233）

大幅に増加 増加 変わらない 減少 大幅に減少 わからない
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Q7.事業環境の変化が売上に及ぼす影響－増加・減少に着目（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無

42.4%

47.4%

49.0%

35.0%

51.7%

33.6%

61.1%

42.0%

20.8%

12.5%

17.3%

19.3%

15.4%

21.8%

9.3%

18.9%

13.2%

19.8%

13.2%

19.8%

14.1%

17.6%

9.3%

16.3%

23.5%

20.3%

20.5%

25.9%

18.8%

26.9%

20.4%

22.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数

100人以下（n=370）

101人以上（n=192）

IoT事業分野

あり（n=365）

なし（n=197）

AI取り組み

あり（n=319）

なし（n=238）

DX取り組み

あり（n=54）

なし（n=498）

事業環境の変化が売上に及ぼす影響

大幅に増加＋増加 変わらない 大幅に減少＋減少 わからない

36.5%

38.9%

40.7%

31.0%

42.0%

31.0%

48.1%

36.1%

22.4%

16.1%

20.5%

19.8%

20.4%

20.1%

14.8%

20.6%

15.9%

24.4%

16.7%

22.8%

16.9%

21.8%

16.7%

19.2%

25.1%

20.7%

22.1%

26.4%

20.7%

27.2%

20.4%

24.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数

100人以下（n=370）

101人以上（n=193）

IoT事業分野

あり（n=366）

なし（n=197）

AI取り組み

あり（n=319）

なし（n=239）

DX取り組み

あり（n=54）

なし（n=499）

事業環境の変化が利益へ及ぼす影響

大幅に増加＋増加 変わらない 大幅に減少＋減少 わからない
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3. 新技術へ向けた変革
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Q8.システムに関わる要件の変化

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

37.8%

32.0%

29.9%

25.6%

25.3%

19.9%

16.4%

15.8%

9.2%

35.4%

39.9%

37.1%

37.2%

43.1%

29.2%

37.9%

34.5%

25.5%

13.6%

11.8%

16.5%

18.4%

16.4%

21.5%

22.9%

24.0%

32.6%

6.5%

6.9%

7.8%

10.0%

7.4%

14.1%

11.8%

14.3%

19.6%

6.7%

9.3%

8.7%

8.7%

7.8%

15.2%

11.0%

11.5%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化（n=794）

適用技術の複雑化・高度化（n=796）

安全性の向上（機能安全への対応等）

（n=793）

つながる対象が増加（n=792）

利用形態・利用方法の多様化（n=792）

DXへの対応（n=794）

対応すべき規格等の増加（n=791）

部品の増加、プラットフォームの増加（n=792）

仕向地・出荷先の拡大（n=791）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化（適用技術の複雑化・高度化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

19.6%

39.1%

42.9%

34.2%

36.6%

25.6%

38.0%

39.7%

42.9%

44.5%

36.6%

32.9%

18.4%

11.7%

4.8%

8.0%

15.1%

9.8%

12.0%

2.8%

9.5%

2.7%

5.4%

20.7%

12.0%

6.7%

10.6%

6.5%

11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=158）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=93）

F.その他（n=82）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（適用技術の複雑化・高度化）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化（部品の増加、プラットフォームの増加） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

14.7%

21.8%

28.6%

12.2%

16.3%

12.2%

26.9%

35.2%

33.3%

41.6%

33.7%

25.6%

23.7%

27.9%

9.5%

21.0%

28.3%

24.4%

21.8%

6.1%

19.0%

11.5%

16.3%

23.2%

12.8%

8.9%

9.5%

13.7%

5.4%

14.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=156）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=262）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=92）

F.その他（n=82）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（部品の増加、プラットフォームの増加）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化（つながる対象が増加） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

24.4%

30.3%

38.1%

18.3%

37.6%

24.7%

33.3%

36.0%

38.1%

47.1%

30.1%

23.5%

18.6%

20.2%

14.3%

19.8%

17.2%

12.3%

12.8%

6.7%

9.5%

6.8%

9.7%

22.2%

10.9%

6.7%

8.0%

5.4%

17.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=156）

B.メーカー（n=178）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=93）

F.その他（n=81）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（つながる対象が増加）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化（利用形態・利用方法の多様化）業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

21.8%

26.6%

14.3%

22.4%

37.6%

26.8%

41.7%

46.3%

66.7%

46.0%

38.7%

28.0%

16.7%

19.2%

9.5%

16.0%

14.0%

15.9%

9.0%

4.0%

9.5%

6.8%

5.4%

15.9%

10.9%

4.0%

8.7%

4.3%

13.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=156）

B.メーカー（n=177）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=93）

F.その他（n=82）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（利用形態・利用方法の多様化）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化（安全性の向上） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

21.3%

30.7%

42.9%

33.1%

32.6%

27.7%

36.8%

39.7%

38.1%

38.0%

34.8%

31.3%

20.6%

19.6%

19.0%

12.9%

17.4%

12.0%

7.1%

5.6%

7.6%

8.7%

15.7%

14.2%

4.5%

8.4%

6.5%

13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=155）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=92）

F.その他（n=83）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（安全性の向上（機能安全への対応等））

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化（セキュリティ/プライバシー保護の強化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

31.2%

32.6%

57.1%

42.6%

42.4%

36.1%

36.3%

34.3%

38.1%

35.0%

38.0%

33.7%

14.6%

22.5%

4.8%

10.6%

8.7%

9.6%

8.9%

6.2%

4.2%

6.5%

12.0%

8.9%

4.5%

7.6%

4.3%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=157）

B.メーカー（n=178）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=92）

F.その他（n=83）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（セキュリティ／プライバシー保護の強化）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化（仕向地・出荷先の拡大） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

7.1%

12.3%

5.0%

8.0%

14.1%

6.2%

21.8%

33.5%

40.0%

26.2%

17.4%

18.5%

30.1%

31.8%

25.0%

36.1%

39.1%

22.2%

25.0%

12.3%

15.0%

17.1%

20.7%

33.3%

16.0%

10.1%

15.0%

12.5%

8.7%

19.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=156）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=92）

F.その他（n=81）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（仕向地・出荷先の拡大）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化（対応すべき規格等の増加） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

11.5%

25.8%

14.3%

14.2%

19.4%

9.8%

32.1%

43.8%

38.1%

41.4%

37.6%

25.6%

23.7%

17.4%

28.6%

25.7%

25.8%

19.5%

16.7%

6.2%

9.5%

8.4%

9.7%

28.0%

16.0%

6.7%

9.5%

10.3%

7.5%

17.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A.エンドユーザー（n=156）

B.メーカー（n=178）

C.系列ソフトウェア企業（n=21）

D.受託ソフトウェア企業（n=261）

E.独立系ソフトウェア企業（n=93）

F.その他（n=82）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（対応すべき規格等の増加）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

70

Q8-1.システムに関わる要件の変化（DXへの対応） 業態区分別

20.5%

23.5%

28.6%

13.3%

28.0%

20.7%

27.6%

27.9%

28.6%

31.6%

31.2%

25.6%

18.6%

21.2%

23.8%

27.0%

21.5%

9.8%

17.3%

10.1%

14.3%

12.2%

11.8%

25.6%

16.0%

17.3%

4.8%

16.0%

7.5%

18.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=156）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=93）

F.その他（n=82）

Q8-1.システムに関わる要件の変化（DXへの対応）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
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Q8-1.システムに関わる要件の変化 産業構造区分別-1

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

31.2%

32.6%

43.4%

19.6%

39.1%

35.3%

21.3%

30.7%

33.5%

24.4%

30.3%

24.1%

21.8%

26.6%

25.7%

36.3%

34.3%

35.9%

38.0%

39.7%

42.4%

36.8%

39.7%

37.2%

33.3%

36.0%

42.4%

41.7%

46.3%

45.4%

14.6%

22.5%

9.8%

18.4%

11.7%

9.5%

20.6%

19.6%

14.4%

18.6%

20.2%

18.8%

16.7%

19.2%

15.1%

8.9%

6.2%

4.5%

12.0%

2.8%

3.7%

7.1%

5.6%

7.4%

12.8%

6.7%

7.7%

9.0%

4.0%

6.6%

8.9%

4.5%

6.4%

12.0%

6.7%

9.0%

14.2%

4.5%

7.4%

10.9%

6.7%

6.9%

10.9%

4.0%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化

製品利用（n=157）

製品開発（n=178）

ソフトウェア開発（n=376）

適用技術の複雑化・高度化

製品利用（n=158）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=377）

安全性の向上（機能安全への対応等）

製品利用（n=155）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=376）

つながる対象が増加

製品利用（n=156）

製品開発（n=178）

ソフトウェア開発（n=377）

利用形態・利用方法の多様化

製品利用（n=156）

製品開発（n=177）

ソフトウェア開発（n=377）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない
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Q8-1.システムに関わる要件の変化 産業構造区分別-2

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

20.5%

23.5%

17.8%

11.5%

25.8%

15.5%

14.7%

21.8%

14.1%

7.1%

12.3%

9.3%

27.6%

27.9%

31.3%

32.1%

43.8%

40.3%

26.9%

35.2%

39.2%

21.8%

33.5%

24.8%

18.6%

21.2%

25.5%

23.7%

17.4%

25.9%

23.7%

27.9%

22.1%

30.1%

31.8%

36.3%

17.3%

10.1%

12.2%

16.7%

6.2%

8.8%

21.8%

6.1%

13.1%

25.0%

12.3%

17.9%

16.0%

17.3%

13.3%

16.0%

6.7%

9.6%

12.8%

8.9%

11.5%

16.0%

10.1%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

DXへの対応

製品利用（n=156）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=377）

対応すべき規格等の増加

製品利用（n=156）

製品開発（n=178）

ソフトウェア開発（n=375）

部品の増加、プラットフォームの増加

製品利用（n=156）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=375）

仕向地・出荷先の拡大

製品利用（n=156）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=375）

1.当てはまる 2.やや当てはまる 3.あまり当てはまらない 4.当てはまらない 5.どちらともいえない
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Q8.システムに関わる要件の変化（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

39.9%

52.3%

44.7%

36.5%

56.1%

52.7%

32.6%

43.4%

50.0%

26.1%

40.7%

45.2%

26.0%

29.5%

31.9%

19.6%

25.2%

18.8%

30.7%

30.1%

16.6%

25.2%

22.7%

10.3%

22.2%

18.5%

35.4%

25.8%

35.1%

41.5%

33.7%

35.0%

38.0%

32.8%

31.3%

40.4%

34.8%

34.1%

45.7%

44.0%

37.1%

30.2%

26.2%

41.4%

39.9%

41.3%

37.9%

38.1%

41.5%

27.6%

30.1%

31.2%

13.9%

13.2%

13.5%

10.3%

5.0%

7.3%

16.0%

12.9%

12.5%

19.3%

15.2%

14.4%

16.4%

19.5%

22.4%

24.1%

24.5%

23.1%

17.8%

18.9%

24.0%

23.5%

24.2%

34.8%

28.5%

31.2%

5.1%

4.6%

3.4%

3.4%

2.6%

1.8%

6.8%

6.3%

2.9%

7.4%

4.6%

1.4%

5.8%

2.0%

4.3%

11.5%

11.3%

8.0%

5.3%

4.4%

10.8%

7.9%

5.3%

16.1%

12.9%

12.7%

5.8%

4.0%

3.4%

8.3%

2.6%

3.2%

6.5%

4.6%

3.4%

6.8%

4.6%

4.8%

6.1%

5.0%

4.3%

14.6%

12.9%

8.7%

6.3%

5.3%

10.6%

5.3%

6.3%

11.2%

6.3%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化

2019年度（n=554）

2018年度（n=302）

2017年度（n=208）

適用技術の複雑化・高度化

2019年度（n=556）

2018年度（n=303）

2017年度（n=220）

安全性の向上（機能安全への対応等）

2019年度（n=555）

2018年度（n=302）

2017年度（n=208）

つながる対象が増加

2019年度（n=555）

2018年度（n=302）

2017年度（n=208）

利用形態・利用方法の多様化

2019年度（n=554）

2018年度（n=302）

2017年度（n=210）

DXへの対応

2019年度（n=556）

2018年度（n=302）

2017年度（n=0）

対応すべき規格等の増加

2019年度（n=553）

2018年度（n=303）

2017年度（n=206）

部品の増加、プラットフォームの増加

2019年度（n=554）

2018年度（n=302）

2017年度（n=207）

仕向地・出荷先の拡大

2019年度（n=554）

2018年度（n=302）

2017年度（n=205）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない

2017年度は選択肢にない
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Q8.システムに関わる要件の変化（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

37.8%

43.8%

34.6%

40.1%

31.7%

34.4%

23.6%

30.9%

24.2%

29.3%

14.8%

28.6%

18.5%

19.5%

15.4%

18.8%

10.2%

10.4%

36.7%

32.8%

42.3%

40.1%

37.5%

39.1%

40.4%

40.3%

46.6%

44.0%

28.8%

32.8%

39.4%

45.3%

36.9%

39.8%

27.1%

28.6%

14.1%

13.5%

10.4%

9.9%

17.1%

14.1%

20.3%

17.3%

16.8%

15.7%

26.9%

18.8%

24.8%

20.0%

24.2%

23.6%

34.8%

34.9%

5.8%

3.6%

3.3%

3.6%

6.6%

7.3%

8.8%

4.7%

6.3%

4.7%

14.3%

6.3%

8.0%

7.9%

11.0%

10.5%

15.7%

16.7%

5.5%

6.3%

9.3%

6.3%

7.2%

5.2%

6.9%

6.8%

6.1%

6.3%

15.1%

13.5%

9.4%

7.4%

12.4%

7.3%

12.2%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化

100人以下（n=362）

101人以上（n=192）

適用技術の複雑化・高度化

100人以下（n=364）

101人以上（n=192）

安全性の向上（機能安全への対応等）

100人以下（n=363）

101人以上（n=192）

つながる対象が増加

100人以下（n=364）

101人以上（n=191）

利用形態・利用方法の多様化

100人以下（n=363）

101人以上（n=191）

DXへの対応

100人以下（n=364）

101人以上（n=192）

対応すべき規格等の増加

100人以下（n=363）

101人以上（n=190）

部品の増加、プラットフォームの増加

100人以下（n=363）

101人以上（n=191）

仕向地・出荷先の拡大

100人以下（n=362）

101人以上（n=192）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない
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Q8.システムに関わる要件の変化（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

39.5%

40.6%

38.3%

33.2%

34.5%

29.0%

29.0%

20.7%

28.0%

22.3%

20.7%

17.6%

20.5%

15.6%

16.6%

16.7%

11.1%

8.8%

35.9%

34.4%

44.6%

35.8%

37.0%

39.9%

42.0%

37.3%

48.5%

40.4%

35.0%

21.2%

43.8%

37.0%

40.9%

32.3%

28.3%

26.4%

14.6%

12.5%

8.3%

14.0%

16.9%

14.5%

16.6%

24.4%

14.1%

20.7%

21.8%

28.5%

21.3%

26.6%

24.0%

24.0%

34.6%

35.2%

4.1%

6.8%

2.2%

5.7%

5.8%

8.8%

5.2%

11.4%

3.9%

9.3%

9.1%

16.1%

5.8%

12.0%

9.9%

12.5%

14.4%

19.2%

5.8%

5.7%

6.6%

11.4%

5.8%

7.8%

7.2%

6.2%

5.5%

7.3%

13.5%

16.6%

8.6%

8.9%

8.6%

14.6%

11.6%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=192）

適用技術の複雑化・高度化

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=193）

安全性の向上（機能安全への対応等）

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=193）

つながる対象が増加

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=193）

利用形態・利用方法の多様化

IoTあり（n=361）

IoTなし（n=193）

DXへの対応

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=193）

対応すべき規格等の増加

IoTあり（n=361）

IoTなし（n=192）

部品の増加、プラットフォームの増加

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=192）

仕向地・出荷先の拡大

IoTあり（n=361）

IoTなし（n=193）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない
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Q8.システムに関わる要件の変化（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

46.7%

30.3%

42.2%

28.8%

38.4%

24.3%

32.4%

17.4%

29.6%

21.3%

25.9%

10.6%

20.8%

15.3%

20.6%

10.7%

13.3%

6.0%

35.9%

35.0%

42.2%

41.5%

38.1%

38.3%

40.3%

40.9%

48.7%

42.1%

34.5%

24.7%

44.1%

38.7%

39.0%

36.8%

31.4%

22.6%

11.1%

17.9%

8.6%

11.9%

14.6%

18.3%

16.8%

22.6%

12.7%

20.9%

21.8%

27.2%

22.0%

24.7%

24.8%

23.1%

34.0%

36.3%

2.9%

8.1%

2.5%

4.7%

5.1%

9.4%

5.7%

9.8%

4.8%

7.2%

7.6%

17.0%

7.0%

9.4%

8.9%

13.7%

14.0%

19.2%

3.5%

8.5%

4.4%

13.1%

3.8%

9.8%

4.8%

9.4%

4.1%

8.5%

10.1%

20.4%

6.1%

11.9%

6.7%

15.8%

7.3%

15.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化

AIあり（n=315）

AIなし（n=234）

適用技術の複雑化・高度化

AIあり（n=315）

AIなし（n=236）

安全性の向上（機能安全への対応等）

AIあり（n=315）

AIなし（n=235）

つながる対象が増加

AIあり（n=315）

AIなし（n=235）

利用形態・利用方法の多様化

AIあり（n=314）

AIなし（n=235）

DXへの対応

AIあり（n=316）

AIなし（n=235）

対応すべき規格等の増加

AIあり（n=313）

AIなし（n=235）

部品の増加、プラットフォームの増加

AIあり（n=315）

AIなし（n=234）

仕向地・出荷先の拡大

AIあり（n=315）

AIなし（n=234）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない
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Q8.システムに関わる要件の変化（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

44.4%

38.9%

50.0%

34.9%

48.1%

30.5%

42.6%

24.0%

46.3%

23.8%

66.7%

14.4%

18.2%

18.4%

29.6%

15.1%

16.7%

9.8%

44.4%

34.6%

35.2%

42.0%

24.1%

39.4%

44.4%

45.4%

35.2%

40.9%

24.1%

30.7%

45.5%

40.7%

38.9%

37.1%

35.2%

26.5%

3.7%

15.1%

9.3%

10.5%

13.0%

16.7%

5.6%

17.9%

7.4%

20.5%

3.7%

26.4%

16.4%

24.3%

13.0%

25.7%

24.1%

36.0%

3.7%

5.3%

1.9%

3.7%

9.3%

6.7%

1.9%

6.3%

3.7%

7.9%

1.9%

12.6%

9.1%

8.0%

11.1%

11.0%

18.5%

15.9%

3.7%

6.1%

3.7%

8.9%

5.6%

6.7%

5.6%

6.3%

7.4%

6.9%

3.7%

15.9%

10.9%

8.6%

7.4%

11.2%

5.6%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ／プライバシー保護の強化

DXあり（n=54）

DXなし（n=491）

適用技術の複雑化・高度化

DXあり（n=54）

DXなし（n=493）

安全性の向上（機能安全への対応等）

DXあり（n=54）

DXなし（n=492）

利用形態・利用方法の多様化

DXあり（n=54）

DXなし（n=491）

つながる対象が増加

DXあり（n=54）

DXなし（n=492）

DXへの対応

DXあり（n=54）

DXなし（n=492）

対応すべき規格等の増加

DXあり（n=55）

DXなし（n=489）

部品の増加、プラットフォームの増加

DXあり（n=54）

DXなし（n=491）

仕向地・出荷先の拡大

DXあり（n=54）

DXなし（n=491）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない
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Q8.システムに関わる要件の変化－「当てはまる」「やや当てはまる」の数（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

12.7%

15.4%

15.2%

21.6%

21.1%

14.5%

16.7%

21.1%

13.1%

15.1%

15.0%

12.5%

10.5%

15.9%

10.6%

8.5%

7.0%

7.6%

3.3%

3.1%

3.9%

3.9%

2.2%

1.6%

1.6%

9.3%

8.3%

3.3%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（n=566）

2018年度（n=305）

2017年度（n=227）

9個 8個 7個 6個 5個 4個 3個 2個 1個 なし
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Q8.システムに関わる要件の変化－DXへの対応（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

19.6%

14.8%

28.6%

20.7%

17.6%

25.9%

10.6%

66.7%

14.4%

30.2%

28.8%

32.8%

35.0%

21.2%

34.5%

24.7%

24.1%

30.7%

24.1%

26.9%

18.8%

21.8%

28.5%

21.8%

27.2%

3.7%

26.4%

11.5%

14.3%

6.3%

9.1%

16.1%

7.6%

17.0%

1.9%

12.6%

14.6%

15.1%

13.5%

13.5%

16.6%

10.1%

20.4%

3.7%

15.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DXへの対応 全体（n=556）

従業員数

100人以下（n=364）

101人以上（n=192）

IoT事業分野

あり（n=363）

なし（n=193）

AI取り組み

あり（n=316）

なし（n=235）

DX取り組み

あり（n=54）

なし（n=492）

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない どちらともいえない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応

60.0%

31.2%

22.6%

22.6%

19.0%

15.3%

13.3%

10.5%

6.4%

27.9%

37.4%

38.9%

35.6%

33.7%

28.1%

36.7%

22.7%

19.0%

5.3%

16.4%

21.1%

24.6%

25.2%

24.4%

29.4%

30.0%

37.0%

3.2%

3.9%

5.7%

4.4%

9.6%

7.4%

9.2%

9.4%

4.2%

3.9%

4.9%

4.4%

5.3%

9.9%

10.9%

8.8%

15.5%

18.3%

9.4%

22.7%

23.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上（n=806）

新たな開発技術（AI等）の導入（n=805）

ソフトウェア・プラットフォームの導入（n=804）

ハードウェアの高機能・高性能化（n=804）

アーキテクチャの見直し（n=804）

アジャイル開発の採用（n=803）

外部の専門企業への委託（n=802）

モデルベース開発の導入（n=801）

プロダクトライン設計の導入（n=798）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応（アーキテクチャの見直し） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

14.5%

19.6%

14.3%

19.8%

29.2%

14.0%

25.2%

34.1%

52.4%

36.1%

41.7%

27.9%

23.3%

20.1%

19.0%

30.4%

21.9%

29.1%

4.4%

5.6%

4.8%

3.8%

1.0%

7.0%

3.8%

3.4%

1.9%

28.9%

17.3%

9.5%

8.0%

6.3%

22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=159）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=96）

F.その他（n=86）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（アーキテクチャの見直し）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応（ソフトウェア・プラットフォームの導入）業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

25.3%

24.6%

14.3%

20.5%

28.1%

16.3%

29.7%

37.4%

52.4%

45.8%

40.6%

32.6%

20.3%

19.6%

14.3%

21.6%

20.8%

26.7%

3.8%

3.9%

4.8%

3.0%

4.2%

5.8%

3.8%

3.9%

1.5%

3.5%

17.1%

10.6%

14.3%

7.6%

6.3%

15.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=158）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=96）

F.その他（n=86）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（ソフトウェア・プラットフォームの導入）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応（ハードウェアの高機能・高性能化）業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

16.4%

27.9%

9.5%

23.6%

29.5%

16.1%

30.2%

43.6%

61.9%

35.4%

31.6%

27.6%

28.3%

14.0%

14.3%

27.0%

25.3%

34.5%

6.3%

4.5%

4.8%

5.7%

4.2%

9.2%

5.7%

3.4%

2.3%

13.2%

6.7%

9.5%

6.1%

9.5%

12.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=159）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=87）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（ハードウェアの高機能・高性能化）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

84

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（プロダクトライン設計の導入） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

5.7%

11.2%

4.6%

7.6%

3.5%

12.7%

21.2%

28.6%

22.4%

15.2%

17.6%

33.5%

27.4%

47.6%

45.6%

41.3%

29.4%

8.2%

12.3%

4.8%

6.8%

13.0%

10.6%

7.6%

5.0%

3.0%

3.3%

3.5%

32.3%

22.9%

19.0%

17.5%

19.6%

35.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=158）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=92）

F.その他（n=85）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（プロダクトライン設計の導入）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

85

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（モデルベース開発の導入） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

8.2%

7.8%

23.8%

12.9%

10.8%

9.3%

12.0%

22.9%

38.1%

28.4%

26.9%

16.3%

30.4%

27.9%

19.0%

32.2%

32.3%

26.7%

7.6%

11.2%

9.5%

8.7%

9.7%

9.3%

7.0%

7.3%

3.0%

3.2%

4.7%

34.8%

22.9%

9.5%

14.8%

17.2%

33.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=158）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=93）

F.その他（n=86）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（モデルベース開発の導入）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応（アジャイル開発の採用） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

12.6%

8.9%

19.0%

16.0%

27.1%

17.4%

20.8%

23.5%

38.1%

34.0%

34.4%

24.4%

17.0%

27.9%

28.6%

29.4%

15.6%

24.4%

10.1%

10.6%

4.8%

9.2%

10.4%

8.1%

6.3%

5.6%

3.1%

3.1%

3.5%

33.3%

23.5%

9.5%

8.4%

9.4%

22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=159）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=262）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=96）

F.その他（n=86）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（アジャイル開発の採用）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応（新たな開発技術（AI等）の導入）業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

28.9%

30.7%

38.1%

32.2%

37.9%

24.1%

32.7%

39.1%

42.9%

42.4%

37.9%

25.3%

15.1%

16.2%

14.3%

15.9%

12.6%

25.3%

3.8%

2.8%

2.3%

4.2%

5.7%

1.9%

3.4%

3.4%

17.6%

7.8%

4.8%

6.4%

6.3%

16.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=159）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=87）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（新たな開発技術（AI等）の導入）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応（技術者の教育・訓練、スキルの向上） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

49.4%

60.9%

76.2%

64.4%

63.2%

57.5%

28.8%

30.2%

23.8%

26.1%

27.4%

28.7%

6.9%

3.9%

5.7%

4.2%

6.9%

2.5%

1.1%

1.3%

11.3%

3.4%

3.4%

4.2%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=160）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=264）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=87）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（技術者の教育・訓練、スキルの向上）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応（外部の専門企業への委託） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

13.8%

19.6%

14.3%

6.1%

19.1%

15.1%

38.4%

40.2%

52.4%

34.6%

34.0%

31.4%

25.2%

22.9%

19.0%

41.1%

19.1%

29.1%

4.4%

6.7%

14.3%

7.2%

12.8%

7.0%

3.8%

3.9%

4.6%

4.3%

2.3%

14.5%

6.7%

6.5%

10.6%

15.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=159）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=94）

F.その他（n=86）

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（外部の専門企業への委託）

1.重要と思う 2.やや重要と思う 3.どちらともいえない 4.あまり重要と思わない 5.重要と思わない 6.わからない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応 産業構造区分別-1

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

28.9%

30.7%

33.9%

25.3%

24.6%

22.0%

16.4%

27.9%

24.3%

14.5%

19.6%

21.8%

12.6%

8.9%

19.0%

32.7%

39.1%

41.3%

29.7%

37.4%

44.9%

30.2%

43.6%

35.9%

25.2%

34.1%

38.4%

20.8%

23.5%

34.3%

15.1%

16.2%

15.0%

20.3%

19.6%

21.0%

28.3%

14.0%

25.9%

23.3%

20.1%

27.6%

17.0%

27.9%

25.9%

3.8%

2.8%

2.6%

3.8%

3.9%

3.4%

6.3%

4.5%

5.3%

4.4%

5.6%

3.2%

10.1%

10.6%

9.2%

1.9%

3.4%

0.8%

3.8%

3.9%

5.7%

3.4%

1.6%

3.8%

3.4%

6.3%

5.6%

2.9%

17.6%

7.8%

6.3%

17.1%

10.6%

7.6%

13.2%

6.7%

7.1%

28.9%

17.3%

7.6%

33.3%

23.5%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たな開発技術（AI等）の導入

製品利用（n=159）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=380）

ソフトウェア・プラットフォームの導入

製品利用（n=158）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=381）

ハードウェアの高機能・高性能化

製品利用（n=159）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=379）

アーキテクチャの見直し

製品利用（n=159）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=380）

アジャイル開発の採用

製品利用（n=159）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=379）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない
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Q9.システムに関わる要件の変化への対応 産業構造区分別-2

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

8.2%

7.8%

13.0%

5.7%

11.2%

5.1%

49.4%

60.9%

64.7%

13.8%

19.6%

9.8%

12.0%

22.9%

28.6%

12.7%

21.2%

21.0%

28.8%

30.2%

26.3%

38.4%

40.2%

35.4%

30.4%

27.9%

31.5%

33.5%

27.4%

44.7%

6.9%

3.9%

5.0%

25.2%

22.9%

34.4%

7.6%

11.2%

9.0%

8.2%

12.3%

8.2%

2.5%

4.4%

6.7%

9.0%

7.0%

7.3%

2.9%

7.6%

5.0%

2.9%

1.3%

3.8%

3.9%

4.2%

34.8%

22.9%

15.1%

32.3%

22.9%

18.1%

11.3%

3.4%

3.4%

14.5%

6.7%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

モデルベース開発の導入

製品利用（n=158）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=378）

プロダクトライン設計の導入

製品利用（n=158）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=376）

技術者の教育・訓練、スキルの向上

製品利用（n=160）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=380）

外部の専門企業への委託

製品利用（n=159）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=378）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（経年比較）

63.5%

83.5%

77.4%

32.9%

48.0%

37.3%

25.4%

39.3%

34.6%

22.9%

41.1%

39.5%

21.1%

40.3%

45.7%

15.8%

24.0%

19.8%

11.3%

21.2%

29.3%

12.9%

25.2%

18.7%

7.0%

14.1%

16.0%

27.5%

11.4%

14.7%

40.6%

31.2%

26.3%

38.4%

33.2%

32.2%

42.5%

31.6%

36.2%

37.0%

30.8%

28.8%

30.8%

31.1%

23.2%

26.8%

26.3%

22.6%

37.0%

33.9%

34.4%

21.1%

21.9%

26.2%

4.7%

2.0%

6.0%

15.4%

12.8%

22.5%

22.0%

17.1%

21.6%

20.5%

18.9%

16.2%

25.2%

20.0%

16.8%

26.5%

26.4%

33.8%

30.3%

31.6%

24.5%

30.7%

25.8%

28.7%

39.1%

40.1%

31.6%

0.7%

2.7%

2.7%

6.2%

5.0%

4.4%

6.7%

3.6%

2.0%

1.9%

3.9%

2.4%

2.4%

9.7%

3.0%

7.7%

9.7%

5.1%

7.7%

8.3%

4.7%

7.7%

9.5%

6.1%

9.2%

0.2%

0.3%

0.0%

1.6%

1.4%

2.2%

1.7%

1.4%

2.0%

1.3%

1.0%

2.0%

3.8%

3.4%

5.3%

4.3%

2.7%

3.8%

4.1%

4.4%

6.2%

3.6%

5.7%

2.9%

3.4%

2.7%

1.4%

6.8%

4.4%

6.2%

7.0%

4.4%

3.4%

8.6%

5.1%

5.2%

10.7%

6.1%

6.3%

13.4%

12.2%

10.1%

17.6%

13.1%

12.0%

7.0%

6.0%

4.3%

19.6%

12.1%

14.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上

2019年度（n=559）

2018年度（n=297）

2017年度（n=217）

新たな開発技術（AI等）の導入

2019年度（n=559）

2018年度（n=298）

2017年度（n=209）

ハードウェアの高機能・高性能化

2019年度（n=558）

2018年度（n=298）

2017年度（n=208）

ソフトウェア・プラットフォームの導入

2019年度（n=560）

2018年度（n=297）

2017年度（n=210）

アーキテクチャの見直し

2019年度（n=559）

2018年度（n=295）

2017年度（n=208）

アジャイル開発の採用

2019年度（n=558）

2018年度（n=296）

2017年度（n=207）

モデルベース開発の導入

2019年度（n=557）

2018年度（n=297）

2017年度（n=208）

外部の専門企業への委託

2019年度（n=557）

2018年度（n=298）

2017年度（n=209）

プロダクトライン設計の導入

2019年度（n=555）

2018年度（n=297）

2017年度（n=206）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（クロス集計）

60.4%

69.4%

32.0%

34.7%

25.8%

24.9%

22.1%

24.4%

21.3%

20.7%

13.7%

19.8%

9.3%

15.0%

9.9%

18.7%

5.2%

10.5%

29.8%

23.3%

37.4%

46.6%

40.5%

34.2%

41.7%

44.0%

35.5%

39.9%

28.7%

34.9%

25.8%

28.5%

36.5%

37.8%

20.6%

22.0%

4.9%

4.1%

19.1%

8.3%

20.8%

24.4%

22.6%

16.6%

27.9%

20.2%

26.5%

26.6%

31.6%

28.0%

32.1%

28.0%

41.2%

35.1%

1.1%

2.2%

3.6%

4.7%

5.7%

3.5%

3.6%

3.3%

5.2%

11.7%

5.7%

11.3%

6.7%

9.1%

6.7%

10.4%

7.9%

1.9%

1.0%

1.4%

3.6%

1.6%

2.6%

1.9%

2.1%

3.6%

4.2%

2.5%

7.8%

5.2%

2.1%

3.0%

4.7%

3.6%

3.1%

7.4%

5.7%

6.8%

7.3%

8.4%

8.8%

10.1%

11.9%

15.8%

8.9%

19.5%

14.0%

7.1%

6.7%

19.5%

19.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上

100人以下（n=366）

101人以上（n=193）

新たな開発技術（AI等）の導入

100人以下（n=366）

101人以上（n=193）

ハードウェアの高機能・高性能化

100人以下（n=365）

101人以上（n=193）

ソフトウェア・プラットフォームの導入

100人以下（n=367）

101人以上（n=193）

アーキテクチャの見直し

100人以下（n=366）

101人以上（n=193）

アジャイル開発の採用

100人以下（n=366）

101人以上（n=192）

モデルベース開発の導入

100人以下（n=364）

101人以上（n=193）

外部の専門企業への委託

100人以下（n=364）

101人以上（n=193）

プロダクトライン設計の導入

100人以下（n=364）

101人以上（n=191）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（クロス集計）

63.1%

64.3%

33.9%

31.1%

26.0%

24.5%

22.3%

24.0%

19.8%

23.5%

13.7%

19.6%

10.2%

13.3%

13.6%

11.7%

6.6%

7.7%

28.4%

26.0%

39.7%

42.3%

41.7%

32.1%

45.1%

37.8%

39.7%

32.1%

32.1%

28.4%

29.0%

22.6%

40.4%

30.6%

23.3%

17.0%

3.9%

6.1%

15.4%

15.3%

19.6%

26.5%

19.0%

23.5%

24.5%

26.5%

26.6%

26.3%

30.9%

29.2%

27.1%

37.2%

37.4%

42.3%

1.1%

3.0%

2.0%

5.0%

5.1%

4.1%

2.6%

4.7%

2.6%

10.2%

8.8%

9.7%

9.7%

7.8%

9.2%

10.5%

7.7%

0.5%
1.1%

2.6%
1.4%

3.6%
1.9%

2.0%
1.7%

2.6%

3.0%

5.2%

4.1%

4.6%

4.2%

4.1%

3.6%

3.6%

3.6%

3.1%

6.9%

6.6%

6.4%

8.2%

7.7%

10.2%

9.6%

12.8%

14.3%

11.9%

16.0%

20.5%

6.9%

7.1%

18.6%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=196）

新たな開発技術（AI等）の導入

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=196）

ハードウェアの高機能・高性能化

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=196）

ソフトウェア・プラットフォームの導入

IoTあり（n=364）

IoTなし（n=196）

アーキテクチャの見直し

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=196）

アジャイル開発の採用

IoTあり（n=364）

IoTなし（n=194）

モデルベース開発の導入

IoTあり（n=362）

IoTなし（n=195）

外部の専門企業への委託

IoTあり（n=361）

IoTなし（n=196）

プロダクトライン設計の導入

IoTあり（n=361）

IoTなし（n=194）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（クロス集計）

69.8%

55.5%

42.9%

19.1%

30.8%

17.9%

27.6%

15.7%

24.5%

16.1%

19.7%

9.8%

13.8%

7.3%

15.8%

8.9%

8.2%

5.5%

23.6%

33.5%

40.8%

40.9%

38.1%

39.1%

44.2%

41.1%

39.0%

35.2%

32.6%

28.9%

30.8%

21.8%

36.9%

37.4%

25.6%

15.3%

3.8%

5.5%

10.3%

22.6%

21.4%

23.4%

17.2%

25.4%

24.5%

26.7%

27.0%

26.4%

31.1%

29.9%

27.8%

34.9%

38.6%

40.0%

0.6%

0.8%
1.6%

4.3%

3.1%

7.7%

4.1%

3.0%

3.8%

4.2%

8.8%

11.1%

8.2%

12.0%

10.1%

6.0%

8.5%

11.1%

3.0%
2.2%

2.1%
2.2%

1.7%
1.3%

3.0%
2.8%

5.1%

3.5%

5.6%

3.5%

5.1%

3.5%

3.8%

1.9%

4.7%

3.8%

10.2%

4.4%

9.8%

4.7%

13.1%

6.9%

14.8%

9.1%

18.7%

12.6%

23.5%

6.0%

7.7%

15.5%

24.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上

AIあり（n=318）

AIなし（n=236）

新たな開発技術（AI等）の導入

AIあり（n=319）

AIなし（n=235）

ハードウェアの高機能・高性能化

AIあり（n=318）

AIなし（n=235）

ソフトウェア・プラットフォームの導入

AIあり（n=319）

AIなし（n=236）

アーキテクチャの見直し

AIあり（n=318）

AIなし（n=236）

アジャイル開発の採用

AIあり（n=319）

AIなし（n=235）

モデルベース開発の導入

AIあり（n=318）

AIなし（n=234）

外部の専門企業への委託

AIあり（n=317）

AIなし（n=235）

プロダクトライン設計の導入

AIあり（n=316）

AIなし（n=235）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

Q9.システムに関わる要件の変化への対応（クロス集計）

79.2%

61.6%

63.0%

29.0%

44.4%

23.0%

48.1%

19.7%

44.4%

18.3%

44.4%

12.5%

23.1%

9.9%

28.3%

11.1%

17.3%

6.1%

20.8%

28.4%

27.8%

42.1%

38.9%

38.2%

37.0%

43.3%

29.6%

37.9%

35.2%

30.2%

25.0%

26.7%

35.8%

37.0%

23.1%

20.6%

5.2%

5.6%

16.7%

7.4%

23.8%

7.4%

22.1%

16.7%

26.6%

13.0%

28.2%

28.8%

30.9%

28.3%

31.3%

32.7%

40.0%

0.8%

1.9%

2.8%

1.9%

5.5%

1.9%

3.8%

3.7%

4.0%

3.7%

10.5%

3.8%

10.5%

9.1%

7.7%

9.9%

1.8%

3.7%

2.0%

3.7%

1.6%
1.9%

1.8%

3.8%

9.6%

3.6%

1.9%

4.4%

5.8%

3.2%

3.8%

1.9%

7.5%

3.7%

7.5%

1.9%

9.5%

3.7%

11.3%

3.7%

14.7%

9.6%

18.4%

5.7%

7.1%

13.5%

20.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の教育・訓練、スキルの向上

DXあり（n=53）

DXなし（n=497）

新たな開発技術（AI等）の導入

DXあり（n=54）

DXなし（n=496）

ハードウェアの高機能・高性能化

DXあり（n=54）

DXなし（n=495）

ソフトウェア・プラットフォームの導入

DXあり（n=54）

DXなし（n=497）

アーキテクチャの見直し

DXあり（n=54）

DXなし（n=496）

アジャイル開発の採用

DXあり（n=54）

DXなし（n=496）

モデルベース開発の導入

DXあり（n=52）

DXなし（n=495）

外部の専門企業への委託

DXあり（n=53）

DXなし（n=495）

プロダクトライン設計の導入

DXあり（n=52）

DXなし（n=495）

重要と思う やや重要と思う どちらともいえない あまり重要と思わない 重要と思わない わからない
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

Q9.システムに関わる要件の変化への対応－「重要と思う」「やや重要と思う」の数（経年比較）

5.8%

10.4%

10.5%

7.6%

16.1%

9.6%

13.8%

16.7%

11.8%

19.6%

18.7%

15.3%

18.0%

13.0%

15.3%

12.7%

9.7%

13.5%

9.0%

5.0%

7.0%

4.8%

4.0%

4.8%

2.7%

3.3%

9.2%

6.0%

3.0%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（n=566）

2018年度（n=299）

2017年度（n=229）

「重要と思う」「やや重要と思う」の数

9個 8個 7個 6個 5個 4個 3個 2個 1個 なし
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Q10.事業の優位性

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

34.8%

31.5%

27.4%

10.4%

8.8%

44.8%

50.3%

59.2%

54.8%

42.2%

44.0%

24.1%

14.9%

9.3%

17.8%

47.4%

47.2%

31.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A.技術開発力(n=797)

B.製品の品質(n=796)

E.現場の課題発見力・問題解決力(n=797)

C.商品企画力・マーケティング力(n=796)

D.生産自動化・省力化(n=791)

F.その他(n=29)

優位（他社と比べて優れている） 同等（他社と同程度） 劣位（他社と比べて劣っている）
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Q10.事業の優位性（技術開発力） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

23.8%

37.6%

28.6%

39.2%

51.5%

17.2%

53.6%

48.3%

57.1%

51.7%

37.1%

57.5%

22.5%

14.0%

14.3%

9.1%

11.3%

25.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=151）

B.メーカー（n=178）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=97）

F.その他（n=87）

Q10.優位性（技術開発力）

1.優位（他社と比べて優れている） 2.同等（他社と同程度） 3.劣位（他社と比べて劣っている）



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

100

Q10.事業の優位性（製品の品質） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

36.4%

30.6%

14.3%

34.2%

29.5%

23.3%

59.6%

57.2%

61.9%

58.2%

61.1%

62.8%

4.0%

12.2%

23.8%

7.6%

9.5%

14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=151）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=86）

Q10.優位性（製品の品質）

1.優位（他社と比べて優れている） 2.同等（他社と同程度） 3.劣位（他社と比べて劣っている）
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Q10.事業の優位性（商品企画力・マーケティング力） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

12.1%

16.1%

4.2%

15.6%

11.5%

53.7%

41.7%

33.3%

40.3%

31.3%

43.7%

34.2%

42.2%

66.7%

55.5%

53.1%

44.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=149）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=96）

F.その他（n=87）

Q10.優位性（商品企画力・マーケティング力）

1.優位（他社と比べて優れている） 2.同等（他社と同程度） 3.劣位（他社と比べて劣っている）
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Q10.事業の優位性（生産自動化・省力化） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

12.1%

10.1%

4.8%

4.6%

13.7%

9.4%

46.3%

44.9%

38.1%

47.9%

36.8%

35.3%

41.6%

44.9%

57.1%

47.5%

49.5%

55.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=149）

B.メーカー（n=178）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=85）

Q10.優位性（生産自動化・省力化）

1.優位（他社と比べて優れている） 2.同等（他社と同程度） 3.劣位（他社と比べて劣っている）
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Q10.事業の優位性（現場の課題発見力・問題解決力） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

19.1%

31.1%

9.5%

28.1%

38.3%

24.1%

65.1%

48.3%

57.1%

56.3%

48.9%

51.7%

15.8%

20.6%

33.3%

15.6%

12.8%

24.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=152）

B.メーカー（n=180）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=94）

F.その他（n=87）

Q10.優位性（現場の課題発見力・問題解決力）

1.優位（他社と比べて優れている） 2.同等（他社と同程度） 3.劣位（他社と比べて劣っている）
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Q10.事業の優位性 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

23.8%

37.6%

41.7%

36.4%

30.6%

31.9%

19.1%

31.1%

29.6%

12.1%

16.1%

6.8%

12.1%

10.1%

6.9%

53.6%

48.3%

48.3%

59.6%

57.2%

59.1%

65.1%

48.3%

54.5%

53.7%

41.7%

37.6%

46.3%

44.9%

44.6%

22.5%

14.0%

10.0%

4.0%

12.2%

9.0%

15.8%

20.6%

15.9%

34.2%

42.2%

55.5%

41.6%

44.9%

48.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力

製品利用（n=151）

製品開発（n=178）

ソフトウェア開発（n=381）

製品の品質

製品利用（n=151）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=379）

現場の課題発見力・問題解決力

製品利用（n=152）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=378）

商品企画力・マーケティング力

製品利用（n=149）

製品開発（n=180）

ソフトウェア開発（n=380）

生産自動化・省力化

製品利用（n=149）

製品開発（n=178）

ソフトウェア開発（n=379）

優位 同等 劣位
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Q10.事業の優位性（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

45.2%

31.4%

31.5%

31.4%

34.0%

22.8%

10.7%

8.2%

6.6%

10.4%

50.0%

42.9%

46.0%

52.6%

58.1%

59.3%

49.3%

58.5%

36.3%

43.8%

44.0%

46.1%

27.8%

14.3%

8.8%

16.0%

10.4%

9.3%

16.7%

18.7%

53.0%

47.9%

49.5%

43.5%

22.2%

42.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力

100人以下（n=365）

101人以上（n=194）

製品の品質

100人以下（n=365）

101人以上（n=194）

現場の課題発見力・問題解決力

100人以下（n=365）

101人以上（n=193）

商品企画力・マーケティング力

100人以下（n=366）

101人以上（n=194）

生産自動化・省力化

100人以下（n=364）

101人以上（n=193）

その他

100人以下（n=18）

101人以上（n=7）

優位（他社と比べて優れている） 同等（他社と同程度） 劣位（他社と比べて劣っている）
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Q10.事業の優位性（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

43.8%

34.2%

28.9%

36.2%

32.5%

25.6%

10.7%

8.2%

8.3%

7.1%

52.6%

33.3%

45.5%

53.6%

60.9%

54.1%

51.2%

54.9%

37.9%

40.8%

45.4%

43.4%

21.1%

33.3%

10.7%

12.2%

10.2%

9.7%

16.3%

19.5%

51.4%

51.0%

46.3%

49.5%

26.3%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=196）

製品の品質

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=196）

現場の課題発見力・問題解決力

IoTあり（n=363）

IoTなし（n=195）

商品企画力・マーケティング力

IoTあり（n=364）

IoTなし（n=196）

生産自動化・省力化

IoTあり（n=361）

IoTなし（n=196）

その他

IoTあり（n=19）

IoTなし（n=6）

優位（他社と比べて優れている） 同等（他社と同程度） 劣位（他社と比べて劣っている）
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Q10.事業の優位性（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

46.1%

32.3%

34.3%

27.1%

35.3%

23.7%

11.6%

7.2%

9.5%

5.1%

55.6%

28.6%

45.1%

52.8%

58.2%

59.3%

48.3%

57.6%

36.7%

41.9%

45.7%

43.4%

16.7%

42.9%

8.8%

14.9%

7.5%

13.6%

16.4%

18.6%

51.7%

50.8%

44.8%

51.5%

27.8%

28.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力

AIあり（n=319）

AIなし（n=235）

製品の品質

AIあり（n=318）

AIなし（n=236）

現場の課題発見力・問題解決力

AIあり（n=317）

AIなし（n=236）

商品企画力・マーケティング力

AIあり（n=319）

AIなし（n=236）

生産自動化・省力化

AIあり（n=317）

AIなし（n=235）

その他

AIあり（n=18）

AIなし（n=7）

優位（他社と比べて優れている） 同等（他社と同程度） 劣位（他社と比べて劣っている）
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Q10.事業の優位性（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

53.6%

38.8%

50.0%

29.0%

48.1%

28.0%

18.2%

8.9%

20.8%

6.5%

100.0%

43.5%

39.3%

49.3%

50.0%

59.8%

40.7%

54.2%

41.8%

38.4%

39.6%

45.4%

26.1%

7.1%

11.9%

0.0%

11.3%

11.1%

17.7%

40.0%

52.7%

39.6%

48.2%

30.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術開発力

DXあり（n=56）

DXなし（n=495）

製品の品質

DXあり（n=54）

DXなし（n=497）

現場の課題発見力・問題解決力

DXあり（n=54）

DXなし（n=496）

商品企画力・マーケティング力

DXあり（n=55）

DXなし（n=497）

生産自動化・省力化

DXあり（n=53）

DXなし（n=496）

その他

DXあり（n=2）

DXなし（n=23）

優位（他社と比べて優れている） 同等（他社と同程度） 劣位（他社と比べて劣っている）
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Q11.今後も強みとして活かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

10.0%

5.4%

8.6%

13.3%

1.5%

9.4%

2.0%

7.3%

4.8%

22.9%

5.8%

5.2%

2.1%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40%

ニーズ対応力

品質・安全・安心

熟練技術・ノウハウ

AI、ビッグデータの活用

試作開発

コスト対応力

カイゼン活動

短納期開発

ロボット・自動化技術

デジタル人材の育成・確保

デジタル化に対応した組織改革

シェアリングエコノミーへの対応

スマート工場

その他

自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題(n=791)

32.0%

20.8%

19.0%

5.3%

4.3%

3.4%

2.8%

2.8%

2.7%

2.3%

1.6%

1.1%

1.0%

0.8%

0%10%20%30%40%

今後も強みとして活かしていくべきと考える項目(n=788)
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Q11.今後も強みとして活かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題
産業構造区分別（製品利用）

集計対象：A.エンドユーザー

6.4%

3.2%

11.5%

10.2%

0.6%

9.6%

4.5%

4.5%

8.9%

23.6%

10.2%

4.5%

2.5%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40%

ニーズ対応力

品質・安全・安心

熟練技術・ノウハウ

AI、ビッグデータの活用

試作開発

コスト対応力

カイゼン活動

短納期開発

ロボット・自動化技術

デジタル人材の育成・確保

デジタル化に対応した組織改革

シェアリングエコノミーへの対応

スマート工場

その他

自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題(n=157)

24.0%

35.7%

17.5%

1.3%

1.9%

3.9%

9.1%

0.6%

3.2%

1.9%

0.6%

0%10%20%30%40%

今後も強みとして活かしていくべきと考える項目(n=154)
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Q11.今後も強みとして活かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題
産業構造区分別（製品開発）

集計対象：B.メーカー

10.2%

5.1%

6.2%

11.3%

2.8%

14.7%

0.6%

13.0%

4.0%

17.5%

2.8%

5.6%

4.0%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40%

ニーズ対応力

品質・安全・安心

熟練技術・ノウハウ

AI、ビッグデータの活用

試作開発

コスト対応力

カイゼン活動

短納期開発

ロボット・自動化技術

デジタル人材の育成・確保

デジタル化に対応した組織改革

シェアリングエコノミーへの対応

スマート工場

その他

自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題(n=177)

36.3%

14.5%

15.6%

3.9%

8.9%

2.8%

2.2%

2.8%

5.6%

1.7%

0.6%

2.2%

1.7%

1.1%

0%10%20%30%40%

今後も強みとして活かしていくべきと考える項目(n=179)
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Q11.今後も強みとして活かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題
産業構造区分別（ソフトウェア開発）

集計対象：C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

10.7%

6.4%

8.6%

16.4%

1.6%

7.8%

1.9%

5.1%

3.5%

25.5%

5.1%

5.1%

1.1%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40%

ニーズ対応力

品質・安全・安心

熟練技術・ノウハウ

AI、ビッグデータの活用

試作開発

コスト対応力

カイゼン活動

短納期開発

ロボット・自動化技術

デジタル人材の育成・確保

デジタル化に対応した組織改革

シェアリングエコノミーへの対応

スマート工場

その他

自社の弱みであり今後重点的に取り組むべき経営課題(n=373)

31.4%

18.5%

21.2%

7.8%

3.8%

4.0%

0.8%

3.5%

1.6%

3.2%

1.9%

1.1%

0.8%

0.5%

0%10%20%30%40%

今後も強みとして活かしていくべきと考える項目(n=373)
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Q11.今後も強みとして活かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数
※項目の回答件数が15件以上のものを表示

33.5%

31.9%

19.4%

19.4%

14.4%

22.5%

6.9%

5.8%

6.6%

3.1%

4.4%

2.1%

3.3%

3.1%

3.0%

2.6%

2.8%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ニーズ対応力

100人以下（n=121）

101人以上（n=61）

熟練技術・ノウハウ

100人以下（n=70）

101人以上（n=37）

品質・安全・安心

100人以下（n=52）

101人以上（n=43）

AI、ビッグデータの活用

100人以下（n=25）

101人以上（n=11）

試作開発

100人以下（n=24）

101人以上（n=6）

コスト対応力

100人以下（n=16）

101人以上（n=4）

短納期開発

100人以下（n=12）

101人以上（n=6）

ロボット・自動化技術

100人以下（n=11）

101人以上（n=5）

デジタル人材の育成・確保

100人以下（n=10）

101人以上（n=5）

今後強みとして生かしていくべき項目

9.4%

12.7%

8.0%

7.4%

7.5%

3.2%

15.0%

14.3%

2.2%

1.6%

9.7%

10.6%

7.2%

8.5%

3.9%

3.2%

21.9%

24.9%

3.0%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ニーズ対応力

100人以下（n=34）

101人以上（n=24）

熟練技術・ノウハウ

100人以下（n=29）

101人以上（n=14）

品質・安全・安心

100人以下（n=27）

101人以上（n=6）

AI、ビッグデータの活用

100人以下（n=54）

101人以上（n=27）

試作開発

100人以下（n=8）

101人以上（n=3）

コスト対応力

100人以下（n=35）

101人以上（n=20）

短納期開発

100人以下（n=26）

101人以上（n=16）

ロボット・自動化技術

100人以下（n=14）

101人以上（n=6）

デジタル人材の育成・確保

100人以下（n=79）

101人以上（n=47）

デジタル化に対応した組織改革

100人以下（n=11）

101人以上（n=13）

今後重点的に取り組むべき経営課題
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無
※項目の回答件数が15件以上のものを表示

Q11.今後も強みとして活かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題（クロス集計）

33.1%

32.6%

19.8%

18.7%

12.8%

25.4%

8.1%

3.6%

6.7%

3.1%

2.8%

5.2%

3.1%

3.6%

3.9%

1.0%

2.8%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ニーズ対応力

IoTあり（n=119）

IoTなし（n=63）

熟練技術・ノウハウ

IoTあり（n=71）

IoTなし（n=36）

品質・安全・安心

IoTあり（n=46）

IoTなし（n=49）

AI、ビッグデータの活用

IoTあり（n=29）

IoTなし（n=7）

試作開発

IoTあり（n=24）

IoTなし（n=6）

コスト対応力

IoTあり（n=10）

IoTなし（n=10）

短納期開発

IoTあり（n=11）

IoTなし（n=7）

ロボット・自動化技術

IoTあり（n=14）

IoTなし（n=2）

デジタル人材の育成・確保

IoTあり（n=10）

IoTなし（n=5）

今後強みとして生かしていくべき項目

11.1%

9.4%

6.4%

10.5%

6.4%

5.2%

14.2%

15.7%

1.9%

2.1%

10.6%

8.9%

7.0%

8.9%

2.8%

5.2%

23.4%

22.0%

4.5%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ニーズ対応力

IoTあり（n=40）

IoTなし（n=18）

熟練技術・ノウハウ

IoTあり（n=23）

IoTなし（n=20）

品質・安全・安心

IoTあり（n=23）

IoTなし（n=10）

AI、ビッグデータの活用

IoTあり（n=51）

IoTなし（n=30）

試作開発

IoTあり（n=7）

IoTなし（n=4）

コスト対応力

IoTあり（n=38）

IoTなし（n=17）

短納期開発

IoTあり（n=25）

IoTなし（n=17）

ロボット・自動化技術

IoTあり（n=10）

IoTなし（n=10）

デジタル人材の育成・確保

IoTあり（n=84）

IoTなし（n=42）

デジタル化に対応した組織改革

IoTあり（n=16）

IoTなし（n=8）

今後重点的に取り組むべき経営課題
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無
※項目の回答件数が15件以上のものを表示

Q11.今後も強みとして活かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題（クロス集計）

32.2%

34.3%

18.8%

19.7%

14.0%

21.0%

9.2%

3.0%

4.8%

6.4%

4.1%

3.0%

3.2%

3.4%

2.5%

3.4%

3.2%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ニーズ対応力

AIあり（n=101）

AIなし（n=80）

熟練技術・ノウハウ

AIあり（n=59）

AIなし（n=46）

品質・安全・安心

AIあり（n=44）

AIなし（n=49）

AI、ビッグデータの活用

AIあり（n=29）

AIなし（n=7）

試作開発

AIあり（n=15）

AIなし（n=15）

コスト対応力

AIあり（n=13）

AIなし（n=7）

短納期開発

AIあり（n=10）

AIなし（n=8）

ロボット・自動化技術

AIあり（n=8）

AIなし（n=8）

デジタル人材の育成・確保

AIあり（n=10）

AIなし（n=5）

今後強みとして生かしていくべき項目

11.4%

8.7%

8.5%

7.0%

5.7%

6.5%

15.8%

13.5%

2.5%

1.3%

8.2%

12.6%

7.3%

8.3%

2.8%

4.8%

22.2%

23.9%

4.1%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ニーズ対応力

AIあり（n=36）

AIなし（n=20）

熟練技術・ノウハウ

AIあり（n=27）

AIなし（n=16）

品質・安全・安心

AIあり（n=18）

AIなし（n=15）

AI、ビッグデータの活用

AIあり（n=50）

AIなし（n=31）

試作開発

AIあり（n=8）

AIなし（n=3）

コスト対応力

AIあり（n=26）

AIなし（n=29）

短納期開発

AIあり（n=23）

AIなし（n=19）

ロボット・自動化技術

AIあり（n=9）

AIなし（n=11）

デジタル人材の育成・確保

AIあり（n=70）

AIなし（n=55）

デジタル化に対応した組織改革

AIあり（n=13）

AIなし（n=11）

今後重点的に取り組むべき経営課題
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集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無
※項目の回答件数が15件以上のものを表示

Q11.今後も強みとして活かしていくべき項目/今後重点的に取り組むべき経営課題（クロス集計）

28.6%

34.0%

8.9%

20.5%

17.9%

17.2%

10.7%

5.5%

0.0%

5.9%

5.4%

3.5%

5.4%

3.1%

3.6%

2.9%

0.0%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ニーズ対応力

DXあり（n=16）

DXなし（n=166）

熟練技術・ノウハウ

DXあり（n=5）

DXなし（n=100）

品質・安全・安心

DXあり（n=10）

DXなし（n=84）

AI、ビッグデータの活用

DXあり（n=6）

DXなし（n=27）

試作開発

DXあり（n=0）

DXなし（n=29）

コスト対応力

DXあり（n=3）

DXなし（n=17）

短納期開発

DXあり（n=3）

DXなし（n=15）

ロボット・自動化技術

DXあり（n=2）

DXなし（n=14）

デジタル人材の育成・確保

DXあり（n=0）

DXなし（n=15）

今後強みとして生かしていくべき項目

1.8%

11.3%

5.4%

8.2%

1.8%

6.6%

17.9%

14.6%

0.0%

2.3%

7.1%

10.1%

7.1%

7.8%

0.0%

4.1%

30.4%

22.0%

10.7%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ニーズ対応力

DXあり（n=1）

DXなし（n=55）

熟練技術・ノウハウ

DXあり（n=3）

DXなし（n=40）

品質・安全・安心

DXあり（n=1）

DXなし（n=32）

AI、ビッグデータの活用

DXあり（n=10）

DXなし（n=71）

試作開発

DXあり（n=0）

DXなし（n=11）

コスト対応力

DXあり（n=4）

DXなし（n=49）

短納期開発

DXあり（n=4）

DXなし（n=38）

ロボット・自動化技術

DXあり（n=0）

DXなし（n=20）

デジタル人材の育成・確保

DXあり（n=17）

DXなし（n=107）

デジタル化に対応した組織改革

DXあり（n=6）

DXなし（n=18）

今後重点的に取り組むべき経営課題
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Q12-1.DX推進指標の自己診断実施状況

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

1.2%

25.5%

73.2%

自己診断を実施した（n=10）

ＤＸ推進指標について知っていたが自己診断は実施していない（n=206）

ＤＸ推進指標について知らなかったので自己診断は実施していない（n=591）
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Q12-2.DXの成熟度レベル

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

0 1 2 3 4 5 6

レベル0 未着手

レベル1 一部での散発式実施

レベル2 一部での戦略式実施

レベル3 全社戦略に基づく部門横断的推進

レベル4 全社戦略に基づく継続的実施

レベル5 グローバル市場におけるデジタル企業

（件数）
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Q13.DXの動きによる事業への影響、自社/自部門でのDXの取り組み

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

4.5%

1.5%

11.8%

8.8%

18.8%

20.5%

12.3%

25.8%

52.6%

43.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

DXの動きによる事業への影響

DXの取り組み

1.非常に大きい／非常に活発

2.大きい／活発

3.少ない／あまり活発ではない

4.全くない

5.わからない
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Q13.DXの動きによる事業への影響、自社/自部門でのDXの取り組み 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

5.0%

2.9%

5.0%

3.5%

9.3%

4.5%

11.9%

11.5%

30.0%

11.2%

17.5%

3.4%

16.9%

14.9%

25.0%

22.9%

22.7%

12.4%

9.4%

12.1%

15.0%

12.0%

11.3%

19.1%

56.9%

58.6%

25.0%

50.4%

39.2%

60.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=160）

B.メーカー（n=174）

C.系列ソフトウェア企業（n=20）

D.受託ソフトウェア企業（n=258）

E.独立系ソフトウェア企業（n=97）

F.その他（n=89）

Q13.DXの動きによる事業への影響

1.非常に大きい／非常に活発 2.大きい／活発 3.少ない／あまり活発ではない 4.全くない 5.わからない

1.9%

4.1%

3.4%

11.8%

10.1%

25.0%

5.8%

12.4%

2.2%

18.6%

16.3%

30.0%

23.8%

26.8%

13.5%

23.6%

22.5%

20.0%

30.0%

21.6%

30.3%

44.1%

50.6%

25.0%

40.0%

35.1%

50.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=161）

B.メーカー（n=178）

C.系列ソフトウェア企業（n=20）

D.受託ソフトウェア企業（n=260）

E.独立系ソフトウェア企業（n=97）

F.その他（n=89）

Q13.自社/自部門でのDXの取り組み

1.非常に大きい／非常に活発 2.大きい／活発 3.少ない／あまり活発ではない 4.全くない 5.わからない
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Q13.DXの動きによる事業への影響、自社/自部門でのDXの取り組み 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

5.0%

2.9%

5.1%

1.9%

1.3%

11.9%

11.5%

13.9%

11.8%

10.1%

8.5%

16.9%

14.9%

22.9%

18.6%

16.3%

24.9%

9.4%

12.1%

12.0%

23.6%

22.5%

27.3%

56.9%

58.6%

46.1%

44.1%

50.6%

37.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

DXの動きによる事業への影響

製品利用（n=160）

製品開発（n=174）

ソフトウェア開発（n=375）

DXの取り組み

製品利用（n=161）

製品開発（n=178）

ソフトウェア開発（n=377）

非常に大きい／非常に活発 大きい／活発 少ない／あまり活発ではない 全くない わからない
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Q13.DXの動きによる事業への影響、自社/自部門でのDXの取り組み（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

4.4%

13.6%

13.1%

22.5%

20.4%

23.2%

12.0%

17.9%

50.1%

22.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年度（n=549）

2018年度（n=302）

Q13 DXの動きによる事業への影響

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない

1.1%

5.6%

9.0%

22.8%

22.2%

29.5%

25.8%

24.8%

42.0%

17.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年度（n=555）

2018年度（n=302）

Q13 自社/自部門でのDXの取り組み

非常に活発 活発 あまり活発でない 全くない わからない
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Q13.DXの動きによる事業への影響、自社/自部門でのDXの取り組み（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無

4.4%

3.0%

6.9%

5.9%

1.6%

7.0%

0.9%

13.1%

9.4%

20.2%

13.8%

11.9%

18.8%

5.6%

20.4%

19.4%

22.3%

19.1%

22.8%

22.0%

18.5%

12.0%

13.6%

9.0%

12.1%

11.9%

11.5%

12.9%

50.1%

54.6%

41.5%

49.2%

51.8%

40.8%

62.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=549）

従業員数

100人以下（n=361）

101人以上（n=188）

IoT事業分野

あり（n=356）

なし（n=193）

AI取り組み

あり（n=314）

なし（n=232）

Q13 DXの動きによる事業への影響

非常に大きい 大きい 少ない 全くない わからない

1.1%

1.1%

1.1%

1.1%

1.0%

1.9%

9.0%

4.4%

17.9%

10.2%

6.7%

13.0%

3.8%

22.2%

21.1%

24.2%

21.9%

22.7%

26.7%

16.5%

25.8%

28.8%

20.0%

25.8%

25.8%

22.5%

30.4%

42.0%

44.7%

36.8%

41.0%

43.8%

35.9%

49.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=555）

従業員数

100人以下（n=365）

101人以上（n=190）

IoT事業分野

あり（n=361）

なし（n=194）

AI取り組み

あり（n=315）

なし（n=237）

Q13 自社/自部門でのDXの取り組み

非常に活発 活発 あまり活発でない 全くない わからない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

124

Q14.DXに取り組む目的

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

33.3%

28.5%

8.5%

7.3%

6.1%

6.1%

5.7%

2.0%

10.1%

21.1%

22.8%

10.1%

12.2%

5.5%

5.9%

6.3%

3.0%

2.5%

16.5%

16.5%

13.9%

16.0%

6.9%

10.4%

10.0%

3.9%

3.9%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.業務効率化による生産性の向上（n=144）

2.新たな製品・サービスの創出（n=158）

3.既存の製品・サービスの高付加価値化（n=107）

4.ビジネスモデルの根本的改革（n=79）

5.AI・機械学習による最適なアクションの特定と実行（n=60）

6.企業文化や組織マインドの根本的変革（n=52）

7.顧客ごとに特化した製品・サービスの提供（n=51）

8.顧客中心主義の企業文化の定着（n=29）

9.外部エコシステムとの連携による収益・採算性の向上（n=19）

10.市場やエコシステムの活性化（n=12）

1番目(n=246)

2番目(n=237)

3番目(n=231)
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Q14.DXに取り組む目的 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

51.9%

27.1%

28.5%

19.2%

35.4%

28.5%

9.6%

16.7%

5.4%

7.7%

4.2%

8.5%

6.3%

9.2%

5.8%

6.3%

6.2%

5.8%

2.1%

7.7%

3.1%

2.3%

2.1%

13.7%

15.2%

7.2%

15.7%

19.6%

26.4%

19.6%

23.9%

21.6%

9.8%

8.7%

11.2%

15.7%

10.9%

10.4%

11.8%

6.5%

2.4%

3.9%

8.7%

6.4%

5.9%

4.3%

7.2%

3.9%

2.4%

2.2%

4.0%

12.2%

11.4%

20.3%

20.4%

13.6%

15.4%

22.4%

13.6%

10.6%

10.2%

22.7%

16.3%

8.2%

9.1%

5.7%

8.2%

9.1%

11.4%

4.1%

11.4%

10.6%

8.2%

4.1%

4.1%

6.8%

3.3%

2.0%

2.3%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.業務効率化による生産性の向上

製品利用（n=40）

製品開発（n=25）

ソフトウェア開発（n=71）

2.新たな製品・サービスの創出

製品利用（n=28）

製品開発（n=32）

ソフトウェア開発（n=89）

3.既存の製品・サービスの高付加価値化

製品利用（n=26）

製品開発（n=25）

ソフトウェア開発（n=47）

4.ビジネスモデルの根本的改革

製品利用（n=14）

製品開発（n=16）

ソフトウェア開発（n=45）

5.AI・機械学習による最適なアクションの特定と実行

製品利用（n=12）

製品開発（n=12）

ソフトウェア開発（n=32）

6.企業文化や組織マインドの根本的変革

製品利用（n=13）

製品開発（n=10）

ソフトウェア開発（n=25）

7.顧客ごとに特化した製品・サービスの提供

製品利用（n=7）

製品開発（n=10）

ソフトウェア開発（n=31）

8.顧客中心主義の企業文化の定着

製品利用（n=7）

製品開発（n=2）

ソフトウェア開発（n=18）

9.外部エコシステムとの連携による収益・採算性の向上

製品利用（n=4）

製品開発（n=3）

ソフトウェア開発（n=10）

10.市場やエコシステムの活性化

製品利用（n=1）

製品開発（n=3）

ソフトウェア開発（n=8）

1番目

2番目

3番目
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Q14.DXに取り組む目的（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

29.9%

30.9%

28.9%

27.2%

10.3%

6.2%

5.2%

9.9%

8.2%

3.7%

3.1%

9.9%

8.2%

8.6%

2.1%

2.5%

2.1%

1.2%

1.0%

26.1%

22.8%

5.4%

13.9%

9.8%

11.4%

8.7%

12.7%

10.9%

2.5%

2.2%

5.1%

22.8%

21.5%

6.5%

6.3%

2.2%

1.3%

4.3%

2.5%

16.7%

13.0%

22.2%

13.0%

7.8%

5.2%

21.1%

14.3%

8.9%

13.0%

5.6%

16.9%

7.8%

15.6%

2.2%

3.9%

5.6%

2.6%

2.2%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

新たな製品・サービスの創出

100人以下

101人以上

業務効率化による生産性の向上

100人以下

101人以上

AI・機械学習による最適なアクションの特定と実行

100人以下

101人以上

ビジネスモデルの根本的改革

100人以下

101人以上

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供

100人以下

101人以上

企業文化や組織マインドの根本的変革

100人以下

101人以上

既存の製品・サービスの高付加価値化

100人以下

101人以上

顧客中心主義の企業文化の定着

100人以下

101人以上

外部エコシステムとの連携による収益・採算性の向上

100人以下

101人以上

市場やエコシステムの活性化

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=97)

101人以上 (n=81)

2番目 100人以下 (n=92)

101人以上 (n=79)

3番目 100人以下 (n=90)

101人以上 (n=77)
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Q14.DXに取り組む目的（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

29.4%

32.2%

27.7%

28.8%

10.1%

5.1%

7.6%

6.8%

7.6%

3.4%

5.9%

6.8%

8.4%

8.5%

2.5%

1.7%

5.1%

0.8%

27.4%

19.0%

7.1%

13.8%

11.5%

8.6%

9.7%

12.1%

7.1%

6.9%

1.8%

6.9%

25.7%

15.5%

5.3%

8.6%

1.8%

1.7%

2.7%

5.2%

16.4%

12.3%

17.3%

19.3%

6.4%

7.0%

18.2%

17.5%

6.4%

19.3%

12.7%

7.0%

11.8%

10.5%

3.6%

1.8%

5.5%

1.8%

1.8%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

新たな製品・サービスの創出

IoTあり

IoTなし

業務効率化による生産性の向上

IoTあり

IoTなし

AI・機械学習による最適なアクションの特定と実行

IoTあり

IoTなし

ビジネスモデルの根本的改革

IoTあり

IoTなし

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供

IoTあり

IoTなし

企業文化や組織マインドの根本的変革

IoTあり

IoTなし

既存の製品・サービスの高付加価値化

IoTあり

IoTなし

顧客中心主義の企業文化の定着

IoTあり

IoTなし

外部エコシステムとの連携による収益・採算性の向上

IoTあり

IoTなし

市場やエコシステムの活性化

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=119)

IoTなし (n=59)

2番目 IoTあり (n=113)

IoTなし (n=58)

3番目 IoTあり (n=110)

IoTなし (n=57)
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Q14.DXに取り組む目的（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

33.8%

20.8%

22.3%

43.8%

10.0%

4.2%

9.2%

2.1%

5.4%

8.3%

5.4%

8.3%

9.2%

6.3%

1.5%

4.2%

1.5%

2.1%

0.8%

25.4%

22.2%

7.9%

13.3%

10.3%

11.1%

10.3%

11.1%

7.9%

4.4%

2.4%

6.7%

23.0%

20.0%

5.6%

8.9%

2.4%

4.8%

16.4%

11.1%

19.7%

13.3%

4.9%

11.1%

19.7%

13.3%

9.8%

13.3%

9.8%

13.3%

9.0%

17.8%

4.1%

4.1%

4.4%

2.5%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

新たな製品・サービスの創出

AIあり

AIなし

業務効率化による生産性の向上

AIあり

AIなし

AI・機械学習による最適なアクションの特定と実行

AIあり

AIなし

ビジネスモデルの根本的改革

AIあり

AIなし

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供

AIあり

AIなし

企業文化や組織マインドの根本的変革

AIあり

AIなし

既存の製品・サービスの高付加価値化

AIあり

AIなし

顧客中心主義の企業文化の定着

AIあり

AIなし

外部エコシステムとの連携による収益・採算性の向上

AIあり

AIなし

市場やエコシステムの活性化

AIあり

AIなし

1番目 AIあり (n=130)

AIなし (n=48)

2番目 AIあり (n=126)

AIなし (n=45)

3番目 AIあり (n=122)

AIなし (n=45)
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Q14.DXに取り組む目的（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DXの取り組みが非常に活発・活発/DXの取り組みがあまり活発でない ※

41.1%

25.4%

28.6%

27.9%

5.4%

9.8%

7.1%

7.4%

1.8%

8.2%

5.4%

6.6%

8.9%

8.2%

3.3%

1.8%

1.6%

0.8%

26.4%

23.7%

7.5%

10.2%

9.4%

11.0%

13.2%

9.3%

1.9%

9.3%

5.7%

2.5%

30.2%

18.6%

3.8%

7.6%

2.5%

1.9%

4.2%

7.5%

18.4%

15.1%

19.3%

9.4%

5.3%

18.9%

17.5%

15.1%

8.8%

11.3%

10.5%

11.3%

11.4%

5.7%

1.8%

1.9%

5.3%

3.8%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

新たな製品・サービスの創出

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

業務効率化による生産性の向上

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

AI・機械学習による最適なアクションの特定と実行

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

ビジネスモデルの根本的改革

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

顧客ごとに特化した製品・サービスの提供

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

企業文化や組織マインドの根本的変革

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

既存の製品・サービスの高付加価値化

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

顧客中心主義の企業文化の定着

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

外部エコシステムとの連携による収益・採算性の向上

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

市場やエコシステムの活性化

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

※この集計では、DXの取り組みが「全くない」「わからない」を除き、 「非常に活発／活発」と「あまり活発でない で区分し比較した。

1番目 DX取り組み：活発 (n=56)

DX取り組み：活発でない (n=122)

2番目 DX取り組み：活発 (n=53)

DX取り組み：活発でない (n=118)

3番目 DX取り組み：活発 (n=53)

DX取り組み：活発でない (n=114)
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Q15.DXに取り組む上での課題

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

17.2%

16.4%

14.8%

13.1%

10.7%

7.4%

6.6%

5.7%

3.7%

3.3%

16.0%

19.8%

13.5%

6.8%

5.1%

10.1%

3.4%

2.5%

12.7%

6.3%

3.4%

13.7%

14.6%

11.2%

7.3%

3.4%

14.6%

9.0%

3.9%

13.3%

5.6%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保（n=112）

2.事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保（n=121）

3.経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築（n=94）

4.社内外でのビジョン共有（n=65）

5.経営トップのコミットメント（n=46）

6.DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み（n=76）

7.既存技術への依存からの脱却（n=45）

8.失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築（n=29）

9.「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み（n=70）

10.外部との連携に向けた取り組み（n=36）

11.技術的負債の対応（n=18）

1番目(n=244)

2番目(n=237)

3番目(n=233)
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Q15.DXに取り組む上での課題 産業構造区分別

集計対象： A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

11.5%

12.8%

19.4%

19.2%

14.9%

16.3%

23.1%

21.3%

9.3%

9.6%

10.6%

15.5%

19.2%

4.3%

10.1%

3.8%

10.6%

7.0%

3.8%

6.4%

8.5%

3.8%

17.0%

3.1%

3.8%

0.0%

3.9%

1.9%

5.4%

2.1%

0.8%

21.2%

11.4%

15.2%

21.2%

15.9%

20.0%

28.8%

6.8%

8.8%

7.7%

9.1%

6.4%

1.9%

4.5%

7.2%

5.8%

15.9%

9.6%

2.3%

5.6%

4.0%

9.6%

15.9%

13.6%

3.8%

6.8%

6.4%

9.1%

3.2%

11.5%

16.3%

14.8%

21.2%

16.3%

10.7%

11.5%

14.0%

9.8%

5.8%

9.3%

7.4%

3.8%

4.1%

13.5%

11.6%

14.8%

7.7%

7.0%

9.0%

7.0%

4.9%

21.2%

11.6%

11.5%

4.7%

9.0%

3.8%

2.3%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保

製品利用（n=23）

製品開発（n=18）

ソフトウェア開発（n=62）

2.事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保

製品利用（n=32）

製品開発（n=21）

ソフトウェア開発（n=59）

3.経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築

製品利用（n=33）

製品開発（n=19）

ソフトウェア開発（n=35）

4.社内外でのビジョン共有

製品利用（n=12）

製品開発（n=13）

ソフトウェア開発（n=37）

5.経営トップのコミットメント

製品利用（n=13）

製品開発（n=4）

ソフトウェア開発（n=27）

6.DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み

製品利用（n=12）

製品開発（n=17）

ソフトウェア開発（n=39）

7.既存技術への依存からの脱却

製品利用（n=6）

製品開発（n=7）

ソフトウェア開発（n=29）

8.失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築

製品利用（n=2）

製品開発（n=11）

ソフトウェア開発（n=15）

9.「業務」と「技術」に精通した人材を融合する仕組み

製品利用（n=18）

製品開発（n=12）

ソフトウェア開発（n=36）

10.外部との連携に向けた取り組み

製品利用（n=3）

製品開発（n=5）

ソフトウェア開発（n=26）

11.技術的負債の対応

製品利用（n=2）

製品開発（n=6）

ソフトウェア開発（n=10）

1番目

2番目

3番目
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Q15.DXに取り組む上での課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

14.6%

21.3%

13.5%

18.8%

11.5%

17.5%

9.4%

7.5%

11.5%

13.8%

8.3%

7.5%

7.3%

8.8%

7.3%

5.2%

0.0%

8.3%

5.0%

2.1%

16.5%

11.5%

15.4%

23.1%

5.5%

9.0%

4.4%

9.0%

7.7%

9.0%

4.4%

5.1%

13.2%

9.0%

9.9%

2.6%

13.2%

15.4%

4.4%

1.3%

5.5%

3.8%

14.6%

15.8%

6.7%

18.4%

11.2%

3.9%

1.1%

5.3%

10.1%

11.8%

7.9%

9.2%

11.2%

17.1%

12.4%

2.6%

13.5%

9.2%

4.5%

6.6%

6.7%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保

100人以下

101人以上

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保

100人以下

101人以上

社内外でのビジョン共有

100人以下

101人以上

経営トップのコミットメント

100人以下

101人以上

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築

100人以下

101人以上

既存技術への依存からの脱却

100人以下

101人以上

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み

100人以下

101人以上

外部との連携に向けた取り組み

100人以下

101人以上

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み

100人以下

101人以上

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築

100人以下

101人以上

技術的負債の対応

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=96)

101人以上 (n=80)

2番目 100人以下 (n=91)

101人以上 (n=78)

3番目 100人以下 (n=89)

101人以上 (n=76)
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Q15.DXに取り組む上での課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

15.4%

22.0%

16.2%

15.3%

14.5%

13.6%

8.5%

8.5%

12.0%

13.6%

8.5%

6.8%

9.4%

5.1%

5.1%

1.7%

3.4%

1.7%

5.1%

10.2%

1.7%

14.2%

14.3%

16.8%

23.2%

7.1%

7.1%

7.1%

5.4%

8.8%

7.1%

5.3%

3.6%

8.0%

17.9%

7.1%

5.4%

15.9%

10.7%

3.5%

1.8%

5.3%

3.6%

12.8%

19.6%

11.9%

12.5%

10.1%

3.6%

3.7%

1.8%

11.0%

10.7%

7.3%

10.7%

16.5%

8.9%

7.3%

8.9%

9.2%

16.1%

6.4%

3.6%

3.7%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保

IoTあり

IoTなし

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保

IoTあり

IoTなし

社内外でのビジョン共有

IoTあり

IoTなし

経営トップのコミットメント

IoTあり

IoTなし

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築

IoTあり

IoTなし

既存技術への依存からの脱却

IoTあり

IoTなし

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み

IoTあり

IoTなし

外部との連携に向けた取り組み

IoTあり

IoTなし

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み

IoTあり

IoTなし

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築

IoTあり

IoTなし

技術的負債の対応

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=117)

IoTなし (n=59)

2番目 IoTあり (n=113)

IoTなし (n=56)

3番目 IoTあり (n=109)

IoTなし (n=56)
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Q15.DXに取り組む上での課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

18.0%

16.7%

16.4%

14.6%

14.1%

14.6%

7.0%

12.5%

10.2%

18.8%

8.6%

6.3%

8.6%

6.3%

4.7%

2.1%

3.1%

2.1%

7.0%

6.3%

1.6%

14.9%

12.5%

14.9%

29.2%

7.4%

6.3%

5.8%

8.3%

9.1%

6.3%

3.3%

8.3%

10.7%

12.5%

7.4%

4.2%

16.5%

8.3%

4.1%

0.0%

5.0%

4.2%

14.4%

17.0%

11.0%

14.9%

10.2%

2.1%

2.5%

4.3%

11.0%

10.6%

6.8%

12.8%

13.6%

14.9%

8.5%

6.4%

11.9%

10.6%

5.1%

6.4%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保

AIあり

AIなし

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保

AIあり

AIなし

社内外でのビジョン共有

AIあり

AIなし

経営トップのコミットメント

AIあり

AIなし

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築

AIあり

AIなし

既存技術への依存からの脱却

AIあり

AIなし

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み

AIあり

AIなし

外部との連携に向けた取り組み

AIあり

AIなし

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み

AIあり

AIなし

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築

AIあり

AIなし

技術的負債の対応

AIあり

AIなし

1番目 AIあり (n=128)

AIなし (n=48)

2番目 AIあり (n=121)

AIなし (n=48)

3番目 AIあり (n=118)

AIなし (n=47)
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Q15.DXに取り組む上での課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DXの取り組みが非常に活発・活発/DXの取り組みがあまり活発でない ※

18.5%

17.2%

20.4%

13.9%

13.0%

14.8%

3.7%

10.7%

18.5%

9.8%

9.3%

7.4%

11.1%

6.6%

0.0%

5.7%

0.0%

4.1%

3.7%

8.2%

1.9%

0.8%

9.3%

16.5%

16.7%

20.0%

7.4%

7.0%

3.7%

7.8%

7.4%

8.7%

3.7%

5.2%

16.7%

8.7%

5.6%

7.0%

24.1%

9.6%

1.9%

3.5%

1.9%

6.1%

15.7%

14.9%

17.6%

9.6%

3.9%

9.6%

2.0%

3.5%

13.7%

9.6%

9.8%

7.9%

13.7%

14.0%

9.8%

7.0%

7.8%

13.2%

3.9%

6.1%

2.0%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

デジタル技術やデータ活用に精通した人材の育成・確保

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

事業部門におけるDXを担う人材の育成・確保

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

社内外でのビジョン共有

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

経営トップのコミットメント

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

経営・事業部門・IT部門が相互に協力する体制の構築

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

既存技術への依存からの脱却

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

DXの取り組みの事業（現場レベル）までの落とし込み

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

外部との連携に向けた取り組み

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

「業務に精通した人材」と「技術に精通した人材」を融合する仕組み

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

失敗から学び、継続的に挑戦する仕組みの構築

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

技術的負債の対応

DX取り組み：活発

DX取り組み：活発でない

※この集計では、「DXの取り組み：なし」を除き、DXの取り組みが 活発／あまり活発でない で区分し比較した。

1番目 DX取り組み：活発 (n=54)

DX取り組み：活発でない (n=122)

2番目 DX取り組み：活発 (n=54)

DX取り組み：活発でない (n=115)

3番目 DX取り組み：活発 (n=51)

DX取り組み：活発でない (n=114)
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Q14 DXに取り組む目的とQ15.DXに取り組む上での課題の関係（クロス集計・全体）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

n= 246

1. 社内外

でのビジョン

共有

2. 経営トッ

プのコミットメ

ント

3. 失敗から

学び、継続

的に挑戦す

る仕組みの

構築

4. 経営・事

業部門・IT

部門が相互

に協力する

体制の構築

5. 外部との

連携に向け

た取り組み

6. 事業部

門における

DXを担う人

材の育成・

確保

7. デジタル

技術やデー

タ活用に精

通した人材

の育成・確

保

8. 「業務に

精通した人

材」と「技術

に精通した

人材」を融

合する仕組

み

9. DXの取

り組みの事

業（現場レ

ベル）までの

落とし込み

10. 技術的

負債の対応

11. 既存技

術への依存

からの脱却

12.その他
Q14回答

計

1. 業務効率化による生産性の向上 30.6% 19.4% 11.1% 43.8% 12.5% 49.3% 43.1% 26.4% 29.2% 6.9% 18.8% 0.7% 144

2. AI・機械学習による最適なアクションの特定と

実行
25.0% 21.7% 11.7% 41.7% 13.3% 53.3% 41.7% 31.7% 28.3% 6.7% 16.7% 0.0% 60

3. 新たな製品・サービスの創出 29.1% 19.6% 10.8% 36.7% 15.2% 49.4% 49.4% 26.6% 33.5% 7.0% 18.4% 0.6% 158

4. 既存の製品・サービスの高付加価値化 29.0% 16.8% 13.1% 40.2% 12.1% 46.7% 48.6% 33.6% 26.2% 7.5% 18.7% 0.9% 107

5. 顧客中心主義の企業文化の定着 27.6% 17.2% 6.9% 31.0% 27.6% 58.6% 44.8% 27.6% 34.5% 6.9% 17.2% 0.0% 29

6. 企業文化や組織マインドの根本的変革 26.9% 28.8% 7.7% 50.0% 9.6% 57.7% 34.6% 21.2% 36.5% 1.9% 21.2% 0.0% 52

7. ビジネスモデルの根本的改革（新たな顧客エ

クスペリエンスの提供など）
21.5% 17.7% 12.7% 26.6% 11.4% 58.2% 55.7% 29.1% 35.4% 7.6% 17.7% 2.5% 79

8. 顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 13.7% 15.7% 13.7% 41.2% 25.5% 45.1% 47.1% 37.3% 27.5% 11.8% 19.6% 0.0% 51

9. 外部エコシステムとの連携による収益・採算

性の向上
15.8% 15.8% 36.8% 21.1% 26.3% 42.1% 31.6% 36.8% 36.8% 10.5% 26.3% 0.0% 19

10. 市場やエコシステムの活性化 25.0% 0.0% 0.0% 16.7% 25.0% 25.0% 50.0% 58.3% 8.3% 8.3% 25.0% 8.3% 12

11. その他 66.7% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 3

※比率はDXに取り組む目的の各項目に3番目まで回答があったものの件数（Q14回答計）に対するDXに取り組む上での課題の各項目に3番目まで回答があったもの件数の割合です。
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Q14 DXに取り組む目的とQ15.DXに取り組む上での課題の関係（クロス集計・製品利用）

集計対象：A.エンドユーザー

n= 52

1. 社内外

でのビジョン

共有

2. 経営トッ

プのコミットメ

ント

3. 失敗から

学び、継続

的に挑戦す

る仕組みの

構築

4. 経営・事

業部門・IT

部門が相互

に協力する

体制の構築

5. 外部との

連携に向け

た取り組み

6. 事業部

門における

DXを担う人

材の育成・

確保

7. デジタル

技術やデー

タ活用に精

通した人材

の育成・確

保

8. 「業務に

精通した人

材」と「技術

に精通した

人材」を融

合する仕組

み

9. DXの取

り組みの事

業（現場レ

ベル）までの

落とし込み

10. 技術的

負債の対応

11. 既存技

術への依存

からの脱却

12.その他

Q14回答

計

1. 業務効率化による生産性の向上 25.0% 27.5% 2.5% 70.0% 5.0% 62.5% 42.5% 27.5% 22.5% 2.5% 12.5% 0.0% 40

2. AI・機械学習による最適なアクションの特定と

実行
25.0% 25.0% 0.0% 66.7% 0.0% 75.0% 25.0% 33.3% 33.3% 8.3% 8.3% 0.0% 12

3. 新たな製品・サービスの創出 25.0% 35.7% 0.0% 60.7% 0.0% 60.7% 42.9% 42.9% 21.4% 3.6% 7.1% 0.0% 28

4. 既存の製品・サービスの高付加価値化 26.9% 23.1% 3.8% 69.2% 7.7% 42.3% 46.2% 42.3% 23.1% 3.8% 11.5% 0.0% 26

5. 顧客中心主義の企業文化の定着 28.6% 14.3% 14.3% 71.4% 0.0% 71.4% 42.9% 14.3% 28.6% 0.0% 14.3% 0.0% 7

6. 企業文化や組織マインドの根本的変革 23.1% 30.8% 7.7% 69.2% 7.7% 61.5% 23.1% 15.4% 38.5% 7.7% 15.4% 0.0% 13

7. ビジネスモデルの根本的改革（新たな顧客エ

クスペリエンスの提供など）
7.1% 7.1% 14.3% 42.9% 7.1% 85.7% 64.3% 42.9% 14.3% 7.1% 7.1% 0.0% 14

8. 顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 28.6% 14.3% 0.0% 42.9% 28.6% 28.6% 42.9% 42.9% 28.6% 0.0% 42.9% 0.0% 7

9. 外部エコシステムとの連携による収益・採算

性の向上
25.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 100.0% 50.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4

10. 市場やエコシステムの活性化 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1

11. その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0

※比率はDXに取り組む目的の各項目に3番目まで回答があったものの件数（Q14回答計）に対するDXに取り組む上での課題の各項目に3番目まで回答があったもの件数の割合です。
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Q14 DXに取り組む目的とQ15.DXに取り組む上での課題の関係（クロス集計・製品開発）

集計対象：B.メーカー

n= 48

1. 社内外

でのビジョン

共有

2. 経営トッ

プのコミットメ

ント

3. 失敗から

学び、継続

的に挑戦す

る仕組みの

構築

4. 経営・事

業部門・IT

部門が相互

に協力する

体制の構築

5. 外部との

連携に向け

た取り組み

6. 事業部

門における

DXを担う人

材の育成・

確保

7. デジタル

技術やデー

タ活用に精

通した人材

の育成・確

保

8. 「業務に

精通した人

材」と「技術

に精通した

人材」を融

合する仕組

み

9. DXの取

り組みの事

業（現場レ

ベル）までの

落とし込み

10. 技術的

負債の対応

11. 既存技

術への依存

からの脱却

12.その他

Q14回答

計

1. 業務効率化による生産性の向上 36.0% 0.0% 24.0% 40.0% 12.0% 44.0% 36.0% 32.0% 44.0% 12.0% 12.0% 0.0% 25

2. AI・機械学習による最適なアクションの特定と

実行
8.3% 8.3% 25.0% 41.7% 16.7% 33.3% 41.7% 41.7% 25.0% 16.7% 16.7% 0.0% 12

3. 新たな製品・サービスの創出 25.0% 12.5% 18.8% 40.6% 12.5% 53.1% 43.8% 25.0% 40.6% 9.4% 6.3% 3.1% 32

4. 既存の製品・サービスの高付加価値化 36.0% 8.0% 24.0% 36.0% 8.0% 44.0% 40.0% 28.0% 32.0% 12.0% 16.0% 4.0% 25

5. 顧客中心主義の企業文化の定着 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2

6. 企業文化や組織マインドの根本的変革 40.0% 10.0% 20.0% 60.0% 0.0% 40.0% 40.0% 20.0% 30.0% 0.0% 20.0% 0.0% 10

7. ビジネスモデルの根本的改革（新たな顧客エ

クスペリエンスの提供など）
31.3% 12.5% 6.3% 31.3% 6.3% 62.5% 56.3% 12.5% 50.0% 12.5% 6.3% 6.3% 16

8. 顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 20.0% 10.0% 50.0% 60.0% 20.0% 40.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0% 10

9. 外部エコシステムとの連携による収益・採算

性の向上
0.0% 0.0% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 66.7% 66.7% 0.0% 3

10. 市場やエコシステムの活性化 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 33.3% 33.3% 66.7% 0.0% 3

11. その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 0

※比率はDXに取り組む目的の各項目に3番目まで回答があったものの件数（Q14回答計）に対するDXに取り組む上での課題の各項目に3番目まで回答があったもの件数の割合です。
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Q14 DXに取り組む目的とQ15.DXに取り組む上での課題の関係（クロス集計・ソフトウェア開発）

集計対象：C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

n= 130

1. 社内外

でのビジョン

共有

2. 経営トッ

プのコミットメ

ント

3. 失敗から

学び、継続

的に挑戦す

る仕組みの

構築

4. 経営・事

業部門・IT

部門が相互

に協力する

体制の構築

5. 外部との

連携に向け

た取り組み

6. 事業部

門における

DXを担う人

材の育成・

確保

7. デジタル

技術やデー

タ活用に精

通した人材

の育成・確

保

8. 「業務に

精通した人

材」と「技術

に精通した

人材」を融

合する仕組

み

9. DXの取

り組みの事

業（現場レ

ベル）までの

落とし込み

10. 技術的

負債の対応

11. 既存技

術への依存

からの脱却

12.その他

Q14回答

計

1. 業務効率化による生産性の向上 32.4% 22.5% 12.7% 29.6% 16.9% 42.3% 45.1% 22.5% 25.4% 8.5% 26.8% 1.4% 71

2. AI・機械学習による最適なアクションの特定と

実行
31.3% 21.9% 9.4% 31.3% 15.6% 53.1% 50.0% 31.3% 28.1% 3.1% 18.8% 0.0% 32

3. 新たな製品・サービスの創出 32.6% 19.1% 11.2% 27.0% 20.2% 46.1% 52.8% 22.5% 32.6% 7.9% 24.7% 0.0% 89

4. 既存の製品・サービスの高付加価値化 29.8% 17.0% 12.8% 27.7% 17.0% 46.8% 51.1% 36.2% 21.3% 8.5% 23.4% 0.0% 47

5. 顧客中心主義の企業文化の定着 27.8% 16.7% 0.0% 16.7% 44.4% 50.0% 38.9% 33.3% 38.9% 11.1% 22.2% 0.0% 18

6. 企業文化や組織マインドの根本的変革 28.0% 40.0% 4.0% 40.0% 12.0% 56.0% 32.0% 20.0% 40.0% 0.0% 28.0% 0.0% 25

7. ビジネスモデルの根本的改革（新たな顧客エ

クスペリエンスの提供など）
24.4% 24.4% 15.6% 20.0% 15.6% 48.9% 48.9% 28.9% 35.6% 6.7% 24.4% 2.2% 45

8. 顧客ごとに特化した製品・サービスの提供 9.7% 16.1% 6.5% 32.3% 29.0% 48.4% 58.1% 41.9% 29.0% 12.9% 12.9% 0.0% 31

9. 外部エコシステムとの連携による収益・採算

性の向上
20.0% 20.0% 40.0% 20.0% 40.0% 30.0% 30.0% 30.0% 50.0% 0.0% 20.0% 0.0% 10

10. 市場やエコシステムの活性化 37.5% 0.0% 0.0% 12.5% 25.0% 25.0% 62.5% 62.5% 0.0% 0.0% 12.5% 12.5% 8

11. その他 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 2

※比率はDXに取り組む目的の各項目に3番目まで回答があったものの件数（Q14回答計）に対するDXに取り組む上での課題の各項目に3番目まで回答があったもの件数の割合です。
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4. 開発の課題と解決策
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Q16-1.開発の課題

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

16.6%

13.5%

13.4%

13.3%

12.4%

9.9%

8.5%

6.8%

1.5%

15.0%

11.8%

10.4%

10.1%

10.9%

13.2%

10.6%

10.1%

4.7%

1.7%

1.4%

13.6%

10.7%

11.3%

11.6%

9.3%

16.2%

7.2%

12.3%

3.4%

2.9%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.新製品・新技術の開発（n=354）

2.生産性の向上（n=282）

3.設計品質の向上（n=275）

4.市場の拡大、新規市場の開拓（n=274）

5.開発能力（量）の向上（n=255）

6.技術トレンドへの対応（IoT、ビッグデータ、AI等）（n=306）

7.開発期間の短縮（n=206）

8.開発コストの削減（n=227）

9.セーフティ・セキュリティの確保（n=75）

10.規格及び国・地域等に応じた法令等への対応（n=44）

11.説明責任の遂行・能力向上（n=32）

1番目(n=799)

2番目(n=781)

3番目(n=767)
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Q16-1.開発の課題 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

15.9%

23.6%

13.7%

26.8%

9.0%

11.8%

8.3%

12.4%

14.7%

8.3%

10.1%

16.6%

6.4%

14.0%

13.9%

7.6%

2.8%

13.2%

11.5%

15.7%

5.0%

7.0%

7.3%

6.6%

17.6%

17.0%

13.5%

11.8%

8.0%

11.9%

8.5%

10.8%

11.1%

9.8%

8.0%

11.6%

5.9%

11.4%

13.2%

12.4%

11.9%

14.0%

11.1%

17.6%

6.7%

13.1%

8.0%

11.1%

6.5%

4.5%

3.8%

11.5%

12.8%

16.1%

9.5%

4.1%

12.5%

9.5%

12.2%

11.7%

7.4%

16.9%

10.6%

9.5%

5.8%

10.4%

17.6%

19.8%

15.8%

7.4%

10.5%

6.0%

18.2%

12.2%

9.5%

4.7%

3.3%

3.4%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.新製品・新技術の開発

製品利用(n=69)

製品開発(n=94)

ソフトウェア開発(n=161)

2.生産性の向上

製品利用(n=74)

製品開発(n=37)

ソフトウェア開発(n=135)

3.設計品質の向上

製品利用(n=40)

製品開発(n=62)

ソフトウェア開発(n=140)

4.市場の拡大、新規市場の開拓

製品利用(n=39)

製品開発(n=61)

ソフトウェア開発(n=145)

5.開発能力（量）の向上

製品利用(n=33)

製品開発(n=55)

ソフトウェア開発(n=140)

6.技術トレンドへの対応（IoT、ビッグデータ、AI等）

製品利用(n=57)

製品開発(n=60)

ソフトウェア開発(n=160)

7.開発期間の短縮

製品利用(n=46)

製品開発(n=77)

ソフトウェア開発(n=66)

8.開発コストの削減

製品利用(n=58)

製品開発(n=48)

ソフトウェア開発(n=101)

9.セーフティ・セキュリティの確保

製品利用(n=20)

製品開発(n=11)

ソフトウェア開発(n=31)

10.規格及び国・地域等に応じた法令等への対応

製品利用(n=11)

製品開発(n=12)

ソフトウェア開発(n=16)

11.説明責任の遂行・能力向上

製品利用(n=7)

製品開発(n=7)

ソフトウェア開発(n=14)

1番目

2番目

3番目
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Q16-1.開発の課題（1～3番目までの合計で経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

37.6%

36.8%

46.5%

35.5%

40.3%

31.4%

27.3%

26.1%

7.7%

5.1%

3.8%

2.0%

30.5%

43.4%

37.2%

40.1%

38.7%

28.2%

30.2%

33.2%

7.3%

5.9%

2.8%

2.4%

18.3%

55.3%

30.9%

42.1%

39.4%

32.4%

36.2%

33.7%

8.0%

2.0%

1.4%

0.4%

31.0%

50.7%

32.7%

36.5%

39.8%

25.5%

36.1%

30.0%

12.4%

0.0%

4.1%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市場の拡大、新規市場の開拓

設計品質の向上

新製品・新技術の開発

開発能力（量）の向上

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグデータ、AI等）

生産性の向上

開発コストの削減

開発期間の短縮

セーフティ・セキュリティの確保

規格及び国・地域等に応じた法令等への対応

説明責任の遂行・能力向上

その他

2019年度（n=558）

2018年度（N=297）

2017年度（N=225）

2016年度（N=164）
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Q16-1.開発の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

15.8%

18.9%

16.8%

10.0%

14.7%

12.6%

12.8%

16.3%

10.9%

11.1%

9.2%

11.1%

7.9%

9.5%

6.8%

6.8%

15.9%

12.2%

10.6%

10.1%

13.6%

10.6%

10.3%

12.2%

8.6%

14.4%

13.1%

13.8%

11.1%

8.5%

9.7%

10.6%

3.3%

5.3%

15.6%

14.0%

12.7%

12.4%

9.3%

8.1%

10.2%

15.1%

7.6%

14.0%

17.0%

17.2%

7.9%

6.5%

11.3%

8.6%

2.5%

2.2%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新製品・新技術の開発

100人以下

101人以上

市場の拡大、新規市場の開拓

100人以下

101人以上

開発能力（量）の向上

100人以下

101人以上

設計品質の向上

100人以下

101人以上

生産性の向上

100人以下

101人以上

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグデータ、AI等）

100人以下

101人以上

開発期間の短縮

100人以下

101人以上

開発コストの削減

100人以下

101人以上

セーフティ・セキュリティの確保

100人以下

101人以上

規格及び国・地域等に応じた法令等への対応

100人以下

101人以上

説明責任の遂行・能力向上

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=368)

101人以上 (n=190)

2番目 100人以下 (n=359)

101人以上 (n=188)

3番目 100人以下 (n=353)

101人以上 (n=186)
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Q16-1.開発の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

17.4%

15.9%

16.0%

11.8%

13.2%

15.4%

13.5%

14.9%

10.2%

12.3%

10.7%

8.2%

8.8%

7.7%

6.9%

6.7%

2.6%

15.5%

13.0%

10.7%

9.8%

13.8%

10.4%

11.6%

9.8%

7.6%

16.1%

13.0%

14.0%

8.8%

13.0%

10.5%

9.3%

4.2%

3.6%

2.0%

2.0%

14.4%

16.2%

12.4%

13.1%

8.3%

9.9%

11.5%

12.6%

8.0%

13.1%

18.1%

15.2%

8.3%

5.8%

11.2%

8.9%

2.6%

2.1%

2.9%

2.1%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新製品・新技術の開発

IoTあり

IoTなし

市場の拡大、新規市場の開拓

IoTあり

IoTなし

開発能力（量）の向上

IoTあり

IoTなし

設計品質の向上

IoTあり

IoTなし

生産性の向上

IoTあり

IoTなし

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグデータ、AI等）

IoTあり

IoTなし

開発期間の短縮

IoTあり

IoTなし

開発コストの削減

IoTあり

IoTなし

セーフティ・セキュリティの確保

IoTあり

IoTなし

規格及び国・地域等に応じた法令等への対応

IoTあり

IoTなし

説明責任の遂行・能力向上

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=363)

IoTなし (n=195)

2番目 IoTあり (n=354)

IoTなし (n=193)

3番目 IoTあり (n=348)

IoTなし (n=191)
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Q16-1.開発の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

16.4%

17.6%

15.1%

13.4%

14.5%

13.4%

12.9%

15.5%

8.5%

14.3%

11.0%

8.4%

8.5%

8.0%

7.6%

5.5%

15.5%

13.7%

11.0%

9.8%

11.6%

14.1%

11.6%

9.8%

9.0%

12.4%

14.5%

12.0%

8.1%

13.2%

11.0%

9.0%

3.5%

4.7%

16.8%

12.9%

12.9%

12.4%

7.9%

10.3%

12.2%

11.2%

9.6%

10.3%

16.2%

18.5%

5.9%

9.4%

11.6%

9.0%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新製品・新技術の開発

AIあり

AIなし

市場の拡大、新規市場の開拓

AIあり

AIなし

開発能力（量）の向上

AIあり

AIなし

設計品質の向上

AIあり

AIなし

生産性の向上

AIあり

AIなし

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグデータ、AI等）

AIあり

AIなし

開発期間の短縮

AIあり

AIなし

開発コストの削減

AIあり

AIなし

セーフティ・セキュリティの確保

AIあり

AIなし

規格及び国・地域等に応じた法令等への対応

AIあり

AIなし

説明責任の遂行・能力向上

AIあり

AIなし

1番目 AIあり (n=317)

AIなし (n=238)

2番目 AIあり (n=310)

AIなし (n=234)

3番目 AIあり (n=303)

AIなし (n=233)
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Q16-1.開発の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

12.7%

17.5%

12.7%

14.9%

9.1%

14.5%

14.5%

13.9%

10.9%

10.9%

10.9%

9.5%

18.2%

7.5%

5.5%

6.9%

1.8%

1.2%

15.7%

14.5%

3.9%

11.2%

7.8%

13.3%

11.8%

10.8%

7.8%

10.6%

19.6%

12.7%

7.8%

10.4%

15.7%

9.6%

7.8%

3.7%

2.0%

18.0%

14.7%

12.0%

12.8%

2.0%

9.7%

16.0%

11.4%

8.0%

10.1%

16.0%

17.4%

4.0%

7.9%

20.0%

9.3%

2.0%

2.1%

2.7%

2.0%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

新製品・新技術の開発

DXあり

DXなし

市場の拡大、新規市場の開拓

DXあり

DXなし

開発能力（量）の向上

DXあり

DXなし

設計品質の向上

DXあり

DXなし

生産性の向上

DXあり

DXなし

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグデータ、AI等）

DXあり

DXなし

開発期間の短縮

DXあり

DXなし

開発コストの削減

DXあり

DXなし

セーフティ・セキュリティの確保

DXあり

DXなし

規格及び国・地域等に応じた法令等への対応

DXあり

DXなし

説明責任の遂行・能力向上

DXあり

DXなし

1番目 DXあり (n=55)

DXなし (n=496)

2番目 DXあり (n=51)

DXなし (n=490)

3番目 DXあり (n=50)

DXなし (n=483)
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Q16-2. 課題の解決策

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
集計方法：１～３番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した。

70.2%

52.4%

29.8%

28.7%

28.6%

28.2%

16.5%

12.1%

10.5%

8.7%

3.1%

41.8%

60.3%

23.6%

13.2%

21.5%

39.8%

26.3%

21.4%

20.9%

10.1%

5.8%

28.6%

30.1%

18.9%

12.6%

38.7%

39.2%

22.0%

25.8%

28.7%

20.2%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160%

1.技術者の確保

2.技術者の既存スキルの向上

3.プロジェクトマネージャのスキル向上

4.プロジェクトマネージャの確保

5.新たなパートナーの発掘・連携

6.開発手法・開発技術の向上

7.技術者のスキルシフト・Reスキル

8.管理手法・管理技術の向上開発

9.環境（ツール等）の整備・改善

10.自動化やAIの活用

11.第三者による検証・妥当性確認

1番目(n=794)

2番目(n=794)

3番目(n=794)
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Q16-2.開発の課題「生産性の向上」に対する解決策(1)

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の1番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=61）

解決策の2番目

（n=61）

解決策の3番目

（n=59）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の2番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=58）

解決策の2番目

（n=58）

解決策の3番目

（n=57）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の3番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=53）

解決策の2番目

（n=51）

解決策の3番目

（n=51）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の1～3番目の合計

解決策の1番目

（n=172）

解決策の2番目

（n=170）

解決策の3番目

（n=167）
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Q16-2.開発の課題「生産性の向上」に対する解決策(2)
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：１～３番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数順に表示）。

23.3%

16.9%

15.7%

10.5%

9.9%

8.1%

6.4%

5.2%

2.9%

18.8%

14.1%

10.6%

18.8%

3.5%

9.4%

11.2%

4.7%

4.1%

4.1%

13.2%

10.2%

9.6%

13.8%

5.4%

12.6%

7.8%

7.2%

7.8%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の既存スキルの向上

技術者の確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

開発手法・開発技術の向上

プロジェクトマネージャの確保

環境（ツール等）の整備・改善

管理手法・管理技術の向上開発

技術者のスキルシフト・Reスキル

自動化やAIの活用

新たなパートナーの発掘・連携

第三者による検証・妥当性確認

その他

解決策の1番目（n=172）

解決策の2番目（n=170）

解決策の3番目（n=167）
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Q16-2.開発の課題「生産性の向上」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：従業員数

26.5%

18.9%

17.3%

16.2%

16.3%

14.9%

6.1%

16.2%

13.3%

5.4%

6.1%

10.8%

5.1%

8.1%

16.7%

21.6%

15.6%

12.2%

13.5%

6.8%

21.9%

14.9%

2.1%

5.4%

6.3%

13.5%

10.4%

12.2%

12.8%

13.7%

11.7%

8.2%

6.4%

13.7%

16.0%

11.0%

6.4%

4.1%

13.8%

11.0%

7.4%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の既存スキルの向上

100人以下

101人以上

技術者の確保

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャのスキル向上

100人以下

101人以上

開発手法・開発技術の向上

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャの確保

100人以下

101人以上

環境（ツール等）の整備・改善

100人以下

101人以上

管理手法・管理技術の向上開発

100人以下

101人以上

1番目 100人以下(n=98) , 101人以上(n=74)

2番目 100人以下(n=96) , 101人以上(n=74)

3番目 100人以下(n=94) , 101人以上(n=73)
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Q16-2.開発の課題「生産性の向上」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

20.7%

26.3%

19.6%

13.8%

14.1%

17.5%

12.0%

8.8%

8.7%

11.3%

8.7%

7.5%

5.4%

7.5%

20.7%

16.7%

14.1%

14.1%

10.9%

10.3%

13.0%

25.6%

5.4%

1.3%

7.6%

11.5%

14.1%

7.7%

14.6%

11.5%

7.9%

12.8%

9.0%

10.3%

13.5%

14.1%

6.7%

3.8%

12.4%

12.8%

6.7%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の既存スキルの向上

IoTあり

IoTなし

技術者の確保

IoTあり

IoTなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

IoTあり

IoTなし

開発手法・開発技術の向上

IoTあり

IoTなし

プロジェクトマネージャの確保

IoTあり

IoTなし

環境（ツール等）の整備・改善

IoTあり

IoTなし

管理手法・管理技術の向上開発

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり(n=92) , IoTなし(n=80)

2番目 IoTあり(n=92) , IoTなし(n=78)

3番目 IoTあり(n=89) , IoTなし(n=78)
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Q16-2.開発の課題「生産性の向上」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

23.8%

21.8%

10.7%

23.0%

11.9%

19.5%

15.5%

5.7%

14.3%

5.7%

9.5%

6.9%

7.1%

5.7%

10.7%

27.1%

15.5%

11.8%

15.5%

5.9%

20.2%

17.6%

3.6%

3.5%

11.9%

7.1%

8.3%

14.1%

17.1%

9.5%

12.2%

8.3%

8.5%

9.5%

12.2%

15.5%

3.7%

7.1%

13.4%

11.9%

8.5%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の既存スキルの向上

AIあり

AIなし

技術者の確保

AIあり

AIなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

AIあり

AIなし

開発手法・開発技術の向上

AIあり

AIなし

プロジェクトマネージャの確保

AIあり

AIなし

環境（ツール等）の整備・改善

AIあり

AIなし

管理手法・管理技術の向上開発

AIあり

AIなし

1番目 AIあり(n=84) , AIなし(n=87)

2番目 AIあり(n=84) , AIなし(n=85)

3番目 AIあり(n=82) , AIなし(n=84)
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Q16-2.開発の課題「生産性の向上」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

7.1%

24.5%

0.0%

18.7%

21.4%

15.5%

21.4%

9.0%

14.3%

9.0%

21.4%

7.1%

14.3%

5.8%

7.1%

20.3%

21.4%

13.7%

14.3%

10.5%

14.3%

19.6%

0.0%

3.9%

14.3%

8.5%

14.3%

10.5%

7.1%

12.7%

7.1%

10.7%

14.3%

9.3%

14.3%

13.3%

7.1%

5.3%

14.3%

12.7%

14.3%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の既存スキルの向上

DXあり

DXなし

技術者の確保

DXあり

DXなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

DXあり

DXなし

開発手法・開発技術の向上

DXあり

DXなし

プロジェクトマネージャの確保

DXあり

DXなし

環境（ツール等）の整備・改善

DXあり

DXなし

管理手法・管理技術の向上開発

DXあり

DXなし

1番目 DXあり(n=14) , DXなし(n=155)

2番目 DXあり(n=14) , DXなし(n=153)

3番目 DXあり(n=14) , DXなし(n=150)
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Q16-2.開発の課題「新製品・新技術の開発」に対する解決策(1)

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の1番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=93）

解決策の2番目

（n=92）

解決策の3番目

（n=89）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の2番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=79）

解決策の2番目

（n=79）

解決策の3番目

（n=78）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の3番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=81）

解決策の2番目

（n=80）

解決策の3番目

（n=77）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の1～3番目の合計

解決策の1番目

（n=253）

解決策の2番目

（n=251）

解決策の3番目

（n=244）
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Q16-2.開発の課題「新製品・新技術の開発」に対する解決策(2)
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：１～３番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数順に表示）。

26.5%

18.6%

11.9%

9.9%

9.9%

8.3%

7.9%

2.8%

15.9%

20.7%

12.4%

12.0%

10.8%

6.0%

5.6%

5.2%

6.8%

13.1%

9.8%

15.6%

11.1%

19.3%

2.0%

5.3%

6.1%

8.2%

3.7%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

開発手法・開発技術の向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

新たなパートナーの発掘・連携

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

自動化やAIの活用

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

管理手法・管理技術の向上開発

その他

解決策の1番目（n=253）

解決策の2番目（n=251）

解決策の3番目（n=244）
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Q16-2.開発の課題「新製品・新技術の開発」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：従業員数

27.6%

24.1%

21.2%

13.3%

11.2%

13.3%

8.2%

13.3%

9.4%

10.8%

7.1%

10.8%

7.6%

8.4%

13.1%

21.7%

18.5%

25.3%

15.5%

6.0%

14.3%

7.2%

10.7%

10.8%

6.5%

4.8%

5.4%

6.0%

11.7%

16.0%

10.4%

8.6%

17.2%

12.3%

8.6%

16.0%

19.0%

19.8%

2.5%

1.2%

6.1%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の確保

100人以下

101人以上

技術者の既存スキルの向上

100人以下

101人以上

開発手法・開発技術の向上

100人以下

101人以上

技術者のスキルシフト・Reスキル

100人以下

101人以上

新たなパートナーの発掘・連携

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャの確保

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャのスキル向上

100人以下

101人以上

1番目 100人以下(n=170) , 101人以上(n=83)

2番目 100人以下(n=168) , 101人以上(n=83)

3番目 100人以下(n=163) , 101人以上(n=81)
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Q16-2.開発の課題「新製品・新技術の開発」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

26.9%

25.6%

19.2%

17.4%

12.0%

11.6%

9.6%

10.5%

10.8%

8.1%

10.2%

4.7%

7.2%

9.3%

17.5%

12.9%

21.1%

20.0%

12.0%

12.9%

10.2%

15.3%

10.8%

10.6%

6.0%

5.9%

6.0%

4.7%

12.3%

14.6%

11.7%

6.1%

12.3%

22.0%

12.3%

8.5%

18.5%

20.7%

2.5%

1.2%

5.6%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の確保

IoTあり

IoTなし

技術者の既存スキルの向上

IoTあり

IoTなし

開発手法・開発技術の向上

IoTあり

IoTなし

技術者のスキルシフト・Reスキル

IoTあり

IoTなし

新たなパートナーの発掘・連携

IoTあり

IoTなし

プロジェクトマネージャの確保

IoTあり

IoTなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり(n=167) , IoTなし(n=86)

2番目 IoTあり(n=166) , IoTなし(n=85)

3番目 IoTあり(n=162) , IoTなし(n=82)
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Q16-2.開発の課題「新製品・新技術の開発」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

24.8%

28.8%

16.8%

21.2%

9.4%

15.4%

12.1%

6.7%

12.1%

6.7%

10.1%

5.8%

8.1%

7.7%

19.0%

11.5%

15.6%

27.9%

9.5%

16.3%

9.5%

15.4%

10.9%

10.6%

6.1%

5.8%

6.1%

4.8%

11.8%

15.0%

11.1%

8.0%

16.0%

15.0%

13.2%

8.0%

18.8%

20.0%

2.1%

2.0%

4.2%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の確保

AIあり

AIなし

技術者の既存スキルの向上

AIあり

AIなし

開発手法・開発技術の向上

AIあり

AIなし

技術者のスキルシフト・Reスキル

AIあり

AIなし

新たなパートナーの発掘・連携

AIあり

AIなし

プロジェクトマネージャの確保

AIあり

AIなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

AIあり

AIなし

1番目 AIあり(n=149) , AIなし(n=104)

2番目 AIあり(n=147) , AIなし(n=104)

3番目 AIあり(n=144) , AIなし(n=100)
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Q16-2.開発の課題「新製品・新技術の開発」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

16.7%

27.3%

16.7%

18.5%

12.5%

11.9%

20.8%

8.8%

4.2%

10.6%

4.2%

8.8%

4.2%

8.4%

16.7%

15.6%

20.8%

20.9%

12.5%

12.4%

0.0%

13.3%

16.7%

10.2%

8.3%

5.8%

8.3%

5.3%

9.1%

13.6%

0.0%

10.5%

13.6%

15.9%

18.2%

10.0%

31.8%

18.2%

0.0%

2.3%

4.5%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技術者の確保

DXあり

DXなし

技術者の既存スキルの向上

DXあり

DXなし

開発手法・開発技術の向上

DXあり

DXなし

技術者のスキルシフト・Reスキル

DXあり

DXなし

新たなパートナーの発掘・連携

DXあり

DXなし

プロジェクトマネージャの確保

DXあり

DXなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

DXあり

DXなし

1番目 DXあり(n=24) , DXなし(n=227)

2番目 DXあり(n=24) , DXなし(n=225)

3番目 DXあり(n=22) , DXなし(n=220)
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Q16-2.開発の課題「市場の拡大、新規市場の開拓」に対する解決策(1)

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の1番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=81）

解決策の2番目

（n=73）

解決策の3番目

（n=68）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の2番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=57）

解決策の2番目

（n=57）

解決策の3番目

（n=55）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の3番目として選択された場合

解決策の1番目

（n=67）

解決策の2番目

（n=60）

解決策の3番目

（n=54）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

技術者の確保

技術者の既存スキルの向上

技術者のスキルシフト・Reスキル

開発手法・開発技術の向上

管理手法・管理技術の向上開発

環境（ツール等）の整備・改善

第三者による検証・妥当性確認

新たなパートナーの発掘・連携

自動化やAIの活用

その他

課題の1～3番目の合計

解決策の1番目

（n=205）

解決策の2番目

（n=190）

解決策の3番目

（n=177）
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Q16-2.開発の課題「市場の拡大、新規市場の開拓」に対する解決策(2)
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：１～３番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数順に表示）。

39.5%

16.1%

12.2%

11.2%

5.4%

3.9%

2.4%

2.0%

1.5%

5.4%

17.9%

14.7%

13.2%

6.8%

4.7%

11.6%

6.3%

2.6%

11.1%

6.3%

19.8%

11.3%

6.2%

9.6%

10.2%

6.8%

4.0%

7.9%

7.9%

6.8%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新たなパートナーの発掘・連携

技術者の確保

プロジェクトマネージャの確保

プロジェクトマネージャのスキル向上

開発手法・開発技術の向上

技術者の既存スキルの向上

環境（ツール等）の整備・改善

自動化やAIの活用

技術者のスキルシフト・Reスキル

管理手法・管理技術の向上開発

第三者による検証・妥当性確認

その他

解決策の1番目（n=205）

解決策の2番目（n=190）

解決策の3番目（n=177）
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Q16-2.開発の課題「市場の拡大、新規市場の開拓」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：従業員数

41.0%

36.1%

18.1%

11.5%

9.7%

18.0%

11.1%

11.5%

4.9%

6.6%

4.9%

1.6%

2.1%

3.3%

17.8%

18.2%

12.6%

20.0%

14.1%

10.9%

5.9%

9.1%

5.2%

3.6%

13.3%

7.3%

3.7%

12.7%

16.5%

28.0%

12.6%

8.0%

7.1%

4.0%

11.0%

6.0%

11.0%

8.0%

8.7%

2.0%

3.1%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たなパートナーの発掘・連携

100人以下

101人以上

技術者の確保

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャの確保

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャのスキル向上

100人以下

101人以上

開発手法・開発技術の向上

100人以下

101人以上

技術者の既存スキルの向上

100人以下

101人以上

環境（ツール等）の整備・改善

100人以下

101人以上

1番目 100人以下(n=144) , 101人以上(n=61)

2番目 100人以下(n=135) , 101人以上(n=55)

3番目 100人以下(n=127) , 101人以上(n=50)
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Q16-2.開発の課題「市場の拡大、新規市場の開拓」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

42.0%

34.3%

10.9%

26.9%

14.5%

7.5%

13.0%

7.5%

4.3%

7.5%

4.3%

3.0%

2.2%

3.0%

16.5%

20.6%

18.1%

7.9%

10.2%

19.0%

8.7%

3.2%

3.9%

6.3%

11.8%

11.1%

7.1%

4.8%

20.0%

19.3%

10.8%

12.3%

5.8%

7.0%

6.7%

15.8%

10.0%

10.5%

6.7%

7.0%

4.2%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たなパートナーの発掘・連携

IoTあり

IoTなし

技術者の確保

IoTあり

IoTなし

プロジェクトマネージャの確保

IoTあり

IoTなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

IoTあり

IoTなし

開発手法・開発技術の向上

IoTあり

IoTなし

技術者の既存スキルの向上

IoTあり

IoTなし

環境（ツール等）の整備・改善

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり(n=138) , IoTなし(n=67)

2番目 IoTあり(n=127) , IoTなし(n=63)

3番目 IoTあり(n=120) , IoTなし(n=57)
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Q16-2.開発の課題「市場の拡大、新規市場の開拓」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

40.5%

38.6%

13.2%

19.3%

11.6%

13.3%

10.7%

12.0%

6.6%

3.6%

3.3%

4.8%

3.3%

16.4%

20.3%

15.5%

13.9%

11.8%

13.9%

4.5%

10.1%

4.5%

5.1%

14.5%

7.6%

7.3%

5.1%

18.4%

21.9%

11.7%

11.0%

2.9%

11.0%

8.7%

11.0%

9.7%

9.6%

8.7%

4.1%

4.9%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たなパートナーの発掘・連携

AIあり

AIなし

技術者の確保

AIあり

AIなし

プロジェクトマネージャの確保

AIあり

AIなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

AIあり

AIなし

開発手法・開発技術の向上

AIあり

AIなし

技術者の既存スキルの向上

AIあり

AIなし

環境（ツール等）の整備・改善

AIあり

AIなし

1番目 AIあり(n=121) , AIなし(n=83)

2番目 AIあり(n=110) , AIなし(n=79)

3番目 AIあり(n=103) , AIなし(n=73)
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Q16-2.開発の課題「市場の拡大、新規市場の開拓」に対する解決策（クロス集計）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの課題に対しての各解決策1～3番目の回答を合算した（解決策の1番目の回答数で上位7項目を表示）。
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

6.7%

12.6%

6.7%

11.6%

0.0%

17.4%

0.0%

4.2%

6.7%

1.1%

20.0%

4.2%

16.7%

12.9%

0.0%

7.3%

33.3%

13.5%

8.3%

11.8%

25.0%

10.1%

0.0%

5.1%

6.7%

0.0%

6.6%

9.1%

9.6%

0.0%

12.0%

0.0%

7.2%

18.2%

7.2%

9.1%

10.2%

18.2%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たなパートナーの発掘・連携

DXあり

DXなし

技術者の確保

DXあり

DXなし

プロジェクトマネージャの確保

DXあり

DXなし

プロジェクトマネージャのスキル向上

DXあり

DXなし

開発手法・開発技術の向上

DXあり

DXなし

技術者の既存スキルの向上

DXあり

DXなし

環境（ツール等）の整備・改善

DXあり

DXなし

1番目 DXあり(n=15) , DXなし(n=190)

2番目 DXあり(n=12) , DXなし(n=178)

3番目 DXあり(n=11) , DXなし(n=166)
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Q16.開発の課題と解決策の対応関係（クロス集計）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

n= 789

プロジェクトマ

ネージャの確

保

プロジェクトマ

ネージャのスキ

ル向上

技術者の確

保

技術者の既

存スキルの向

上

技術者のスキ

ルシフト・Re

スキル

開発手法・

開発技術の

向上

管理手法・

管理技術の

向上開発

環境（ツール

等）の整備・

改善

第三者による

検証・妥当

性確認

新たなパート

ナーの発掘・

連携

自動化やAI

の活用

Q16-1

回答数

設計品質の向上 23.3% 33.5% 42.5% 60.0% 18.9% 45.8% 30.9% 17.8% 9.1% 8.0% 5.1% 275

開発コストの削減 14.1% 28.6% 27.8% 53.7% 15.9% 49.3% 33.9% 31.3% 4.8% 19.8% 11.9% 227

開発期間の短縮 18.0% 29.6% 48.5% 48.1% 14.6% 48.5% 25.7% 25.2% 1.9% 21.4% 9.7% 206

生産性の向上 18.4% 30.1% 42.6% 51.8% 15.6% 37.6% 28.0% 30.1% 3.9% 13.1% 21.3% 282

開発能力（量）の向上 19.6% 23.5% 65.1% 61.6% 25.5% 38.4% 13.7% 17.3% 2.7% 22.0% 5.9% 255

セーフティ・セキュリティの確保 10.7% 18.7% 36.0% 46.7% 14.7% 25.3% 45.3% 36.0% 29.3% 17.3% 14.7% 75

新製品・新技術の開発 15.5% 18.9% 57.6% 48.6% 30.2% 38.1% 10.5% 14.1% 5.4% 38.4% 13.0% 354

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグ

データ、AI等）
15.4% 14.4% 57.2% 47.4% 36.3% 28.8% 4.9% 15.7% 3.3% 40.2% 20.9% 306

市場の拡大、新規市場の開拓 26.6% 24.1% 38.3% 22.3% 16.8% 19.7% 12.8% 12.4% 8.4% 71.9% 15.3% 274

説明責任の遂行・能力向上 28.1% 34.4% 25.0% 50.0% 15.6% 18.8% 40.6% 15.6% 15.6% 12.5% 9.4% 32

規格及び国・地域等に応じた法令等

への対応
6.8% 20.5% 45.5% 22.7% 11.4% 15.9% 13.6% 25.0% 43.2% 45.5% 13.6% 44

その他 17.6% 0.0% 64.7% 35.3% 17.6% 0.0% 11.8% 5.9% 5.9% 47.1% 5.9% 17

※比率はそれぞれの課題項目の回答数（Q16-1）に対する対応策の回答の分布を示す。

開発の課題の解決策（1~3番目）

開

発

の

課

題

（

1

～

3

番

目

）
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Q16.開発の課題と解決策の対応関係（クロス集計） 産業構造区分別（製品利用）

集計対象：A.エンドユーザー

n= 153

プロジェクトマ

ネージャの確

保

プロジェクトマ

ネージャのスキ

ル向上

技術者の確

保

技術者の既

存スキルの向

上

技術者のスキ

ルシフト・Re

スキル

開発手法・

開発技術の

向上

管理手法・

管理技術の

向上開発

環境（ツール

等）の整備・

改善

第三者による

検証・妥当

性確認

新たなパート

ナーの発掘・

連携

自動化やAI

の活用

Q16-1

回答数

設計品質の向上 30.0% 30.0% 50.0% 50.0% 12.5% 50.0% 15.0% 20.0% 7.5% 20.0% 5.0% 40

開発コストの削減 6.9% 29.3% 31.0% 55.2% 12.1% 50.0% 43.1% 27.6% 12.1% 17.2% 8.6% 58

開発期間の短縮 15.2% 26.1% 43.5% 52.2% 17.4% 45.7% 26.1% 32.6% 4.3% 17.4% 13.0% 46

生産性の向上 16.2% 23.0% 40.5% 44.6% 12.2% 21.6% 35.1% 33.8% 8.1% 9.5% 40.5% 74

開発能力（量）の向上 21.2% 33.3% 66.7% 60.6% 27.3% 33.3% 6.1% 18.2% 6.1% 15.2% 6.1% 33

セーフティ・セキュリティの確保 10.0% 0.0% 30.0% 35.0% 5.0% 20.0% 80.0% 45.0% 40.0% 5.0% 30.0% 20

新製品・新技術の開発 15.9% 23.2% 63.8% 43.5% 23.2% 39.1% 17.4% 14.5% 4.3% 39.1% 13.0% 69

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグ

データ、AI等）
21.1% 19.3% 56.1% 38.6% 24.6% 22.8% 7.0% 15.8% 3.5% 42.1% 33.3% 57

市場の拡大、新規市場の開拓 20.5% 17.9% 28.2% 28.2% 7.7% 25.6% 15.4% 20.5% 2.6% 71.8% 30.8% 39

説明責任の遂行・能力向上 14.3% 14.3% 28.6% 42.9% 14.3% 14.3% 57.1% 42.9% 42.9% 14.3% 14.3% 7

規格及び国・地域等に応じた法令等

への対応
18.2% 27.3% 36.4% 18.2% 18.2% 18.2% 27.3% 27.3% 45.5% 27.3% 27.3% 11

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 25.0% 25.0% 0.0% 25.0% 4

※比率はそれぞれの課題項目の回答数（Q16-1）に対する対応策の回答の分布を示す。

開発の課題の解決策（1~3番目）

開

発

の

課

題

（

1

～

3

番

目

）
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Q16.開発の課題と解決策の対応関係（クロス集計） 産業構造区分別（製品開発）

集計対象：B.メーカー

n= 177

プロジェクトマ

ネージャの確

保

プロジェクトマ

ネージャのスキ

ル向上

技術者の確

保

技術者の既

存スキルの向

上

技術者のスキ

ルシフト・Re

スキル

開発手法・

開発技術の

向上

管理手法・

管理技術の

向上開発

環境（ツール

等）の整備・

改善

第三者による

検証・妥当

性確認

新たなパート

ナーの発掘・

連携

自動化やAI

の活用

Q16-1

回答数

設計品質の向上 19.4% 19.4% 56.5% 61.3% 29.0% 37.1% 27.4% 14.5% 11.3% 11.3% 8.1% 62

開発コストの削減 25.0% 10.4% 20.8% 43.8% 18.8% 52.1% 29.2% 35.4% 2.1% 35.4% 6.3% 48

開発期間の短縮 18.2% 35.1% 49.4% 42.9% 18.2% 48.1% 28.6% 22.1% 1.3% 24.7% 9.1% 77

生産性の向上 21.6% 29.7% 45.9% 51.4% 21.6% 21.6% 43.2% 21.6% 0.0% 18.9% 21.6% 37

開発能力（量）の向上 23.6% 27.3% 58.2% 58.2% 21.8% 30.9% 16.4% 16.4% 3.6% 32.7% 5.5% 55

セーフティ・セキュリティの確保 18.2% 9.1% 54.5% 54.5% 18.2% 18.2% 27.3% 36.4% 18.2% 45.5% 0.0% 11

新製品・新技術の開発 17.0% 21.3% 52.1% 47.9% 21.3% 41.5% 4.3% 12.8% 6.4% 43.6% 12.8% 94

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグ

データ、AI等）
11.7% 8.3% 48.3% 35.0% 36.7% 35.0% 5.0% 18.3% 3.3% 58.3% 20.0% 60

市場の拡大、新規市場の開拓 32.8% 32.8% 21.3% 26.2% 16.4% 19.7% 19.7% 16.4% 16.4% 67.2% 9.8% 61

説明責任の遂行・能力向上 14.3% 28.6% 0.0% 57.1% 14.3% 0.0% 42.9% 28.6% 14.3% 14.3% 14.3% 7

規格及び国・地域等に応じた法令等

への対応
0.0% 25.0% 58.3% 41.7% 8.3% 8.3% 8.3% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 12

その他 0.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 2

※比率はそれぞれの課題項目の回答数（Q16-1）に対する対応策の回答の分布を示す。

開発の課題の解決策（1~3番目）

開

発

の

課

題

（

1

～

3

番

目

）
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Q16.開発の課題と解決策の対応関係（クロス集計） 産業構造区分別（ソフトウェア開発）

集計対象：C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

n= 377

プロジェクトマ

ネージャの確

保

プロジェクトマ

ネージャのスキ

ル向上

技術者の確

保

技術者の既

存スキルの向

上

技術者のスキ

ルシフト・Re

スキル

開発手法・

開発技術の

向上

管理手法・

管理技術の

向上開発

環境（ツール

等）の整備・

改善

第三者による

検証・妥当

性確認

新たなパート

ナーの発掘・

連携

自動化やAI

の活用

Q16-1

回答数

設計品質の向上 22.1% 38.6% 30.0% 63.6% 17.9% 50.7% 38.6% 18.6% 10.0% 3.6% 5.0% 140

開発コストの削減 15.8% 39.6% 29.7% 53.5% 16.8% 45.5% 30.7% 31.7% 2.0% 13.9% 14.9% 101

開発期間の短縮 21.2% 24.2% 48.5% 51.5% 9.1% 48.5% 21.2% 28.8% 1.5% 19.7% 9.1% 66

生産性の向上 17.8% 37.0% 39.3% 55.6% 15.6% 48.1% 20.0% 31.9% 3.7% 13.3% 12.6% 135

開発能力（量）の向上 17.9% 19.3% 67.9% 64.3% 25.0% 43.6% 13.6% 17.1% 2.1% 19.3% 5.7% 140

セーフティ・セキュリティの確保 9.7% 35.5% 29.0% 54.8% 12.9% 35.5% 35.5% 32.3% 25.8% 19.4% 9.7% 31

新製品・新技術の開発 15.5% 16.8% 55.9% 48.4% 38.5% 37.3% 10.6% 16.8% 5.6% 36.0% 14.3% 161

技術トレンドへの対応（IoT、ビッグ

データ、AI等）
13.8% 15.0% 60.6% 54.4% 38.8% 31.9% 5.0% 14.4% 2.5% 32.5% 17.5% 160

市場の拡大、新規市場の開拓 28.3% 22.8% 46.9% 17.9% 19.3% 17.9% 9.0% 9.7% 6.2% 75.2% 11.7% 145

説明責任の遂行・能力向上 35.7% 35.7% 28.6% 50.0% 7.1% 35.7% 35.7% 0.0% 7.1% 14.3% 7.1% 14

規格及び国・地域等に応じた法令等

への対応
0.0% 0.0% 37.5% 12.5% 6.3% 18.8% 6.3% 43.8% 50.0% 56.3% 18.8% 16

その他 33.3% 0.0% 88.9% 44.4% 33.3% 0.0% 11.1% 0.0% 0.0% 55.6% 0.0% 9

※比率はそれぞれの課題項目の回答数（Q16-1）に対する対応策の回答の分布を示す。

開発の課題の解決策（1~3番目）

開

発

の

課

題

（

1

～

3

番

目

）
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Q17-1.委託開発／受託開発の状況

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

13.3%

28.9%

35.9%

21.9%

委託開発／受託開発の状況(n=804)

【A】委託開発のみ実施（n=107）

【B】受託開発のみ実施（n=232）

【C】委託開発・受託開発ともに実施（n=289）

【D】内製のみ（n=176）
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Q17-1.委託開発／受託開発の状況

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

34.8%

19.6%

4.8%

5.2%

13.3%

12.0%

14.0%

19.0%

53.0%

24.7%

22.9%

13.9%

33.0%

66.7%

43.6%

48.5%

37.3%

39.2%

33.5%

9.5%

3.4%

21.6%

26.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=158）

B.メーカー（n=179）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=266）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=97）

F.その他（n=83）

委託開発のみ実施 受託開発のみ実施 委託開発・受託開発ともに実施 内製のみ
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Q17-1.委託開発／受託開発の状況 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

34.8%

19.6%

1.6%

12.0%

14.0%

44.0%

13.9%

33.0%

46.1%

39.2%

33.5%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品利用（n=158）

製品開発（n=179）

ソフトウェア開発（n=384）

Q17-1.委託開発／受託開発の状況

委託開発のみ実施 受託開発のみ実施 委託開発・受託開発ともに実施 内製のみ
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Q17-1.委託開発/受託開発の状況（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無

5.1%

11.4%

8.7%

4.6%

6.3%

8.8%

10.7%

6.8%

41%

23%

31%

42%

31%

39%

20%

36%

39.2%

47.2%

45.1%

36.0%

50.3%

30.5%

55.4%

40.3%

15.1%

18.7%

15.6%

17.8%

12.5%

21.3%

14.3%

16.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数

100人以下（n=370）

101人以上（n=193）

IoT事業分野

あり（n=366）

なし（n=197）

AI取り組み

あり（n=320）

なし（n=239）

DX取り組み

あり（n=56）

なし（n=499）

委託開発のみ 受託開発のみ 委託開発・受託開発 内製のみ
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Q17-2.委託開発を実施している組織の課題

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

24.9%

21.0%

9.5%

8.7%

8.5%

6.2%

5.9%

5.6%

3.6%

2.6%

1.0%

1.0%

12.3%

11.8%

10.5%

13.6%

12.6%

7.3%

7.6%

6.3%

4.5%

3.1%

2.6%

2.4%

6.6%

6.1%

8.5%

16.1%

9.5%

6.6%

8.2%

4.5%

11.4%

5.8%

4.0%

4.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

1.品質管理（n=169）

2.委託先の人材の継続的な確保（n=150）

3.技術の蓄積（n=109）

4.コスト（n=147）

5.納期・開発工程の管理（n=117）

6.要求仕様や設計仕様の共有（n=77）

7.委託先の技術レベルの把握（n=83）

8.委託前の仕様や計画の確定（n=63）

9.コミュニケーション（n=74）

10.仕事の進め方の調整（n=44）

11.開発工数管理（n=29）

12.ノウハウの流出（n=30）

13.自社と他社との間での結合テスト（n=12）

14.保守・改良（n=24）

15.知的財産権の取り扱い（n=9）

16.検収判定（n=11）

1番目(n=390)

2番目(n=382)

3番目(n=378)
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Q17-2.委託開発を実施している組織の課題 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

28.0%

21.5%

23.9%

9.3%

20.4%

27.8%

8.0%

9.7%

11.7%

13.3%

10.8%

5.6%

9.3%

9.7%

7.8%

6.7%

10.8%

4.4%

2.7%

5.4%

7.2%

6.7%

6.5%

3.3%

6.7%

3.3%

2.7%

2.8%

9.7%

11.0%

14.1%

6.9%

6.6%

15.8%

8.3%

13.2%

9.6%

23.6%

13.2%

11.3%

9.7%

12.1%

11.9%

4.2%

11.0%

6.8%

8.3%

7.7%

8.5%

5.6%

7.7%

7.3%

4.2%

4.4%

5.6%

2.8%

4.4%

2.8%

2.8%

5.5%

6.3%

11.3%

2.2%

6.9%

9.9%

9.9%

8.0%

18.3%

15.4%

16.0%

5.6%

13.2%

9.1%

5.6%

9.9%

4.6%

8.5%

8.8%

8.6%

4.2%

7.7%

3.4%

9.9%

6.6%

12.6%

4.2%

5.5%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.品質管理

製品利用(n=30)

製品開発(n=35)

ソフトウェア開発(n=79)

2.委託先の人材の継続的な確保

製品利用(n=20)

製品開発(n=27)

ソフトウェア開発(n=90)

3.技術の蓄積

製品利用(n=19)

製品開発(n=30)

ソフトウェア開発(n=52)

4.コスト

製品利用(n=40)

製品開発(n=36)

ソフトウェア開発(n=58)

5.納期・開発工程の管理

製品利用(n=18)

製品開発(n=32)

ソフトウェア開発(n=51)

6.要求仕様や設計仕様の共有

製品利用(n=12)

製品開発(n=29)

ソフトウェア開発(n=28)

7.委託先の技術レベルの把握

製品利用(n=14)

製品開発(n=20)

ソフトウェア開発(n=43)

8.委託前の仕様や計画の確定

製品利用(n=12)

製品開発(n=20)

ソフトウェア開発(n=25)

9.コミュニケーション

製品利用(n=15)

製品開発(n=10)

ソフトウェア開発(n=38)

10.仕事の進め方の調整

製品利用(n=7)

製品開発(n=10)

ソフトウェア開発(n=22)

1番目

2番目

3番目
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Q17-2.委託開発を実施している組織の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

26.4%

23.6%

18.4%

30.0%

11.7%

10.0%

8.6%

8.2%

9.2%

4.5%

8.0%

4.5%

4.9%

9.1%

11.4%

14.5%

12.0%

14.5%

9.5%

12.7%

10.8%

13.6%

13.9%

9.1%

6.3%

10.9%

7.0%

10.0%

1.9%

10.0%

4.5%

8.2%

9.6%

7.3%

13.5%

6.4%

16.7%

14.5%

6.4%

6.4%

9.6%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

委託先の人材の継続的な確保

100人以下

101人以上

品質管理

100人以下

101人以上

技術の蓄積

100人以下

101人以上

納期・開発工程の管理

100人以下

101人以上

コスト

100人以下

101人以上

要求仕様や設計仕様の共有

100人以下

101人以上

委託先の技術レベルの把握

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=163)

101人以上 (n=110)

2番目 100人以下 (n=158)

101人以上 (n=110)

3番目 100人以下 (n=156)

101人以上 (n=110)
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Q17-2.委託開発を実施している組織の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

23.2%

30.4%

20.1%

30.4%

13.4%

5.1%

9.3%

6.3%

7.7%

6.3%

7.7%

3.8%

6.2%

7.6%

14%

10%

12%

17%

9%

15%

14%

8%

11%

15%

8%

9%

7%

10%

4.8%

6.5%

5.8%

6.5%

8.5%

9.1%

12.2%

6.5%

16.4%

14.3%

6.3%

6.5%

7.9%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

委託先の人材の継続的な確保

IoTあり

IoTなし

品質管理

IoTあり

IoTなし

技術の蓄積

IoTあり

IoTなし

納期・開発工程の管理

IoTあり

IoTなし

コスト

IoTあり

IoTなし

要求仕様や設計仕様の共有

IoTあり

IoTなし

委託先の技術レベルの把握

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=194)

IoTなし (n=79)

2番目 IoTあり (n=190)

IoTなし (n=78)

3番目 IoTあり (n=189)

IoTなし (n=77)
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Q17-2.委託開発を実施している組織の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

16.5%

8.8%

15.8%

7.4%

7.4%

3.7%

5.9%

2.6%

4.4%

2.9%

3.7%

2.9%

4.8%

1.5%

9%

4%

9%

4%

8%

3%

8%

4%

6%

6%

6%

3%

4%

4%

4.1%

1.1%

3.4%

2.6%

6.4%

2.3%

7.9%

2.6%

9.0%

6.8%

3.4%

3.0%

5.3%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

委託先の人材の継続的な確保

AIあり

AIなし

品質管理

AIあり

AIなし

技術の蓄積

AIあり

AIなし

納期・開発工程の管理

AIあり

AIなし

コスト

AIあり

AIなし

要求仕様や設計仕様の共有

AIあり

AIなし

委託先の技術レベルの把握

AIあり

AIなし

1番目 AIあり (n=180)

AIなし (n=92)

2番目 AIあり (n=177)

AIなし (n=90)

3番目 AIあり (n=176)

AIなし (n=90)
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Q17-2.委託開発を実施している組織の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

3.4%

22.4%

4.1%

18.3%

1.5%

9.7%

1.9%

6.7%

7.5%

6.0%

5.6%

3.4%

9.5%

1.1%

12.2%

2.7%

7.6%

11.0%

11.0%

7.6%

1.1%

6.8%

1.5%

3.8%

5.7%

8.4%

1.5%

8.8%

3.1%

12.6%

1.5%

5.0%

0.8%

8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

委託先の人材の継続的な確保

DXあり

DXなし

品質管理

DXあり

DXなし

技術の蓄積

DXあり

DXなし

納期・開発工程の管理

DXあり

DXなし

コスト

DXあり

DXなし

要求仕様や設計仕様の共有

DXあり

DXなし

委託先の技術レベルの把握

DXあり

DXなし

1番目 DXあり (n=37)

DXなし (n=231)

2番目 DXあり (n=37)

DXなし (n=226)

3番目 DXあり (n=36)

DXなし (n=226)
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Q17-3.受託開発を実施している組織の課題

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

29.0%

18.3%

9.7%

9.2%

7.2%

7.2%

6.4%

4.7%

2.5%

2.3%

14.6%

10.4%

8.1%

15.9%

9.8%

7.9%

5.5%

12.0%

2.4%

5.1%

2.4%

2.2%

6.0%

8.4%

5.8%

13.0%

8.6%

7.0%

7.8%

12.0%

6.4%

6.8%

5.4%

0.6%

3.2%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.人材の継続的な確保（n=253）

2.品質管理（n=189）

3.要求仕様や設計仕様の共有（n=120）

4.納期・開発工程の管理（n=193）

5.新技術の獲得（n=130）

6.仕様や計画の変更（n=112）

7.取引金額（n=100）

8.技術の確保・向上（n=145）

9.コミュニケーション（n=57）

10.開発工数管理（n=72）

11.仕事の進め方の調整（n=44）

12.成果物の定義（n=18）

13.知的財産権の確保（n=22）

14.納品後のサポート（n=39）

15.ノウハウの流出（n=13）

16.検収判定（n=10）

1番目(n=513)

2番目(n=508)

3番目(n=499)
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Q17-3.受託開発を実施している組織の課題 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

24.4%

22.9%

30.4%

17.1%

21.7%

18.9%

12.2%

12.0%

9.7%

9.8%

12.0%

8.3%

4.9%

8.4%

6.2%

12.2%

6.0%

6.5%

2.4%

2.4%

8.0%

9.8%

4.8%

4.4%

4.9%

2.4%

4.8%

1.8%

15.0%

12.0%

14.6%

12.5%

9.6%

10.4%

5.0%

12.0%

7.1%

12.5%

16.9%

16.4%

5.0%

10.8%

10.1%

2.5%

12.0%

7.7%

5.0%

3.6%

6.3%

17.5%

9.6%

12.5%

7.5%

1.2%

2.1%

5.0%

6.0%

5.1%

5.0%

3.7%

6.4%

7.5%

11.1%

7.9%

7.5%

7.4%

4.6%

17.5%

12.3%

11.9%

5.0%

8.6%

9.4%

7.5%

2.5%

8.5%

5.0%

7.4%

7.6%

20.0%

8.6%

11.9%

2.5%

4.9%

7.3%

2.5%

4.9%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.人材の継続的な確保

製品利用(n=18)

製品開発(n=32)

ソフトウェア開発(n=173)

2.品質管理

製品利用(n=15)

製品開発(n=35)

ソフトウェア開発(n=125)

3.要求仕様や設計仕様の共有

製品利用(n=10)

製品開発(n=26)

ソフトウェア開発(n=72)

4.納期・開発工程の管理

製品利用(n=16)

製品開発(n=34)

ソフトウェア開発(n=122)

5.新技術の獲得

製品利用(n=6)

製品開発(n=23)

ソフトウェア開発(n=86)

6.仕様や計画の変更

製品利用(n=9)

製品開発(n=17)

ソフトウェア開発(n=76)

7.取引金額

製品利用(n=5)

製品開発(n=11)

ソフトウェア開発(n=73)

8.技術の確保・向上

製品利用(n=19)

製品開発(n=19)

ソフトウェア開発(n=96)

9.コミュニケーション

製品利用(n=6)

製品開発(n=6)

ソフトウェア開発(n=39)

10.開発工数管理

製品利用(n=3)

製品開発(n=13)

ソフトウェア開発(n=51)

1番目

2番目

3番目
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Q17-2.受託開発を実施している組織の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数
集計方法：1番目までの回答の上位７項目のみ表示

29.1%

28.5%

16.8%

25.4%

11.0%

8.5%

9.2%

8.5%

7.9%

3.8%

7.5%

5.4%

6.2%

6.9%

12.5%

17.7%

9.0%

13.1%

7.3%

10.0%

14.9%

20.0%

10.7%

9.2%

6.2%

4.6%

7.3%

11.5%

6.4%

4.7%

7.1%

11.8%

5.3%

4.7%

11.7%

12.6%

10.6%

6.3%

9.2%

3.9%

6.0%

10.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

人材の継続的な確保

100人以下

101人以上

品質管理

100人以下

101人以上

要求仕様や設計仕様の共有

100人以下

101人以上

納期・開発工程の管理

100人以下

101人以上

取引金額

100人以下

101人以上

新技術の獲得

100人以下

101人以上

仕様や計画の変更

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=292)

101人以上 (n=130)

2番目 100人以下 (n=289)

101人以上 (n=130)

3番目 100人以下 (n=283)

101人以上 (n=127)
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Q17-2.受託開発を実施している組織の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

26.3%

33.8%

18.6%

20.9%

12.4%

6.1%

9.5%

8.1%

6.2%

7.4%

5.8%

8.8%

6.9%

5.4%

13.9%

14.4%

8.4%

13.7%

7.3%

9.6%

15.8%

17.8%

10.6%

9.6%

6.6%

4.1%

9.2%

7.5%

6.3%

5.0%

7.1%

11.3%

5.2%

5.0%

11.9%

12.1%

7.1%

13.5%

5.9%

10.6%

7.8%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

人材の継続的な確保

IoTあり

IoTなし

品質管理

IoTあり

IoTなし

要求仕様や設計仕様の共有

IoTあり

IoTなし

納期・開発工程の管理

IoTあり

IoTなし

取引金額

IoTあり

IoTなし

新技術の獲得

IoTあり

IoTなし

仕様や計画の変更

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=274)

IoTなし (n=148)

2番目 IoTあり (n=273)

IoTなし (n=146)

3番目 IoTあり (n=269)

IoTなし (n=141)
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Q17-2.受託開発を実施している組織の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

26.6%

32.7%

20.7%

17.6%

10.9%

9.1%

7.4%

11.5%

7.0%

6.1%

6.3%

7.3%

7.0%

5.5%

15.0%

12.8%

9.4%

11.6%

7.9%

8.5%

16.9%

15.9%

8.7%

12.8%

5.9%

5.5%

9.8%

6.7%

4.8%

7.5%

8.8%

8.1%

3.6%

6.9%

13.3%

10.0%

8.8%

10.0%

6.4%

9.4%

6.4%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

人材の継続的な確保

AIあり

AIなし

品質管理

AIあり

AIなし

要求仕様や設計仕様の共有

AIあり

AIなし

納期・開発工程の管理

AIあり

AIなし

取引金額

AIあり

AIなし

新技術の獲得

AIあり

AIなし

仕様や計画の変更

AIあり

AIなし

1番目 AIあり (n=256)

AIなし (n=165)

2番目 AIあり (n=254)

AIなし (n=164)

3番目 AIあり (n=249)

AIなし (n=160)
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Q17-2.受託開発を実施している組織の課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

30.7%

18.2%

9.6%

9.4%

7.0%

7.0%

6.4%

12.9%

10.5%

8.6%

16.7%

10.5%

6.2%

7.5%

6.6%

8.5%

4.9%

11.8%

9.6%

8.2%

8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

人材の継続的な確保

DXあり

DXなし

品質管理

DXあり

DXなし

要求仕様や設計仕様の共有

DXあり

DXなし

納期・開発工程の管理

DXあり

DXなし

取引金額

DXあり

DXなし

新技術の獲得

DXあり

DXなし

仕様や計画の変更

DXあり

DXなし

1番目 DXあり (n=41)

DXなし (n=374)

2番目 DXあり (n=41)

DXなし (n=371)

3番目 DXあり (n=39)

DXなし (n=364)
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5. 組込み/IoTに係るシステムの「要素技術／開発
技術／運用技術」の高度化に関する取り組み
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Q18.現時点で重要な技術・将来強化／新たに獲得したい技術

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

6.2%

9.7%

25.0%

5.5%

6.7%

5.5%

9.1%

17.2%

5.1%

14.8%

3.8%

9.3%

12.3%

6.6%

8.5%

0% 20% 40% 60%

1.設計・実装技術

2.無線通信・ネットワーク技術

3.IoTシステム構築技術

4.要求獲得・要件定義技術

5.センサ技術

6.AI技術

7.デバイス技術

8.システムズエンジニアリング技術

9.ビッグデータの収集・分析・解析技術

10.画像・音声認識技術／合成技術

11.リアルタイム制御技術（ロボット技術）

12.モデリング技術

13.アジャイル開発技術

14.運用・保守技術

15.サーバ／ストレージ技術

16.セーフティ及びセキュリティ技術

17.評価・検証技術

18.エッジ／フォグコンピューティング

19.ヒューマンインタフェース技術

20.アクチュエータ技術

21.現実融合技術

22.他の製品・システムとの接続を想定した検証技術

23.ブロックチェーン技術

強化・獲得したい技術

1番目(n=776)

2番目(n=748)

3番目(n=717)

11.8%

10.6%

9.7%

8.5%

8.0%

7.9%

12.0%

5.8%

8.7%

4.6%

8.0%

7.2%

6.7%

7.4%

6.1%

3.5%

4.2%

8.6%

0%20%40%60%

現時点で重要な技術

1番目(n=772)

2番目(n=739)

3番目(n=717)
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Q18.現時点で重要な技術・強化／新たに獲得したい技術 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

4.7%

4.5%

2.1%

8.7%

7.3%

4.8%

14.8%

9.6%

7.2%

4.0%

1.7%

4.8%

4.7%

7.3%

4.6%

21.5%

15.8%

33.2%

2.0%

6.8%

2.7%

4.0%

7.9%

3.5%

8.1%

5.6%

6.4%

4.7%

7.3%

7.0%

2.1%

3.4%

4.4%

6.3%

5.7%

5.2%

10.6%

11.5%

7.5%

1.4%

1.1%

2.8%

3.5%

6.9%

3.6%

16.9%

16.1%

18.0%

0.7%

3.4%

1.4%

2.8%

4.6%

6.6%

13.4%

10.9%

17.7%

5.6%

8.0%

3.9%

4.4%

2.4%

4.0%

6.7%

4.8%

2.9%

10.4%

9.0%

10.3%

0.0%

1.2%

2.0%

2.2%

4.8%

4.3%

12.6%

18.0%

9.5%

3.7%

2.4%

2.9%

6.7%

7.2%

6.0%

8.1%

10.2%

8.6%

4.4%

3.0%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.設計・実装技術

製品利用(n=16)

製品開発(n=18)

ソフトウェア開発(n=38)

2.無線通信・ネットワーク技術

製品利用(n=31)

製品開発(n=31)

ソフトウェア開発(n=47)

3.IoTシステム構築技術

製品利用(n=51)

製品開発(n=52)

ソフトウェア開発(n=90)

4.要求獲得・要件定義技術

製品利用(n=8)

製品開発(n=7)

ソフトウェア開発(n=35)

5.センサ技術

製品利用(n=15)

製品開発(n=33)

ソフトウェア開発(n=45)

6.AI技術

製品利用(n=73)

製品開発(n=86)

ソフトウェア開発(n=222)

7.デバイス技術

製品利用(n=9)

製品開発(n=22)

ソフトウェア開発(n=25)

8.システムズエンジニアリング技術

製品利用(n=19)

製品開発(n=34)

ソフトウェア開発(n=58)

9.ビッグデータの収集・分析・解析技術

製品利用(n=42)

製品開発(n=46)

ソフトウェア開発(n=118)

10.画像・音声認識技術／合成技術

製品利用(n=21)

製品開発(n=32)

ソフトウェア開発(n=58)

1番目

2番目

3番目

現時点で重要な技術 強化・獲得したい技術

8.1%

9.7%

13.4%

12.8%

12.5%

9.1%

16.2%

9.7%

8.3%

11.5%

8.8%

10.8%

7.5%

3.4%

6.8%

11.0%

4.1%

15.9%

4.8%

4.1%

7.4%

5.9%

5.4%

2.3%

3.7%

6.8%

2.3%

3.7%

6.4%

9.9%

14.1%

5.0%

9.9%

5.0%

11.3%

11.7%

7.5%

6.6%

8.5%

15.2%

5.5%

9.2%

5.8%

6.9%

5.7%

5.3%

3.6%

3.5%

1.8%

4.2%

8.5%

5.8%

6.4%

2.8%

9.4%

6.1%

4.4%

8.3%

6.3%

6.7%

11.3%

6.6%

4.4%

5.4%

7.1%

4.0%

4.4%

6.0%

3.7%

8.9%

8.3%

10.3%

2.2%

3.6%

3.7%

3.7%

7.1%

6.9%

9.6%

6.5%

4.0%

3.7%

3.0%

3.1%

0%10%20%30%40%50%60%70%

製品利用(n=27)

製品開発(n=48)

ソフトウェア開発(n=123)

製品利用(n=35)

製品開発(n=58)

ソフトウェア開発(n=75)

製品利用(n=46)

製品開発(n=46)

ソフトウェア開発(n=83)

製品利用(n=12)

製品開発(n=14)

ソフトウェア開発(n=81)

製品利用(n=31)

製品開発(n=55)

ソフトウェア開発(n=61)

製品利用(n=30)

製品開発(n=36)

ソフトウェア開発(n=102)

製品利用(n=17)

製品開発(n=43)

ソフトウェア開発(n=44)

製品利用(n=16)

製品開発(n=28)

ソフトウェア開発(n=61)

製品利用(n=33)

製品開発(n=25)

ソフトウェア開発(n=51)

製品利用(n=19)

製品開発(n=25)

ソフトウェア開発(n=47)

1番目

2番目

3番目
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Q18A.現時点で重要な技術（1～3番目までの合計で経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの合計（上位15項目）で経年比較

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

設計・実装技術

AI（機械学習、ディープラーニング等）技術

無線通信・ネットワーク技術

IoTシステム構築技術

センサ技術

要求獲得・要件定義技術

システムズエンジニアリング技術（システム思考・デザイン思考を含む）

デバイス技術

ビッグデータの収集・分析・解析技術

評価・検証技術

画像・音声認識技術／合成技術

リアルタイム制御技術（ロボット技術）

モデリング技術（制御、システム、ユーザ、データ等）

セーフティ及びセキュリティ技術

サーバ／ストレージ技術（管理・運用を含む）

現時点で重要な技術

2019年度（n=550）

2018年度（n=296）

2017年度（n=229）
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Q18B.強化/新たに獲得したい技術（ 1～3番目までの合計で経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：1～3番目までの合計で経年比較、表示：上位15項目

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

AI（機械学習、ディープラーニング等）技術

ビッグデータの収集・分析・解析技術

IoTシステム構築技術

システムズエンジニアリング技術（システム思考・デザイン思考を含む）

画像・音声認識技術／合成技術

無線通信・ネットワーク技術

センサ技術

リアルタイム制御技術（ロボット技術）

セーフティ及びセキュリティ技術

設計・実装技術

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング

デバイス技術

モデリング技術（制御、システム、ユーザ、データ等）

アジャイル開発技術

ブロックチェーン技術

強化／新たに獲得したい技術

2019年度（n=550）

2018年度（n=296）

2017年度（n=229）
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Q18A.現時点で重要な技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

11.4%

13.9%

12.7%

5.3%

10.2%

8.0%

5.5%

15.5%

6.4%

13.4%

7.8%

9.6%

8.3%

8.6%

6.6%

5.9%

4.2%

3.7%

3.9%

2.1%

11.7%

14.9%

7.4%

5.0%

6.3%

7.2%

5.7%

5.0%

8.6%

9.4%

8.9%

8.3%

4.9%

2.8%

2.9%

4.4%

4.0%

2.8%

6.9%

7.7%

6.7%

7.3%

8.2%

7.9%

10.0%

9.0%

3.5%

2.8%

6.7%

6.2%

5.3%

2.8%

4.1%

2.8%

7.6%

5.6%

3.5%

4.0%

2.3%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

設計・実装技術

100人以下

101人以上

無線通信・ネットワーク技術

100人以下

101人以上

AI技術

100人以下

101人以上

要求獲得・要件定義技術

100人以下

101人以上

IoTシステム構築技術

100人以下

101人以上

センサ技術

100人以下

101人以上

デバイス技術

100人以下

101人以上

システムズエンジニアリング技術

100人以下

101人以上

リアルタイム制御技術

100人以下

101人以上

画像・音声認識技術／合成技術

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=363)

101人以上 (n=187)

2番目 100人以下 (n=351)

101人以上 (n=181)

3番目 100人以下 (n=341)

101人以上 (n=177)
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Q18B.強化/新たに獲得したい技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

32.0%

37.0%

4.5%

14.8%

8.5%

2.8%

6.9%

5.6%

5.7%

3.7%

5.3%

1.9%

3.6%

3.7%

3.2%

1.9%

2.8%

9.3%

2.4%

17.2%

20.8%

7.1%

8.5%

4.2%

2.8%

15.1%

22.6%

5.0%

5.7%

4.2%

6.7%

7.5%

1.7%

3.3%

1.9%

4.2%

10.6%

8.2%

11.5%

7.1%

4.3%

7.1%

6.8%

13.3%

3.8%

1.0%

5.1%

5.5%

6.1%

4.1%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

AI技術

100人以下

101人以上

IoTシステム構築技術

100人以下

101人以上

画像・音声認識技術／合成技術

100人以下

101人以上

ビッグデータの収集・分析・解析技術

100人以下

101人以上

無線通信・ネットワーク技術

100人以下

101人以上

センサ技術

100人以下

101人以上

システムズエンジニアリング技術

100人以下

101人以上

デバイス技術

100人以下

101人以上

要求獲得・要件定義技術

100人以下

101人以上

リアルタイム制御技術

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=361)

101人以上 (n=189)

2番目 100人以下 (n=351)

101人以上 (n=185)

3番目 100人以下 (n=340)

101人以上 (n=175)
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Q18A.現時点で重要な技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoTに関連した事業分野の有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

12.0%

16.7%

6.4%

22.2%

10.8%

11.1%

12.0%

3.7%

7.2%

9.3%

8.4%

4.6%

6.4%

4.6%

4.4%

5.6%

3.2%

5.6%

4.4%

2.8%

12.1%

20.0%

6.7%

5.7%

6.7%

7.6%

5.8%

3.8%

7.1%

7.6%

6.3%

2.9%

3.8%

4.8%

4.6%

1.0%

7.1%

4.8%

6.7%

5.7%

6.0%

5.8%

3.9%

3.9%

12.4%

6.8%

7.3%

3.9%

6.9%

8.7%

3.9%

1.9%

7.7%

5.8%

4.3%

1.9%

3.9%

4.9%

2.6%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

設計・実装技術

IoTあり

IoTなし

無線通信・ネットワーク技術

IoTあり

IoTなし

AI技術

IoTあり

IoTなし

要求獲得・要件定義技術

IoTあり

IoTなし

IoTシステム構築技術

IoTあり

IoTなし

センサ技術

IoTあり

IoTなし

デバイス技術

IoTあり

IoTなし

システムズエンジニアリング技術

IoTあり

IoTなし

リアルタイム制御技術

IoTあり

IoTなし

画像・音声認識技術／合成技術

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=363)

IoTなし (n=187)

2番目 IoTあり (n=354)

IoTなし (n=178)

3番目 IoTあり (n=349)

IoTなし (n=169)
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Q18B.強化/新たに獲得したい技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoTに関連した事業分野の有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

32.0%

37.0%

4.5%

14.8%

8.5%

2.8%

6.9%

5.6%

5.7%

3.7%

2.8%

9.3%

5.3%

1.9%

3.6%

3.7%

3.2%

3.7%

2.8%

2.8%

17.2%

20.8%

7.1%

8.5%

4.2%

2.8%

15.1%

22.6%

5.0%

5.7%

3.3%

1.9%

4.2%

6.7%

7.5%

3.8%

3.8%

4.7%

10.6%

8.2%

11.5%

7.1%

4.3%

7.1%

6.8%

13.3%

3.8%

2.1%

5.1%

5.5%

6.1%

4.7%

5.1%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

AI技術

IoTあり

IoTなし

IoTシステム構築技術

IoTあり

IoTなし

画像・音声認識技術／合成技術

IoTあり

IoTなし

ビッグデータの収集・分析・解析技術

IoTあり

IoTなし

無線通信・ネットワーク技術

IoTあり

IoTなし

センサ技術

IoTあり

IoTなし

システムズエンジニアリング技術

IoTあり

IoTなし

デバイス技術

IoTあり

IoTなし

要求獲得・要件定義技術

IoTあり

IoTなし

リアルタイム制御技術

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=361)

IoTなし (n=189)

2番目 IoTあり (n=357)

IoTなし (n=179)

3番目 IoTあり (n=342)

IoTなし (n=173)
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Q18A.現時点で重要な技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

8.5%

20.7%

9.4%

13.8%

15.5%

4.1%

7.0%

13.1%

8.0%

8.3%

8.0%

6.2%

5.2%

6.9%

3.3%

6.9%

3.8%

4.1%

5.6%

1.4%

12.7%

17.1%

3.4%

10.7%

10.2%

2.1%

5.4%

5.0%

7.8%

6.4%

3.4%

7.9%

5.9%

1.4%

4.4%

2.1%

6.8%

5.7%

7.3%

5.0%

6.5%

5.2%

4.5%

3.7%

11.4%

9.6%

4.0%

9.6%

9.0%

5.2%

3.0%

3.7%

6.5%

8.1%

4.5%

2.2%

6.0%

1.5%

3.0%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

設計・実装技術

AIあり

AIなし

無線通信・ネットワーク技術

AIあり

AIなし

AI技術

AIあり

AIなし

要求獲得・要件定義技術

AIあり

AIなし

IoTシステム構築技術

AIあり

AIなし

センサ技術

AIあり

AIなし

デバイス技術

AIあり

AIなし

システムズエンジニアリング技術

AIあり

AIなし

リアルタイム制御技術

AIあり

AIなし

画像・音声認識技術／合成技術

AIあり

AIなし

1番目 AIあり (n=316)

AIなし (n=232)

2番目 AIあり (n=307)

AIなし (n=223)

3番目 AIあり (n=301)

AIなし (n=215)
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Q18B.強化/新たに獲得したい技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

38.3%

27.0%

6.1%

9.9%

7.9%

5.0%

6.5%

6.4%

4.2%

6.4%

5.1%

4.3%

3.3%

5.7%

1.9%

6.4%

3.3%

3.5%

2.8%

2.1%

16.3%

20.4%

7.7%

7.3%

5.3%

2.2%

18.3%

16.1%

4.8%

5.8%

2.4%

3.6%

3.8%

2.9%

7.7%

5.8%

2.9%

1.5%
3.4%

5.1%

7.9%

13.0%

8.9%

12.2%

5.4%

4.6%

9.4%

7.6%

3.5%

2.3%

1.5%

3.1%

4.5%

3.8%

5.4%

6.1%

5.9%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

AI技術

AIあり

AIなし

IoTシステム構築技術

AIあり

AIなし

画像・音声認識技術／合成技術

AIあり

AIなし

ビッグデータの収集・分析・解析技術

AIあり

AIなし

無線通信・ネットワーク技術

AIあり

AIなし

センサ技術

AIあり

AIなし

システムズエンジニアリング技術

AIあり

AIなし

デバイス技術

AIあり

AIなし

要求獲得・要件定義技術

AIあり

AIなし

リアルタイム制御技術

AIあり

AIなし

1番目 AIあり (n=318)

AIなし (n=229)

2番目 AIあり (n=311)

AIなし (n=223)

3番目 AIあり (n=301)

AIなし (n=212)
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Q18A.現時点で重要な技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

2.7%

14.6%

21.6%

10.1%

16.2%

9.5%

10.8%

18.9%

7.0%

5.4%

7.3%

2.7%

6.3%

2.7%

5.1%

5.4%

3.8%

5.4%

3.8%

18.9%

14.1%

7.2%

10.8%

6.6%

5.9%

8.1%

7.2%

2.7%

5.6%

5.4%

3.9%

2.7%

3.6%

10.8%

5.9%

5.4%

5.9%

2.7%

6.4%

2.7%

4.4%

5.4%

11.5%

8.1%

6.1%

8.1%

7.5%

8.1%

2.7%

13.5%

6.4%

2.7%

3.7%

5.4%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

設計・実装技術

DXあり

DXなし

無線通信・ネットワーク技術

DXあり

DXなし

AI技術

DXあり

DXなし

要求獲得・要件定義技術

DXあり

DXなし

IoTシステム構築技術

DXあり

DXなし

センサ技術

DXあり

DXなし

デバイス技術

DXあり

DXなし

システムズエンジニアリング技術

DXあり

DXなし

リアルタイム制御技術

DXあり

DXなし

画像・音声認識技術／合成技術

DXあり

DXなし

1番目 DXあり (n=56)

DXなし (n=487)

2番目 DXあり (n=55)

DXなし (n=470)

3番目 DXあり (n=54)

DXなし (n=457)
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Q18B.強化/新たに獲得したい技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

45.9%

31.8%

8.3%

10.8%

6.4%

13.5%

5.7%

5.7%

5.4%

4.8%

2.7%

4.1%

0.0%

4.1%

5.4%

3.2%

3.2%

8.1%

19.4%

5.4%

7.9%

5.4%

3.0%

18.9%

17.1%

2.7%

5.6%

0.0%

3.3%

0.0%

3.9%

16.2%

5.9%

5.4%

2.0%

8.1%

3.6%

2.7%

10.9%

2.7%

11.3%

0.0%

5.8%

10.8%

8.5%

5.4%

2.7%

5.4%

1.7%

8.1%

3.4%

5.4%

5.8%

8.1%

4.4%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

AI技術

DXあり

DXなし

IoTシステム構築技術

DXあり

DXなし

画像・音声認識技術／合成技術

DXあり

DXなし

ビッグデータの収集・分析・解析技術

DXあり

DXなし

無線通信・ネットワーク技術

DXあり

DXなし

センサ技術

DXあり

DXなし

システムズエンジニアリング技術

DXあり

DXなし

デバイス技術

DXあり

DXなし

要求獲得・要件定義技術

DXあり

DXなし

リアルタイム制御技術

DXあり

DXなし

1番目 DXあり (n=56)

DXなし (n=487)

2番目 DXあり (n=56)

DXなし (n=473)

3番目 DXあり (n=56)

DXなし (n=453)
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Q18.現時点で重要な技術・強化/新たに獲得したい技術（2019年度）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

デバイス

センサ

アクチュエータ

画像・音声

現実融合

無線通信・NW

RT制御エッジ

IoTシステム構築

モデリング

AI

ビッグデータ

ブロックチェーン

サーバ／ストレージ

セーフティ・セキュリティ

システムズエンジニアリング

アジャイル

他の製品・システム

ヒューマンIF

要求・要件

設計・実装

評価・検証

運用・保守

0

50

100

150

200

250

300

350

0 50 100 150 200 250 300 350

強
化
・
獲
得
し
た
い
技
術

現時点で重要な技術
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Q18.現時点で重要な技術・強化/新たに獲得したい技術（指標値・2019年度）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：3番目まで回答された件数（合計値）の平均値を基準値とした指標とした。

センサ

アクチュエータ

画像・音声

現実融合

無線通信・NWRT制御

エッジ

IoTシステム構築

モデ…

AI

ビッグデータ

ブロックチェーン

サーバ／ストレージ

セーフティ・セキュリティ

システムズエンジニアリング

アジャイル他の製品・システム

ヒューマンIF
要求・…

設計・実装

評価・検証
運用・保守

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

5

5.5

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5 5.5

強
化
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技
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現時点で重要な技術

モデリング
デバイス

要求・要件
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Q18.現時点で重要な技術・強化/新たに獲得したい技術（指標値・2018年度）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：3番目まで回答された件数（合計値）の平均値を基準値とした指標とした。

センサ

IoTシステム構築

無線通信・NW

設計・実装
デバイス

画像・音声

システムズエンジニアリング

要求・要件

AI

RT制御

モデリング

ビッグデータ

セーフティ・セキュリティ

エッジ

サーバ／ストレージ

ヒューマンIF
評価・検証

アジャイル

アクチュエータ

他製品・システム

運用・保守
その他

0

0.5

1
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4
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現時点で重要な技術
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Q18.技術について現時点と比べた将来の重要度指標

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

2.80

2.50

2.23

2.16

1.74

1.37

1.25

1.12

1.10

1.10

1.07

1.07

1.03

0.92

0.80

0.67

0.59

0.59

0.54

0.48

0.44

0.40

0.33

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5

ブロックチェーン技術

現実融合技術

AI技術

ビッグデータ

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング

セーフティ及びセキュリティ技術

画像・音声認識技術／合成技術

他の製品・システムとの接続を想定した検証技術

アジャイル開発技術

IoTシステム構築技術

ヒューマンインタフェース技術

リアルタイム制御技術

システムズエンジニアリング技術

モデリング技術

アクチュエータ技術

センサ技術

無線通信・ネットワーク技術

運用・保守技術

デバイス技術

サーバ／ストレージ技術

要求獲得・要件定義技術

評価・検証技術

設計・実装技術

現時点と比べた将来の重要度

※指標は平均に対する比率とした。

※現時点と比べた将来の重要度は現時点の指標に対する将来の指標の比率とした。
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Q18.技術について現時点と比べた将来の重要度指標（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

※ブロックチェーン技術、現実融合技術は、2018年度調査では選択肢にない。
※指標は2018年度を含め平均に対する比率とした。
※現時点と比べた将来の重要度は現時点の指標に対する将来の指標の比率とした。

2.80

2.50

2.23

2.16

1.74

1.37

1.25

1.12

1.10

1.10

1.07

1.07

1.03

0.92

0.80

0.67

0.59

0.59

0.54

2.45

2.25

0.97

1.47

0.85

2.35

1.53

0.85

1.17

1.04

1.09

0.96

0.79

0.63

0.59

1.11

0.51

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5

ブロックチェーン技術

現実融合技術

AI技術

ビッグデータ

エッジコンピューティング／フォグコンピューティング

セーフティ及びセキュリティ技術

画像・音声認識技術／合成技術

他の製品・システムとの接続を想定した検証技術

アジャイル開発技術

IoTシステム構築技術

ヒューマンインタフェース技術

リアルタイム制御技術

システムズエンジニアリング技術

モデリング技術

アクチュエータ技術

センサ技術

無線通信・ネットワーク技術

運用・保守技術

デバイス技術

現時点と比べた将来の重要度（経年比較）

現時点と比べた将来の重要度（2019） 現時点と比べた将来の重要度（2018）
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Q18.現時点で重要な技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

組込み製品及び同部品事業

0% 50% 100%

設計・実装技術

無線通信・NW技術

AI技術

要求獲得・要件定義技術

IoTシステム構築技術

センサ技術

デバイス技術

システムズエンジニアリング

リアルタイム制御技術

画像・音声認識技術

AV機器／家電機器(n=51)

0% 50% 100%

個人用情報機器

(n=59)

0% 50% 100%

業務用端末機器(n=72)

0% 50% 100%

運輸機器／建設機

器(n=109)

0% 50% 100%

工業制御／FA機器／産

業機器(n=156)

0% 50% 100%

医療機器(n=67)

0% 50% 100%

設備機器(n=69)
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Q18.現時点で重要な技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

IoTに関連した事業

0% 50% 100%

設計・実装技術

無線通信・NW技術

AI技術

要求獲得・要件定義技術

IoTシステム構築技術

センサ技術

デバイス技術

システムズエンジニアリング

リアルタイム制御技術

画像・音声認識技術

住宅／生活(n=51)

0% 50% 100%

病院／医療(n=38)

0% 50% 100%

健康／介護／スポーツ

(n=57)

0% 50% 100%

農林水産(n=32)

0% 50% 100%

建築／土木(n=40)

0% 50% 100%

オフィス／店舗(n=60)

0% 50% 100%

工場／プラント(n=172)

0% 50% 100%

移動／交通(n=74)

0% 50% 100%

流通／物流(n=52)

0% 50% 100%

防犯／防災(n=64)
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Q18.強化・新たに獲得したい技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

組込み製品及び同部品事業

0% 50% 100%

AI技術

IoTシステム構築技術

画像・音声認識技術

ビッグデータ

無線通信・NW技術

センサ技術

システムズエンジニアリング…

デバイス技術

要求獲得・要件定義技術

リアルタイム制御技術

AV機器／家電機器(n=51)

0% 50% 100%

個人用情報機器

(n=59)

0% 50% 100%

業務用端末機器

(n=72)

0% 50% 100%

運輸機器／建設機器

(n=109)

0% 50% 100%

工業制御／FA機器／

産業機器(n=156)

0% 50% 100%

医療機器(n=67)

0% 50% 100%

設備機器(n=69)
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Q18.強化・新たに獲得したい技術（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

IoTに関連した事業

0% 50% 100%

AI技術

IoTシステム構築技術

画像・音声認識技術

ビッグデータ

無線通信・NW技術

センサ技術

システムズエンジニアリング技術

デバイス技術

要求獲得・要件定義技術

リアルタイム制御技術

住宅／生活(n=51)

0% 50% 100%

病院／医療(n=38)

0% 50% 100%

健康／介護／スポーツ

(n=57)

0% 50% 100%

農林水産(n=32)

0% 50% 100%

建築／土木(n=40)

0% 50% 100%

オフィス／店舗(n=60)

0% 50% 100% 150%

工場／プラント(n=172)

0% 50% 100%

移動／交通(n=74)

0% 50% 100%

流通／物流(n=52)

0% 50% 100%

防犯／防災(n=64)
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Q19.開発している組込みソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の比較）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

33.2%

23.5%

16.6%

9.3%

5.7%

5.4%

4.6%

15.1%

9.7%

13.0%

12.4%

20.5%

9.8%

18.5%

18.8%

10.2%

11.3%

8.9%

19.7%

8.3%

21.0%

0% 20% 40% 60% 80%

1.クラウド（n=480）

2.専用ハードウェア（n=314）

3.民生用PC（n=290）

4.産業用PC（n=214）

5.スマートフォン（n=310）

6.汎用シングルボード（n=162）

7.タブレット（n=296）

将来のハードウェア

1番目(n=778) 2番目(n=691) 3番目(n=628)

32.9%

29.7%

13.2%

12.0%

5.4%

2.7%

1.7%

11.6%

18.8%

16.8%

17.2%

8.8%

8.9%

16.0%

9.0%

13.2%

10.9%

19.5%

7.8%

16.5%

20.4%

0% 20% 40% 60% 80%

1.専用ハードウェア（n=387）

2.民生用PC（n=436）

3.産業用PC（n=280）

4.クラウド（n=324）

5.汎用シングルボード（n=147）

6.スマートフォン（n=178）

7.タブレット（n=241）

現在のハードウェア

1番目(n=778) 2番目(n=674) 3番目(n=589)
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Q19.開発している組込みソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の比較・産業構造区分別）

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

34.6%

16.2%

38.2%

17.6%

39.3%

21.4%

24.2%

8.7%

16.0%

7.2%

14.5%

8.3%

5.2%

7.2%

3.3%

9.2%

5.1%

7.8%

5.2%

3.5%

16.7%

13.2%

15.7%

9.5%

7.3%

11.6%

15.1%

13.2%

12.5%

11.9%

15.2%

11.3%

17.5%

15.2%

23.2%

20.5%

9.3%

26.2%

13.9%

16.2%

19.3%

22.6%

18.1%

7.3%

11.7%

11.5%

14.7%

9.5%

11.5%

5.5%

10.2%

9.7%

22.0%

16.8%

18.1%

7.3%

11.7%

8.4%

21.1%

16.1%

21.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.クラウド

製品利用(n=95)

製品開発(n=79)

ソフトウェア開発(n=255)

2.専用ハードウェア

製品利用(n=47)

製品開発(n=95)

ソフトウェア開発(n=157)

3.民生用PC                         

製品利用(n=72)

製品開発(n=48)

ソフトウェア開発(n=140)

4.産業用PC                         

製品利用(n=32)

製品開発(n=62)

ソフトウェア開発(n=101)

5.スマートフォン

製品利用(n=48)

製品開発(n=55)

ソフトウェア開発(n=165)

6.汎用シングルボード

製品利用(n=15)

製品開発(n=63)

ソフトウェア開発(n=78)

7.タブレット

製品利用(n=68)

製品開発(n=52)

ソフトウェア開発(n=138)

1番目

2番目

3番目

25.7%

46.6%

32.5%

39.2%

16.5%

30.3%

10.8%

19.9%

11.6%

11.5%

4.5%

14.8%

7.4%

6.1%

4.7%

9.9%

13.0%

11.2%

19.8%

21.2%

16.4%

14.0%

17.8%

17.9%

20.7%

9.6%

17.9%

17.8%

8.6%

5.8%

6.8%

11.0%

25.6%

10.3%

15.9%

9.3%

7.0%

10.9%

11.3%

16.4%

13.1%

8.2%

10.2%

11.5%

19.6%

18.0%

20.1%

15.6%

6.7%

22.7%

13.3%

15.0%

20.6%

15.6%

21.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1.専用ハードウェア

製品利用(n=59)

製品開発(n=110)

ソフトウェア開発(n=196)

2.民生用PC                        

製品利用(n=93)

製品開発(n=81)

ソフトウェア開発(n=213)

3.産業用PC                        

製品利用(n=41)

製品開発(n=74)

ソフトウェア開発(n=142)

4.クラウド

製品利用(n=61)

製品開発(n=45)

ソフトウェア開発(n=181)

5.汎用シングルボード

製品利用(n=10)

製品開発(n=59)

ソフトウェア開発(n=74)

6.スマートフォン

製品利用(n=31)

製品開発(n=30)

ソフトウェア開発(n=99)

7.タブレット

製品利用(n=58)

製品開発(n=36)

ソフトウェア開発(n=123)

1番目

2番目

3番目

現在のハードウェア 将来のハードウェア
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Q19.開発している組込みソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の対比、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

58.5%

57.9%

46.4%

43.2%

34.2%

27.3%

27.1%

74.7%

55.3%

44.7%

46.1%

39.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

専用ハードウェア

民生用PC

クラウド

産業用PC

タブレット

スマートフォン

汎用シングルボード

現在のハードウェア

2019年度（n=555） 2018年度（N=291）

65.6%

48.9%

45.0%

39.4%

37.3%

32.6%

28.5%

66.0%

66.8%

49.6%

35.7%

36.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

クラウド

専用ハードウェア

スマートフォン

タブレット

民生用PC

産業用PC

汎用シングルボード

将来のハードウェア

2019年度（n=547） 2018年度（N=287）
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Q19.開発している組込みソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の対比、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

36.1%

38.6%

26.2%

25.4%

13.7%

15.3%

11.2%

12.2%

7.1%

5.3%

4.6%

11.9%

11.6%

17.9%

17.7%

17.3%

18.9%

14.3%

17.7%

12.5%

9.1%

9.1%

11.0%

15.2%

12.2%

9.0%

11.3%

12.8%

16.6%

11.7%

9.9%

17.2%

12.4%

11.4%

5.3%

15.2%

13.2%

20.7%

17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専用ハードウェア

100人以下

101人以上

民生用PC         

100人以下

101人以上

産業用PC         

100人以下

101人以上

クラウド

100人以下

101人以上

汎用シングルボード

100人以下

101人以上

スマートフォン

100人以下

101人以上

タブレット

100人以下

101人以上

現在のハードウェア

28.7%

36.2%

25.1%

30.9%

14.5%

12.2%

10.9%

9.0%

7.2%

5.3%

8.4%

5.0%

14.3%

16.1%

9.5%

11.9%

13.1%

11.9%

11.0%

15.5%

21.6%

19.0%

13.4%

11.3%

16.5%

13.7%

19.9%

18.4%

12.1%

10.5%

9.5%

13.8%

10.1%

9.2%

17.6%

17.8%

10.1%

7.9%

19.3%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

クラウド

100人以下

101人以上

専用ハードウェア

100人以下

101人以上

民生用PC          

100人以下

101人以上

産業用PC         

100人以下

101人以上

スマートフォン

100人以下

101人以上

汎用シングルボード

100人以下

101人以上

タブレット

100人以下

101人以上

将来のハードウェア

1番目 100人以下 (n=366)

101人以上 (n=189)

2番目 100人以下 (n=329)

101人以上 (n=164)

3番目 100人以下 (n=290)

101人以上 (n=151)

1番目 100人以下 (n=359)

101人以上 (n=188)

2番目 100人以下 (n=328)

101人以上 (n=168)

3番目 100人以下 (n=306)

101人以上 (n=152)
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Q19.開発している組込みソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の対比、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

37.3%

36.3%

23.6%

30.5%

14.8%

13.2%

11.8%

11.1%

8.2%

3.2%

3.0%

3.2%

14.2%

6.8%

16.6%

20.5%

18.7%

16.1%

14.8%

16.8%

13.9%

6.2%

8.1%

13.0%

13.0%

16.8%

9.1%

11.1%

11.8%

18.8%

12.5%

8.3%

19.9%

18.8%

10.8%

6.3%

15.8%

11.8%

18.9%

20.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専用ハードウェア

IoTあり

IoTなし

民生用PC          

IoTあり

IoTなし

産業用PC          

IoTあり

IoTなし

クラウド

IoTあり

IoTなし

汎用シングルボード

IoTあり

IoTなし

スマートフォン

IoTあり

IoTなし

タブレット

IoTあり

IoTなし

現在のハードウェア

31.0%

31.7%

26.3%

28.5%

10.5%

19.9%

10.8%

9.1%

6.6%

6.5%

8.6%

5.3%

14.8%

15.2%

11.1%

8.5%

12.0%

14.0%

13.3%

11.0%

20.2%

22.0%

14.2%

9.8%

14.2%

18.3%

21.0%

16.1%

11.0%

12.8%

10.7%

11.4%

10.7%

8.1%

15.2%

22.8%

10.7%

6.7%

19.7%

20.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

クラウド

IoTあり

IoTなし

専用ハードウェア

IoTあり

IoTなし

民生用PC         

IoTあり

IoTなし

産業用PC         

IoTあり

IoTなし

スマートフォン

IoTあり

IoTなし

汎用シングルボード

IoTあり

IoTなし

タブレット

IoTあり

IoTなし

将来のハードウェア

1番目 IoTあり (n=365)

IoTなし (n=190)

2番目 IoTあり (n=332)

IoTなし (n=161)

3番目 IoTあり (n=297)

IoTなし (n=144)

1番目 IoTあり (n=361)

IoTなし (n=186)

2番目 IoTあり (n=332)

IoTなし (n=164)

3番目 IoTあり (n=309)

IoTなし (n=149)
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Q19.開発している組込みソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の対比、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

34.8%

40.2%

23.2%

29.9%

13.8%

14.5%

14.7%

6.8%

7.5%

5.1%

4.7%

12.2%

11.2%

19.7%

14.8%

17.6%

18.4%

14.2%

16.8%

11.9%

10.7%

11.5%

7.1%

11.2%

18.9%

11.5%

7.1%

13.4%

15.3%

11.2%

11.2%

19.7%

19.4%

11.2%

5.9%

13.4%

15.9%

17.8%

22.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専用ハードウェア

AIあり

AIなし

民生用PC        

AIあり

AIなし

産業用PC         

AIあり

AIなし

クラウド

AIあり

AIなし

汎用シングルボード

AIあり

AIなし

スマートフォン

AIあり

AIなし

タブレット

AIあり

AIなし

現在のハードウェア

35.9%

24.3%

24.4%

30.9%

10.8%

17.8%

9.2%

11.7%

6.7%

6.5%

7.9%

4.3%

4.1%

3.9%

15.2%

14.7%

11.0%

9.3%

13.8%

11.3%

12.4%

12.7%

21.7%

19.1%

12.4%

12.7%

13.1%

19.1%

18.9%

20.4%

12.6%

10.2%

9.6%

12.9%

10.0%

9.7%

17.8%

17.2%

10.4%

8.1%

19.6%

19.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

クラウド

AIあり

AIなし

専用ハードウェア

AIあり

AIなし

民生用PC          

AIあり

AIなし

産業用PC          

AIあり

AIなし

スマートフォン

AIあり

AIなし

汎用シングルボード

AIあり

AIなし

タブレット

AIあり

AIなし

将来のハードウェア

1番目 AIあり (n=319)

AIなし (n=234)

2番目 AIあり (n=295)

AIなし (n=196)

3番目 AIあり (n=269)

AIなし (n=170)

1番目 AIあり (n=315)

AIなし (n=230)

2番目 AIあり (n=290)

AIなし (n=204)

3番目 AIあり (n=270)

AIなし (n=186)
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Q19.開発している組込みソフトウェアが動作するハードウェア（現在と将来の対比、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

32.7%

37.3%

16.4%

26.9%

16.4%

14.1%

21.8%

10.6%

3.6%

6.7%

5.5%

2.9%

9.4%

12.0%

13.2%

18.7%

20.8%

17.5%

17.0%

15.0%

15.1%

10.8%

11.3%

9.7%

11.3%

14.5%

12.5%

9.6%

14.6%

14.2%

6.3%

11.4%

27.1%

18.9%

6.3%

9.3%

16.7%

14.2%

16.7%

19.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専用ハードウェア

DXあり

DXなし

民生用PC         

DXあり

DXなし

産業用PC         

DXあり

DXなし

クラウド

DXあり

DXなし

汎用シングルボード

DXあり

DXなし

スマートフォン

DXあり

DXなし

タブレット

DXあり

DXなし

現在のハードウェア

50.0%

29.1%

24.1%

27.7%

1.9%

14.9%

9.3%

10.5%

5.6%

6.6%

3.7%

6.4%

17.6%

14.6%

5.9%

11.0%

11.8%

13.0%

17.6%

11.4%

23.5%

20.8%

9.8%

12.8%

13.7%

15.8%

23.9%

19.0%

15.2%

11.3%

4.3%

11.6%

0.0%

10.8%

30.4%

16.0%

13.0%

9.1%

13.0%

20.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

クラウド

DXあり

DXなし

専用ハードウェア

DXあり

DXなし

民生用PC          

DXあり

DXなし

産業用PC          

DXあり

DXなし

スマートフォン

DXあり

DXなし

汎用シングルボード

DXあり

DXなし

タブレット

DXあり

DXなし

将来のハードウェア

1番目 DXあり (n=55)

DXなし (n=491)

2番目 DXあり (n=53)

DXなし (n=434)

3番目 DXあり (n=48)

DXなし (n=387)

1番目 DXあり (n=54)

DXなし (n=484)

2番目 DXあり (n=51)

DXなし (n=438)

3番目 DXあり (n=46)

DXなし (n=406)
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Q20.AIに関する取り組み状況

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

14.5%

14.4%

8.8%

10.6%

6.8%

6.6%

15.9%

11.3%

20.5%

59.0%

67.5%

64.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品・サービスの提供（n=800）

開発の受託（n=794）

製品・サービスの利用（n=797）

提供中・実施中 開発中・準備中 調査中・検討中 していない
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Q20.AIに関する取り組み状況（商品・サービスの提供） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

6.9%

19.1%

19.0%

11.8%

24.0%

15.9%

5.0%

15.7%

19.0%

7.2%

20.8%

7.3%

10.6%

11.8%

23.8%

22.4%

18.8%

8.5%

77.5%

53.4%

38.1%

58.6%

36.5%

68.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=160）

B.メーカー（n=178）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=263）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=96）

F.その他（n=82）

Q20.AIへの取り組み状況(製品・サービスの提供)

1.提供中・実施中 2.開発中・準備中 3.調査中・検討中 4.していない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

218

Q20.AIに関する取り組み状況（開発の受託） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

2.5%

14.1%

38.1%

17.2%

27.4%

7.5%

3.1%

7.3%

14.3%

6.9%

9.5%

7.5%

6.9%

9.6%

9.5%

17.6%

8.4%

7.5%

87.5%

68.9%

38.1%

58.2%

54.7%

77.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=160）

B.メーカー（n=177）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=261）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=80）

Q20.AIへの取り組み状況(開発の受託)

1.提供中・実施中 2.開発中・準備中 3.調査中・検討中 4.していない
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Q20.AIに関する取り組み状況（製品・サービスの利用） 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

11.0%

7.9%

14.3%

5.0%

17.9%

6.3%

7.3%

9.0%

9.5%

4.2%

10.5%

2.5%

18.3%

19.8%

28.6%

24.6%

18.9%

12.5%

63.4%

63.3%

47.6%

66.2%

52.6%

78.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=164）

B.メーカー（n=177）

C.系列ソフトウェア企業

（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=260）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=95）

F.その他（n=80）

Q20.AIへの取り組み状況（製品・サービスの利用)

1.提供中・実施中 2.開発中・準備中 3.調査中・検討中 4.していない
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Q20.AIに関する取り組み状況 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

6.9%

19.1%

15.3%

2.5%

14.1%

21.0%

11.0%

7.9%

8.8%

5.0%

15.7%

11.3%

3.1%

7.3%

8.0%

7.3%

9.0%

6.1%

10.6%

11.8%

21.6%

6.9%

9.6%

14.9%

18.3%

19.8%

23.4%

77.5%

53.4%

51.8%

87.5%

68.9%

56.2%

63.4%

63.3%

61.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商品・サービスの提供

製品利用（n=160）

製品開発（n=178）

ソフトウェア開発（n=380）

開発の受託

製品利用（n=160）

製品開発（n=177）

ソフトウェア開発（n=377）

製品・サービスの利用

製品利用（n=164）

製品開発（n=177）

ソフトウェア開発（n=376）

提供中・実施中 開発中・準備中 調査中・検討中 していない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

221

Q20.AIに関する取り組み状況（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

16.5%

12.9%

10.3%

18.8%

10.6%

11.7%

8.5%

7.0%

10.0%

12.7%

18.5%

12.1%

7.8%

13.2%

6.8%

7.1%

7.6%

5.9%

18.5%

21.5%

23.7%

13.2%

15.6%

19.8%

22.2%

24.6%

33.0%

52.3%

47.0%

54.0%

60.3%

60.6%

61.7%

62.2%

60.8%

51.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品・サービスの提供

2019年度（n=558）

2018年度（n=302）

2017年度（n=224）

開発の受託

2019年度（n=554）

2018年度（n=302）

2017年度（n=222）

製品・サービスの利用

2019年度（n=553）

2018年度（n=301）

2017年度（n=221）

提供中・実施中 開発中・準備中 調査中・検討中 していない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

222

Q20.AIに関する取り組み状況（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

15.5%

18.3%

17.6%

20.9%

6.6%

12.1%

12.0%

14.1%

6.9%

9.4%

8.0%

5.3%

17.7%

19.9%

14.9%

9.9%

21.8%

23.2%

54.8%

47.6%

60.6%

59.7%

63.6%

59.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品・サービスの提供

100人以下（n=367）

101人以上（n=191）

開発の受託

100人以下（n=363）

101人以上（n=191）

製品・サービスの利用

100人以下（n=363）

101人以上（n=190）

提供中・実施中 開発中・準備中 調査中・検討中 していない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

223

Q20.AIに関する取り組み状況（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

19.2%

11.3%

20.8%

14.9%

10.3%

5.2%

15.1%

8.2%

8.6%

6.2%

8.9%

3.6%

19.5%

16.5%

12.8%

13.9%

22.8%

21.1%

46.2%

63.9%

57.8%

64.9%

57.9%

70.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品・サービスの提供

IoTあり（n=364）

IoTなし（n=194）

開発の受託

IoTあり（n=360）

IoTなし（n=194）

製品・サービスの利用

IoTあり（n=359）

IoTなし（n=194）

提供中・実施中 開発中・準備中 調査中・検討中 していない
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Q20.AIに関する取り組み状況（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

37.5%

14.2%

37.5%

16.3%

29.1%

6.3%

21.4%

11.7%

12.5%

7.3%

12.7%

6.5%

19.6%

18.0%

14.3%

13.0%

27.3%

21.8%

21.4%

56.1%

35.7%

63.3%

30.9%

65.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品・サービスの提供

DXあり（n=56）

DXなし（n=494）

開発の受託

DXあり（n=56）

DXなし（n=491）

製品・サービスの利用

DXあり（n=55）

DXなし（n=491）

提供中・実施中 開発中・準備中 調査中・検討中 していない
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Q20.AIに関する取り組み状況（分類の組合せ）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

ABC全て, 24.3%

AとB, 8.6%

AとC, 7.0%

BとC, 2.7%

「製品・サービスの提供(A)」

のみ, 7.7%
「開発の受託(B)」のみ, 

3.8%

「製品・サービスの利用(C)」

のみ, 3.4%

AIに関する取り組みな

し, 42.7%

A:「製品・サービスの提供」
B:「開発の受託」
C:「製品・サービスの利用」
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Q20.AIに関する取り組み状況（分類の組合せ、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

24.3%

23.3%

26.0%

8.6%

9.0%

4.6%

7.0%

9.3%

9.6%

2.7%

2.7%

5.5%

7.7%

11.3%

5.9%

3.8%

4.3%

2.3%

3.4%

4.0%

7.3%

42.7%

36.2%

38.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年度（n=560）

2018年度（n=301）

2017年度（n=219）

ABC全て AとB AとC

BとC 「製品・サービスの提供(A)」のみ 「開発の受託(B)」のみ

「製品・サービスの利用(C)」のみ AIに関する取り組みなし

A:「製品・サービスの提供」
B:「開発の受託」
C:「製品・サービスの利用」
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Q20.AIに関する取り組み状況（分類の組合せ、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

22.8%

27.1%

9.5%

6.8%

6.5%

7.8%

3.0%

2.1%

6.3%

10.4%

3.5%

4.2%

3.5%

3.1%

44.8%

38.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員数100人以下（n=368）

従業員数101人以上（n=192）

ABC全て AとB

AとC BとC

「製品・サービスの提供(A)」のみ 「開発の受託(B)」のみ

「製品・サービスの利用(C)」のみ AIに関する取り組みなし

A:「製品・サービスの提供」
B:「開発の受託」
C:「製品・サービスの利用」
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Q20.AIに関する取り組み状況（分類の組合せ、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

26.8%

19.6%

9.0%

7.7%

9.0%

3.1%

2.2%

3.6%

8.7%

5.7%

3.6%

4.1%

3.3%

3.6%

37.4%

52.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IoT事業分野の有無：あり

（n=366）

IoT事業分野の有無：なし

（n=194）

ABC全て AとB

AとC BとC

「製品・サービスの提供(A)」のみ 「開発の受託(B)」のみ

「製品・サービスの利用(C)」のみ AIに関する取り組みなし

A:「製品・サービスの提供」
B:「開発の受託」
C:「製品・サービスの利用」
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Q20.AIに関する取り組み状況（分類の組合せ、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

A:「製品・サービスの提供」
B:「開発の受託」
C:「製品・サービスの利用」

53.6%

21.2%

8.9%

8.3%

10.7%

6.7%

3.0%

5.4%

7.7%

1.8%

3.8%

3.6%

3.4%

16.1%

46.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

DX取り組みの有無：あり（n=56）

DX取り組みの有無：なし（n=496）

ABC全て AとB

AとC BとC

「製品・サービスの提供(A)」のみ 「開発の受託(B)」のみ

「製品・サービスの利用(C)」のみ AIに関する取り組みなし
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Q21.AI技術を活用する/している製品・サービス分野（複数選択可）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

40.0%

20.9%

20.0%

17.9%

17.6%

17.0%

15.5%

13.1%

13.4%

9.9%

10.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

工場／プラント（n=134）

オフィス／店舗（n=70）

移動／交通（n=67）

建築／土木（n=60）

流通／物流（n=59）

防犯／防災（n=57）

健康／介護／スポーツ（n=52）

住宅／生活（n=44）

病院／医療（n=45）

農林水産（n=33）

その他の事業（n=36）

AI技術を活用する／している製品・サービスの分野(n=335)
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Q21.AI技術を活用する/している製品・サービス分野 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

42.0%

24.0%

10.0%

26.0%

18.0%

12.0%

4.0%

14.0%

2.0%

6.0%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

工場／プラント

オフィス／店舗

移動／交通

建築／土木

流通／物流

防犯／防災

健康／介護／スポーツ

住宅／生活

病院／医療

農林水産

その他の事業

製品利用(n=50)

49.4%

21.2%

10.6%

20.0%

12.9%

21.2%

21.2%

21.2%

10.6%

10.6%

10.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

製品開発(n=85)

35.6%

18.6%

29.9%

14.7%

20.9%

17.5%

16.4%

10.2%

18.1%

10.7%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ソフトウェア開発(n=177)
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Q21.AI技術を活用する/している製品・サービス分野の数

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

1分野, 

50.8%

2分野, 

26.3%

3分野, 

10.3%

4分野, 6.9%

5分野, 1.5%

6分野, 0.4%

7分野, 0.0%

8分野, 2.3% 9分野, 0.0% 10分野, 1.5%
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Q21.AI技術を活用する/している製品・サービス分野（複数選択可、経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

40.1%

23.7%

19.5%

18.7%

18.3%

17.9%

16.4%

15.6%

13.7%

10.7%

10.7%

51.5%

25.7%

15.6%

16.2%

16.8%

18.0%

18.0%

15.0%

12.6%

8.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

工場／プラント

移動／交通

オフィス／店舗

防犯／防災

流通／物流

健康／介護／スポーツ

建築／土木

病院／医療

住宅／生活

農林水産

その他の事業

2019年度 2018年度
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Q21.AI技術を活用する/している製品・サービス分野（複数選択可、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

35.2%

21.4%

22.0%

18.2%

15.1%

19.5%

18.2%

13.8%

16.4%

13.2%

12.6%

47.6%

27.2%

15.5%

19.4%

23.3%

15.5%

13.6%

18.4%

9.7%

6.8%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

工場／プラント

移動／交通

オフィス／店舗

防犯／防災

流通／物流

健康／介護／スポーツ

建築／土木

病院／医療

住宅／生活

農林水産

その他の事業

従業員数100人以下（n=159） 従業員数101人以上（n=103）
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Q21.AI技術を活用する/している製品・サービス分野（複数選択可、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

44.9%

24.0%

16.8%

20.9%

18.9%

18.9%

19.4%

16.3%

15.3%

11.2%

8.7%

25.8%

22.7%

27.3%

12.1%

16.7%

15.2%

7.6%

13.6%

9.1%

9.1%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

工場／プラント

移動／交通

オフィス／店舗

防犯／防災

流通／物流

健康／介護／スポーツ

建築／土木

病院／医療

住宅／生活

農林水産

その他の事業

IoT事業分野の有無：あり（n=196） IoT事業分野の有無：なし（n=66）



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

236

Q21.AI技術を活用する/している製品・サービス分野（複数選択可、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

46.3%

31.7%

22.0%

26.8%

36.6%

17.1%

29.3%

19.5%

19.5%

7.3%

9.8%

38.7%

22.6%

19.4%

17.5%

15.2%

18.0%

13.8%

15.2%

12.4%

11.1%

11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

工場／プラント

移動／交通

オフィス／店舗

防犯／防災

流通／物流

健康／介護／スポーツ

建築／土木

病院／医療

住宅／生活

農林水産

その他の事業

DX取り組みの有無：あり（n=41） DX取り組みの有無：なし（n=217）
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Q22.AI技術を活用する/している目的

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

31.7%

10.8%

10.6%

7.1%

7.1%

6.9%

6.1%

5.3%

4.0%

3.2%

2.4%

1.3%

1.3%

7.2%

9.2%

17.0%

9.7%

7.2%

17.8%

3.6%

4.7%

6.4%

3.9%

4.2%

4.2%

2.2%

9.0%

10.8%

16.8%

8.7%

9.9%

3.9%

6.6%

4.5%

6.9%

6.3%

5.1%

4.8%

1.2%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.新サービスの創出（n=176）

2.既存サービスの高度化（n=110）

3.付加価値向上（n=157）

4.業務効率化による業務負担の軽減（n=91）

5.生産性向上（自動化、機械化の推進）（n=86）

6.新製品の創出（n=103）

7.品質向上（不良品低減、品質安定化）（n=58）

8.既存製品の高度化（n=52）

9.ヒューマンエラーの低減・撲滅（n=61）

10.労働力不足への対策（n=47）

11.人件費の削減（n=41）

12.熟練技術者のスキルの継承（n=36）

13.集客効果の向上（n=17）

14.セキュリティの強化（n=16）

15.廃棄ロス等の無駄の削減（n=6）

1番目(n=378)

2番目(n=359)

3番目(n=334)
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Q22.AI技術を活用する/している目的 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

12.3%

28.4%

37.7%

4.6%

14.8%

11.1%

9.2%

9.1%

11.6%

21.5%

2.3%

4.5%

21.5%

4.5%

4.5%

3.1%

12.5%

6.5%

9.2%

4.5%

6.0%

10.2%

5.0%

6.2%

4.5%

3.5%

6.8%

2.0%

3.3%

10.8%

7.3%

4.9%

7.2%

10.5%

6.6%

18.1%

19.4%

16.4%

4.8%

8.9%

8.2%

10.8%

5.8%

4.9%

21.7%

20.9%

11.5%

2.4%

2.1%

6.0%

5.8%

11.5%

9.6%

3.7%

11.5%

2.4%

2.1%

3.4%

12.7%

9.7%

5.1%

10.1%

13.7%

15.3%

13.9%

17.7%

15.3%

6.3%

8.6%

10.2%

11.4%

8.0%

5.1%

5.1%

10.2%

6.3%

5.1%

1.7%

8.9%

4.0%

8.5%

3.8%

5.7%

6.8%

10.1%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.新サービスの創出

製品利用(n=12)

製品開発(n=44)

ソフトウェア開発(n=106)

2.既存サービスの高度化

製品利用(n=9)

製品開発(n=27)

ソフトウェア開発(n=66)

3.付加価値向上

製品利用(n=19)

製品開発(n=34)

ソフトウェア開発(n=91)

4.業務効率化による業務負担の軽減

製品利用(n=33)

製品開発(n=11)

ソフトウェア開発(n=41)

5.生産性向上（自動化、機械化の推進）

製品利用(n=25)

製品開発(n=22)

ソフトウェア開発(n=34)

6.新製品の創出

製品利用(n=5)

製品開発(n=33)

ソフトウェア開発(n=62)

7.品質向上（不良品低減、品質安定化）

製品利用(n=19)

製品開発(n=11)

ソフトウェア開発(n=25)

8.既存製品の高度化

製品利用(n=1)

製品開発(n=21)

ソフトウェア開発(n=28)

9.ヒューマンエラーの低減・撲滅

製品利用(n=16)

製品開発(n=15)

ソフトウェア開発(n=24)

10.労働力不足への対策

製品利用(n=11)

製品開発(n=16)

ソフトウェア開発(n=17)

1番目

2番目

3番目
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Q22.AI技術を活用する/している目的（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

33.5%

37.0%

12.8%

11.1%

11.7%

9.3%

8.9%

7.4%

6.7%

6.5%

5.0%

6.5%

3.4%

6.5%

3.4%

4.6%

5.0%

1.9%

3.4%

3.7%

8.2%

8.7%

7.6%

12.5%

16.5%

23.1%

25.9%

13.5%

4.7%

7.7%

2.4%

1.9%

7.6%

6.7%

4.7%

12.5%

5.9%

4.8%

1.8%

2.9%

8.6%

13.7%

12.5%

12.7%

21.7%

8.8%

2.6%

8.8%

7.2%

2.9%

5.3%

5.9%

8.6%

9.8%

7.9%

7.8%

5.3%

4.9%

7.2%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新サービスの創出

100人以下

101人以上

既存サービスの高度化

100人以下

101人以上

付加価値向上

100人以下

101人以上

新製品の創出

100人以下

101人以上

既存製品の高度化

100人以下

101人以上

品質向上（不良品低減、品質安定化）

100人以下

101人以上

生産性向上（自動化、機械化の推進）

100人以下

101人以上

業務効率化による業務負担の軽減

100人以下

101人以上

ヒューマンエラーの低減・撲滅

100人以下

101人以上

労働力不足への対策

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=179)

101人以上 (n=108)

2番目 100人以下 (n=170)

101人以上 (n=104)

3番目 100人以下 (n=152)

101人以上 (n=102)
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Q22.AI技術を活用する/している目的（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

34.3%

36.3%

13.5%

8.8%

9.2%

15.0%

9.2%

6.3%

6.8%

6.3%

5.3%

6.3%

5.8%

1.3%

3.4%

5.0%

3.4%

5.0%

3.9%

8.0%

9.3%

9.0%

10.7%

20.1%

16.0%

21.1%

21.3%

7.0%

2.7%

2.0%

2.7%

7.0%

8.0%

7.5%

8.0%

4.5%

8.0%

4.0%

10.7%

10.4%

13.4%

10.4%

18.2%

11.9%

5.3%

4.5%

5.3%

6.0%

5.3%

6.0%

9.1%

9.0%

7.5%

9.0%

5.9%

3.0%

7.5%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新サービスの創出

IoTあり

IoTなし

既存サービスの高度化

IoTあり

IoTなし

付加価値向上

IoTあり

IoTなし

新製品の創出

IoTあり

IoTなし

既存製品の高度化

IoTあり

IoTなし

品質向上（不良品低減、品質安定化）

IoTあり

IoTなし

生産性向上（自動化、機械化の推進）

IoTあり

IoTなし

業務効率化による業務負担の軽減

IoTあり

IoTなし

ヒューマンエラーの低減・撲滅

IoTあり

IoTなし

労働力不足への対策

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=207)

IoTなし (n=80)

2番目 IoTあり (n=199)

IoTなし (n=75)

3番目 IoTあり (n=187)

IoTなし (n=67)
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Q22.AI技術を活用する/している目的（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

45.2%

32.8%

11.9%

12.4%

9.5%

11.2%

7.1%

8.3%

4.8%

6.6%

2.4%

6.2%

4.8%

4.6%

4.8%

3.7%

2.4%

4.1%

2.4%

3.7%

7.3%

8.7%

7.3%

9.1%

19.5%

19.1%

17.1%

22.2%

7.3%

5.2%

4.9%

9.8%

7.0%

12.2%

7.0%

6.1%

4.9%

17.9%

9.4%

20.5%

10.8%

17.9%

16.5%

5.1%

4.7%

2.6%

5.7%

6.6%

10.3%

9.0%

10.3%

7.5%

5.1%

5.2%

5.1%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新サービスの創出

DXあり

DXなし

既存サービスの高度化

DXあり

DXなし

付加価値向上

DXあり

DXなし

新製品の創出

DXあり

DXなし

既存製品の高度化

DXあり

DXなし

品質向上（不良品低減、品質安定化）

DXあり

DXなし

生産性向上（自動化、機械化の推進）

DXあり

DXなし

業務効率化による業務負担の軽減

DXあり

DXなし

ヒューマンエラーの低減・撲滅

DXあり

DXなし

労働力不足への対策

DXあり

DXなし

1番目 DXあり (n=42)

DXなし (n=241)

2番目 DXあり (n=41)

DXなし (n=230)

3番目 DXあり (n=39)

DXなし (n=212)
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Q23.AI技術を活用する/している上での課題

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

32.6%

17.1%

10.8%

6.6%

6.6%

5.5%

3.4%

3.2%

3.2%

2.9%

2.9%

1.1%

10.8%

9.2%

11.4%

13.3%

11.9%

7.2%

5.3%

6.4%

5.8%

3.3%

1.4%

8.3%

3.3%

17.0%

8.5%

8.5%

8.2%

6.5%

5.3%

6.7%

4.1%

10.0%

5.3%

4.4%

8.2%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.AI人材の確保（n=221）

2.学習データの整備（n=127）

3.導入費用（n=111）

4.学習データの保有・蓄積（n=101）

5.自社内におけるAIについての理解（n=90）

6.AI技術に対する信頼性（n=65）

7.AI導入事例に関する情報の取得（n=55）

8.適用対象業務の選定（n=49）

9.導入効果の担保（n=67）

10.顧客・取引先におけるAIについての理解（n=41）

11.導入しやすい製品/サービスのラインナップ（n=31）

12.経営者の理解（n=13）

13.運用費用（n=62）

14.社内関係者の理解（n=29）

1番目(n=380)

2番目(n=360)

3番目(n=341)



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

243

Q23.AI技術を活用する/している上での課題 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

20.0%

33.0%

35.8%

18.5%

15.9%

17.4%

15.4%

11.4%

9.0%

4.6%

6.8%

6.5%

6.2%

5.7%

7.0%

4.6%

8.0%

4.5%

4.6%

3.4%

3.5%

6.2%

3.4%

2.5%

10.8%

2.5%

1.5%

1.1%

4.0%

9.7%

14.3%

10.5%

4.8%

7.1%

9.5%

11.3%

9.5%

13.2%

9.7%

17.9%

12.6%

12.9%

7.1%

14.2%

1.6%

6.0%

9.5%

3.2%

8.3%

4.7%

9.7%

4.8%

6.3%

9.7%

8.3%

2.6%

4.8%

3.2%

15.3%

15.0%

18.5%

8.5%

10.0%

7.9%

10.2%

8.8%

8.4%

3.4%

7.5%

10.1%

13.6%

3.8%

5.6%

1.7%

10.0%

4.5%

3.4%

5.0%

9.0%

5.1%

3.8%

4.5%

8.5%

7.5%

10.7%

6.3%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.AI人材の確保

製品利用(n=28)

製品開発(n=53)

ソフトウェア開発(n=125)

2.学習データの整備

製品利用(n=20)

製品開発(n=28)

ソフトウェア開発(n=67)

3.導入費用

製品利用(n=23)

製品開発(n=25)

ソフトウェア開発(n=58)

4.学習データの保有・蓄積

製品利用(n=11)

製品開発(n=27)

ソフトウェア開発(n=55)

5.自社内におけるAIについての理解

製品利用(n=20)

製品開発(n=14)

ソフトウェア開発(n=51)

6.AI技術に対する信頼性

製品利用(n=5)

製品開発(n=20)

ソフトウェア開発(n=35)

7.AI導入事例に関する情報の取得

製品利用(n=7)

製品開発(n=14)

ソフトウェア開発(n=32)

8.適用対象業務の選定

製品利用(n=13)

製品開発(n=10)

ソフトウェア開発(n=25)

9.導入効果の担保

製品利用(n=18)

製品開発(n=13)

ソフトウェア開発(n=29)

10.顧客・取引先におけるAIについての理解

製品利用(n=1)

製品開発(n=10)

ソフトウェア開発(n=26)

1番目

2番目

3番目
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Q23.AI技術を活用する/している上での課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

28.6%

45.8%

20.3%

11.2%

11.0%

7.5%

6.6%

6.5%

6.0%

7.5%

6.0%

4.7%

4.4%

1.9%

3.3%

3.7%

2.7%

3.7%

2.7%

2.8%

12.9%

9.7%

5.8%

13.6%

12.3%

11.7%

17.5%

8.7%

9.4%

16.5%

7.6%

9.7%

7.0%

3.9%

4.1%

2.9%

5.3%

6.8%

18.2%

16.2%

8.2%

9.1%

8.2%

9.1%

7.5%

12.1%

5.7%

4.0%

7.5%

4.0%

7.5%

8.1%

5.0%

5.7%

8.1%

3.1%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

AI人材の確保

100人以下

101人以上

学習データの整備

100人以下

101人以上

導入費用

100人以下

101人以上

学習データの保有・蓄積

100人以下

101人以上

自社内におけるAIについての理解

100人以下

101人以上

AI技術に対する信頼性

100人以下

101人以上

AI導入事例に関する情報の取得

100人以下

101人以上

導入しやすい製品/サービスのラインナップ

100人以下

101人以上

顧客・取引先におけるAIについての理解

100人以下

101人以上

適用対象業務の選定

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=182)

101人以上 (n=107)

2番目 100人以下 (n=171)

101人以上 (n=103)

3番目 100人以下 (n=159)

101人以上 (n=99)



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

245

Q23.AI技術を活用する/している上での課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

33.7%

38.3%

17.8%

14.8%

8.7%

12.3%

8.7%

1.2%

6.3%

7.4%

6.3%

3.7%

3.4%

3.7%

3.8%

2.5%

2.9%

3.7%

2.4%

3.7%

12.7%

9.1%

10.2%

5.2%

10.7%

15.6%

15.2%

11.7%

12.7%

10.4%

7.6%

10.4%

5.1%

7.8%

3.9%

6.6%

3.9%

16.6%

19.7%

7.0%

12.7%

10.2%

4.2%

10.7%

5.6%

5.9%

2.8%

6.4%

5.6%

8.6%

5.6%

3.7%

2.8%

5.3%

9.9%

3.7%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

AI人材の確保

IoTあり

IoTなし

学習データの整備

IoTあり

IoTなし

導入費用

IoTあり

IoTなし

学習データの保有・蓄積

IoTあり

IoTなし

自社内におけるAIについての理解

IoTあり

IoTなし

AI技術に対する信頼性

IoTあり

IoTなし

AI導入事例に関する情報の取得

IoTあり

IoTなし

導入しやすい製品/サービスのラインナップ

IoTあり

IoTなし

顧客・取引先におけるAIについての理解

IoTあり

IoTなし

適用対象業務の選定

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=208)

IoTなし (n=81)

2番目 IoTあり (n=197)

IoTなし (n=77)

3番目 IoTあり (n=187)

IoTなし (n=71)
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Q23.AI技術を活用する/している上での課題（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示

45.2%

33.3%

19.0%

16.5%

9.5%

9.9%

7.1%

6.2%

2.4%

7.0%

0.0%

6.6%

2.4%

3.7%

4.8%

3.3%

3.7%

4.8%

2.5%

10.0%

12.1%

7.5%

9.1%

12.5%

12.1%

17.5%

13.9%

7.5%

13.0%

10.0%

7.8%

5.0%

5.6%

2.5%

1.3%

3.5%

5.0%

6.1%

23.7%

16.1%

7.9%

8.7%

2.6%

9.6%

13.2%

8.3%

5.3%

5.0%

5.3%

6.4%

2.6%

8.7%

5.3%

3.2%

10.5%

6.0%

2.6%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

AI人材の確保

DXあり

DXなし

学習データの整備

DXあり

DXなし

導入費用

DXあり

DXなし

学習データの保有・蓄積

DXあり

DXなし

自社内におけるAIについての理解

DXあり

DXなし

AI技術に対する信頼性

DXあり

DXなし

AI導入事例に関する情報の取得

DXあり

DXなし

導入しやすい製品/サービスのラインナップ

DXあり

DXなし

顧客・取引先におけるAIについての理解

DXあり

DXなし

適用対象業務の選定

DXあり

DXなし

1番目 DXあり (n=42)

DXなし (n=243)

2番目 DXあり (n=40)

DXなし (n=231)

3番目 DXあり (n=38)

DXなし (n=218)
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6. 組込み/IoTシステムに係る「人材」育成に関する
取り組み
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Q24.組込み/IoTシステム技術者の人数/不足している技術者の人数

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

44.3%

10.6%

8.2%

7.0%3.3%

1.7%

0.8%

0.4%

0.4%

23.4%

Q24-A.組込み/IoTシステム技術者の人数(n=785)

1～5人（n=348） 6～9人（n=83）

10～19人（n=64） 20～49人（n=55）

50～99人（n=26） 100～199人（n=13）

200～499人（n=6） 500～999人（n=3）

1000人以上（n=3） いない／なし（n=184）

45.3%

13.4%

11.0%

5.4%2.1%

0.5%

0.4%

0.0%

0.4%

21.5%

Q24-B.不足している技術者の人数(n=763)

1～5人（n=346） 6～9人（n=102）

10～19人（n=84） 20～49人（n=41）

50～99人（n=16） 100～199人（n=4）

200～499人（n=3） 500～999人（n=0）

1000人以上（n=3） いない／なし（n=164）
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Q24.組込み/IoTシステム技術者の人数 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

40.6%

58.7%

28.6%

41.4%

52.7%

25.3%

6.5%

16.3%

12.6%

9.7%

3.6%

3.9%

5.8%

23.8%

11.1%

10.8%

4.8%

1.9%

5.8%

9.5%

10.0%

11.8%

3.6%

2.9%

4.8%

6.1%

3.2%

1.2%

9.5%

3.1%

4.8% 9.5% 4.8%

47.1%

8.1%

4.8%

13.4%

10.8%

61.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A.エンドユーザー（n=155）

B.メーカー（n=172）

C.系列ソフトウェア企業（n=21）

D.受託ソフトウェア企業

（n=261）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=93）

F.その他（n=83）

Q24.組込み/IoTシステム技術者の人数

1.1～5人 2.6～9人 3.10～19人 4.20～49人 5.50～99人

6.100～199人 7.200～499人 8.500～999人 9.1000人以上 10.いない／なし
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Q24.不足している技術者の人数 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

45.6%

61.4%

25.0%

39.8%

46.7%

31.2%

12.1%

14.0%

15.0%

15.7%

15.2%

3.9%

7.4%

8.2%

20.0%

15.0%

16.3%

2.6%

2.7%

2.3%

10.0%

9.8%

3.3%

3.9%

1.2%

15.0%

3.1%

2.2%

1.3%

1.2%

5.0%5.0%

32.2%

11.1%

5.0%

14.6%

16.3%

57.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

A.エンドユーザー（n=149）

B.メーカー（n=171）

C.系列ソフトウェア企業（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=254）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=92）

F.その他（n=77）

Q24.不足している技術者の人数

1.1～5人 2.6～9人 3.10～19人 4.20～49人 5.50～99人

6.100～199人 7.200～499人 8.500～999人 9.1000人以上 10.いない／なし
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Q24.組込み/IoTシステム技術者の人数/不足している技術者の人数 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

40.6%

58.7%

43.5%

45.6%

61.4%

40.7%

6.5%

11.2%

12.1%

14.0%

15.6%

3.9%

5.8%

11.7%

7.4%

8.2%

15.6%

1.9%

5.8%

10.4%

2.7%

2.3%

8.2%

47.1%

8.1%

12.3%

32.2%

11.1%

14.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の人数

製品利用（n=155）

製品開発（n=172）

ソフトウェア開発（n=375）

不足している技術者の人数

製品利用（n=149）

製品開発（n=171）

ソフトウェア開発（n=366）

1～5人 6～9人 10～19人 20～49人 50～99人

100～199人 200～499人 500～999人 1000人以上 いない／なし
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Q24. 組込み/IoTシステム技術者の人数/不足している技術者の人数（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

48.3%

39.7%

43.1%

38.6%

47.3%

44.4%

51.7%

45.9%

12.8%

16.0%

11.8%

18.4%

15.1%

17.6%

15.6%

16.6%

9.9%

13.2%

13.7%

11.4%

13.2%

13.3%

13.3%

21.0%

9.0%

10.5%

13.7%

13.3%

6.3%

9.3%

9.5%

4.5%

4.6%

4.9%

7.6%

5.7%

2.8%

2.2%

6.2%

7.6%

4.6%

8.7%

10.0%

12.7%

1.9%

3.2%

3.8%

4.5%

11.0%

7.0%

13.4%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組込み/IoT技術者の人数

2019年度（n=547）

2018年度（n=287）

2017年度（n=211）

2016年度（n=158）

不足している技術者の人数

2019年度（n=537）

2018年度（n=279）

2017年度（n=211）

2016年度（n=157）

1～5人 6～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上 いない/なし
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Q24. 組込み/IoTシステム技術者の人数（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無

54.2%

36.9%

51.8%

41.6%

48.1%

48.3%

28.8%

50.5%

13.9%

10.7%

14.8%

8.9%

14.3%

10.8%

19.2%

12.1%

9.7%

10.2%

11.5%

6.8%

9.6%

10.3%

13.5%

9.6%

8.1%

10.7%

8.4%

10.0%

9.2%

8.6%

15.4%

8.4%

1.9%

9.6%

4.5%

4.7%

5.1%

3.9%

9.6%

3.9%

0.3%

12.8%

5.0%

3.7%

5.7%

3.0%

9.6%

3.9%

11.9%

9.1%

3.9%

24.2%

8.0%

15.1%

3.8%

11.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数

100人以下（n=360）

101人以上（n=187）

IoT事業分野

あり（n=357）

なし（n=190）

AI取り組み

あり（n=314）

なし（n=232）

DX取り組み

あり（n=52）

なし（n=489）

Q24A 組込み/IoTシステム技術者の人数

1～5人 6～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上 いない/なし
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Q24.不足している技術者の人数（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無

58.8%

25.1%

51.4%

39.5%

46.3%

48.7%

25.5%

49.7%

15.3%

14.8%

16.8%

11.9%

13.7%

17.0%

17.6%

15.0%

9.6%

20.2%

13.6%

12.4%

16.0%

9.6%

27.5%

11.7%

2.8%

13.1%

5.4%

8.1%

8.1%

3.9%

11.8%

5.8%

0.8%

6.6%

2.8%

2.7%

3.3%

2.2%

5.9%

2.5%

0.3%

4.9%

2.0%

1.6%

2.9%

0.4%

7.8%

1.0%

12.4%

15.3%

8.0%

23.8%

9.8%

18.3%

3.9%

14.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数

100人以下（n=354）

101人以上（n=183）

IoT事業分野

あり（n=352）

なし（n=185）

AI取り組み

あり（n=307）

なし（n=230）

DX取り組み

あり（n=51）

なし（n=479）

Q24B 不足している技術者の人数

1～5人 6～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上 いない/なし
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Q24. 組込み/IoTシステム技術者の人数/不足している技術者の人数
現在の技術者の人数に対する不足している技術者の割合（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
※技術者不足の傾向をみるため、各設問の選択肢の階級値の最小値を代表値として比率の計算を行った。

※2016年度、2017年度は「いない/なし」の選択肢なし

10.0%

8.6%

12.9%

16.4%

15.3%

14.5%

48.8%

46.7%

12.9%

13.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2017年度（n=209）

2016年度（n=152）

不足している技術者の人数

10％以下 10％超20％以下 20％超50％以下 50％超100％以下 100％超

11.2%

11.8%

12.5%

9.3%

10.7%

12.9%

6.7%

12.2%

43.1%

39.1%

15.7%

14.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年度（n=534）

2018年度（n=274）

組込み/IoTシステム技術者の人数

なし 10％以下 10％超20％以下 20％超50％以下 50％超100％以下 100％超
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Q24.現在の技術者の人数に対する不足している技術者の割合（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無

12.2%

9.3%

4.0%

24.7%

8.2%

15.3%

4.0%

11.9%

11.6%

14.3%

12.6%

12.4%

12.5%

12.7%

8.0%

13.0%

9.9%

12.1%

10.6%

10.8%

10.2%

11.4%

14.0%

10.0%

4.5%

11.0%

6.9%

6.5%

7.2%

6.1%

16.0%

5.9%

48.9%

31.9%

49.7%

30.6%

43.6%

42.4%

30.0%

44.6%

12.8%

21.4%

16.1%

15.1%

18.4%

12.2%

28.0%

14.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員数

100人以下（n=352）

101人以上（n=182）

IoT事業分野

あり（n=348）

なし（n=186）

AI取り組み

あり（n=305）

なし（n=229）

DX取り組み

あり（n=50）

なし（n=478）

なし 10％以下 10％超20％以下 20％超50％以下 50％超100％以下 100％超
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Q24.現在の技術者の人数に対する不足している技術者の割合（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：事業分野

2.0%

3.4%

1.4%

3.7%

4.7%

1.5%

3.1%

12.0%

11.9%

16.9%

12.1%

11.4%

15.2%

18.5%

6.0%

10.2%

9.9%

15.0%

14.1%

16.7%

7.7%

18.0%

13.6%

12.7%

13.1%

7.4%

9.1%

7.7%

48.0%

44.1%

46.5%

35.5%

46.3%

39.4%

46.2%

14.0%

16.9%

12.7%

20.6%

16.1%

18.2%

16.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

AV機器／家電機器

個人用情報機器

業務用端末機器

運輸機器／建設機器

工業制御／FA機器／産業機器

設備機器

医療機器

組込み製品及び同部品事業

2.0%

5.4%

7.4%

2.7%

4.3%

5.5%

6.0%

6.5%

6.1%

10.8%

14.8%

33.3%

13.5%

12.8%

14.5%

12.3%

12.0%

14.5%

4.1%

5.4%

11.1%

13.3%

13.5%

13.4%

10.9%

16.4%

10.0%

6.5%

10.2%

5.4%

7.4%

3.3%

2.7%

7.3%

5.5%

15.1%

10.0%

8.1%

59.2%

56.8%

51.9%

33.3%

51.4%

47.6%

41.8%

42.5%

44.0%

53.2%

18.4%

16.2%

7.4%

16.7%

16.2%

14.6%

21.8%

13.7%

18.0%

11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住宅／生活

病院／医療

健康／介護／スポーツ

農林水産

建築／土木

工場／プラント

オフィス／店舗

移動／交通

流通／物流

防犯／防災

IoTに関連した事業

なし 10％以下 10％超20％以下 20％超50％以下 50％超100％以下 100％超
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Q24.現在の技術者の人数に対する不足している技術者の割合（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：地域

12.8%

9.7%

11.9%

8.2%

16.3%

19.4%

15.4%

13.3%

10.2%

9.6%

18.4%

5.6%

15.4%

9.0%

11.9%

15.1%

12.2%

5.6%

2.6%

7.9%

6.8%

6.8%

6.1%

2.8%

38.5%

43.2%

42.4%

47.9%

32.7%

52.8%

15.4%

16.9%

16.9%

12.3%

14.3%

13.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道・東北（n=39）

関東（n=278）

中部（n=59）

近畿（n=73）

中国・四国（n=49）

九州・沖縄（n=36）

なし 10％以下 10％超20％以下 20％超50％以下 50％超100％以下 100％超
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Q25.新技術をキャッチアップできる技術者／レガシーな技術しか扱えない技術者の人数の割合

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

11.4%

18.5%

16.9%

11.4%

20.1%

13.6%

19.5%

21.7%

10.2%

14.1%

12.2%

6.7%

9.6%

13.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今後必要とされる新しい技術

をキャッチアップできる／できそう

な技術者の割合(n=596)

レガシーな技術しか扱えない技

術者の人数の割合(n=595)

ほとんどいない 1割程度 2～3割程度 半分程度 7～8割程度 ほぼ全員 わからない
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Q25.新技術をキャッチアップできる技術者の割合 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

17.1%

15.2%

10.0%

8.9%

4.9%

12.9%

19.5%

10.8%

5.0%

16.5%

21.0%

41.9%

15.9%

19.6%

50.0%

21.4%

19.8%

6.5%

11.0%

23.4%

10.0%

21.9%

19.8%

9.7%

9.8%

6.3%

10.0%

12.5%

12.3%

9.7%

13.4%

14.6%

5.0%

9.4%

17.3%

9.7%

13.4%

10.1%

10.0%

9.4%

4.9%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=82）

B.メーカー（n=158）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=224）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=81）

F.その他（n=31）

Q25.今後必要とされる新しい技術をキャッチアップできる／できそうな技術者の割合

1.ほとんどいない 2.1割程度 3.2～3割程度 4.半分程度

5.7～8割程度 6.ほぼ全員 7.わからない
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Q25.レガシーな技術しか扱えない技術者の割合 業態区分別

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

17.3%

22.3%

10.0%

15.2%

22.0%

22.6%

7.4%

8.9%

20.0%

12.9%

14.6%

9.7%

7.4%

10.2%

25.0%

17.4%

12.2%

16.1%

19.8%

22.3%

10.0%

23.2%

23.2%

16.1%

21.0%

11.5%

25.0%

13.4%

11.0%

16.1%

12.3%

9.6%

4.9%

3.7%

3.2%

14.8%

15.3%

10.0%

12.9%

13.4%

16.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A.エンドユーザー（n=81）

B.メーカー（n=157）

C.系列ソフトウェア企業

（n=20）

D.受託ソフトウェア企業

（n=224）

E.独立系ソフトウェア企業

（n=82）

F.その他（n=31）

Q25.レガシーな技術しか扱えない技術者の人数の割合

1.ほとんどいない 2.1割程度 3.2～3割程度 4.半分程度

5.7～8割程度 6.ほぼ全員 7.わからない
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集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

Q25.新技術をキャッチアップできる技術者／レガシーな技術しか扱えない技術者の人数の割合
産業構造区分別

17.1%

15.2%

8.0%

17.3%

22.3%

16.6%

19.5%

10.8%

16.9%

7.4%

8.9%

13.8%

15.9%

19.6%

22.8%

7.4%

10.2%

16.6%

11.0%

23.4%

20.6%

19.8%

22.3%

22.4%

9.8%

6.3%

12.3%

21.0%

11.5%

13.5%

13.4%

14.6%

11.1%

12.3%

9.6%

4.3%

13.4%

10.1%

8.3%

14.8%

15.3%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今後必要とされる新しい技術をキャッチアップできる／

できそうな技術者

製品利用（n=82）

製品開発（n=158）

ソフトウェア開発（n=325）

レガシーな技術しか扱えない技術者

製品利用（n=81）

製品開発（n=157）

ソフトウェア開発（n=326）

ほとんどいない 1割程度 2～3割程度 半分程度 7～8割程度 ほぼ全員 わからない
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Q25.新技術をキャッチアップできる技術者／レガシーな技術しか扱えない技術者の人数の割合
（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

10.4%

9.6%

18.4%

22.1%

14.9%

20.6%

12.2%

12.9%

21.7%

18.4%

14.5%

17.7%

21.5%

20.2%

22.4%

18.8%

10.4%

12.9%

12.8%

14.0%

12.2%

14.3%

6.0%

4.1%

8.9%

4.0%

13.7%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新技術をキャッチアップできる技術者の割合

2019年度（n=483）

2018年度（n=272）

レガシー技術しか扱えない技術者の割合

2019年度（n=483）

2018年度（n=271）

ほとんどいない 1割程度 2～3割程度 半分程度 7～8割程度 ほぼ全員 わからない



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

264

Q25.新技術をキャッチアップできる技術者／レガシーな技術しか扱えない技術者の人数の割合
（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数、IoT事業分野の有無、AI取り組みの有無、DX取り組みの有無

11.2%

8.8%

10.3%

10.5%

10.9%

9.6%

6.1%

11.0%

14.4%

15.9%

13.8%

17.5%

15.4%

14.2%

10.2%

15.4%

20.4%

24.1%

21.5%

22.4%

22.8%

20.3%

24.5%

21.4%

22.0%

20.6%

24.1%

15.4%

21.8%

21.3%

26.5%

20.7%

10.5%

10.0%

10.0%

11.2%

10.9%

9.6%

14.3%

10.0%

13.4%

10.0%

12.9%

10.5%

13.0%

11.2%

16.3%

11.9%

8.0%

10.6%

7.4%

12.6%

5.3%

13.7%

2.0%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数

100人以下（n=313）

101人以上（n=170）

IoT事業分野

あり（n=340）

なし（n=143）

AI取り組み

あり（n=285）

なし（n=197）

DX取り組み

あり（n=49）

なし（n=429）

Q25A.新技術をキャッチアップできる技術者の割合

ほとんどいない 1割程度 2～3割程度 半分程度 7～8割程度 ほぼ全員 わからない

20.7%

14.2%

18.5%

18.2%

20.9%

14.9%

18.4%

18.4%

14.3%

8.3%

13.5%

9.1%

11.1%

13.8%

8.2%

12.8%

12.1%

18.9%

14.4%

14.7%

15.0%

13.8%

24.5%

13.3%

19.1%

28.4%

22.9%

21.0%

24.4%

19.5%

24.5%

21.9%

13.7%

11.2%

12.9%

12.6%

13.9%

11.3%

20.4%

12.1%

7.0%

4.1%

5.6%

7.0%

4.2%

8.7%

2.0%

6.5%

13.1%

14.8%

12.1%

17.5%

10.5%

17.9%

2.0%

14.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員数

100人以下（n=313）

101人以上（n=170）

IoT事業分野

あり（n=340）

なし（n=143）

AI取り組み

あり（n=285）

なし（n=197）

DX取り組み

あり（n=49）

なし（n=429）

Q25B.レガシーな技術しか扱えない技術者の割合

ほとんどいない 1割程度 2～3割程度 半分程度 7～8割程度 ほぼ全員 わからない
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

36.8%

12.3%

17.7%

9.1%

6.1%

7.5%

8.0%

22.5%

16.9%

10.3%

8.2%

20.1%

9.4%

18.9%

16.7%

11.5%

10.1%

12.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.ビジネスをデザインできる人材

2.システム全体を俯瞰して思考できる人材

3.新技術の専門技術者

4.プロジェクトマネージャ

5.設計技術者

6.複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

7.不足していない

8.実装・検証技術者

9.品質管理技術者

10.運用技術者、顧客サポート技術者

11.グローバル人材

12.研究者

将来不足が想定される人材

1番目(n=791)

2番目(n=721)

3番目(n=681)

31.2%

15.3%

14.3%

12.5%

9.1%

7.5%

8.9%

23.3%

15.8%

13.4%

10.4%

14.6%

10.8%

17.5%

18.4%

12.0%

9.6%

10.5%

0%10%20%30%40%50%60%70%

現在不足している人材

1番目(n=799)

2番目(n=733)

3番目(n=685)
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位6項目を表示
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

現在不足している人材 将来不足が想定される人材

23.5%

33.3%

32.6%

14.8%

15.8%

17.2%

19.1%

12.4%

15.1%

8.6%

8.5%

14.9%

9.3%

10.7%

7.7%

6.8%

11.9%

4.8%

10.0%

10.5%

8.3%

27.1%

23.5%

23.0%

13.6%

18.5%

15.8%

8.6%

5.6%

16.9%

9.3%

11.7%

9.4%

14.3%

18.5%

13.9%

11.7%

10.7%

10.2%

20.3%

13.3%

17.3%

15.6%

14.7%

21.6%

9.4%

15.3%

12.3%

7.0%

12.7%

10.5%

14.1%

6.7%

11.1%

0%10%20%30%40%50%60%70%

製品利用(n=67)

製品開発(n=92)

ソフトウェア開発(n=188)

製品利用(n=88)

製品開発(n=86)

ソフトウェア開発(n=207)

製品利用(n=70)

製品開発(n=74)

ソフトウェア開発(n=188)

製品利用(n=38)

製品開発(n=47)

ソフトウェア開発(n=159)

製品利用(n=37)

製品開発(n=57)

ソフトウェア開発(n=99)

製品利用(n=49)

製品開発(n=61)

ソフトウェア開発(n=106)

1番目

2番目

3番目

24.8%

40.8%

41.0%

14.9%

14.4%

10.6%

19.9%

13.8%

18.9%

8.7%

5.7%

10.9%

6.8%

9.8%

4.5%

7.5%

5.7%

7.4%

10.5%

9.5%

6.8%

24.5%

23.4%

22.1%

15.4%

19.0%

18.1%

7.7%

5.7%

13.0%

6.3%

7.0%

9.1%

16.1%

23.4%

19.5%

13.0%

8.7%

8.0%

18.3%

16.8%

19.8%

13.7%

14.8%

20.4%

8.4%

14.8%

10.9%

9.9%

14.8%

7.7%

20.6%

11.4%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.ビジネスをデザインできる人材

製品利用(n=72)

製品開発(n=99)

ソフトウェア開発(n=205)

2.システム全体を俯瞰して思考できる人材

製品利用(n=83)

製品開発(n=87)

ソフトウェア開発(n=185)

3.新技術の専門技術者

製品利用(n=72)

製品開発(n=76)

ソフトウェア開発(n=204)

4.プロジェクトマネージャ

製品利用(n=36)

製品開発(n=41)

ソフトウェア開発(n=124)

5.設計技術者

製品利用(n=33)

製品開発(n=50)

ソフトウェア開発(n=75)

6.複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

製品利用(n=62)

製品開発(n=64)

ソフトウェア開発(n=132)

1番目

2番目

3番目
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材（対比、1～3番目までの合
計で経年比較）
集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

52.2%

56.0%

50.4%

39.4%

30.0%

32.1%

13.3%

7.7%

5.3%

3.2%

7.1%

1.0%

2.3%

51.8%

52.0%

45.4%

39.9%

39.0%

34.3%

15.0%

7.8%

4.7%

2.7%

5.9%

1.1%

0.4%

43.1%

52.4%

35.7%

42.3%

43.2%

30.3%

22.8%

14.7%

3.2%

3.1%

6.8%

0.5%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

システム全体を俯瞰して思考できる人材（システム

アーキテクト人材等）

新技術の専門技術者（セーフティ、セキュリティ、セン

サネットワーク、AI、ビッグデータ等）

プロジェクトマネージャ

設計技術者

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

実装・検証技術者

品質管理技術者

運用技術者、顧客サポート技術者

研究者

グローバル人材

その他

不足していない

現在不足している人材

2019年度（n=554） 2018年度（N=283） 2017年度（N=199）

56.8%

54.4%

32.2%

53.2%

38.3%

24.5%

11.5%

10.9%

5.8%

5.2%

4.2%

0.8%

2.4%

55.0%

51.9%

30.5%

45.5%

40.2%

25.8%

10.8%

14.8%

10.1%

7.3%

7.0%

1.1%

42.1%

39.3%

40.0%

50.1%

30.8%

35.1%

14.1%

15.7%

9.6%

15.4%

6.1%

1.9%

0% 10%20%30%40%50%60%70%

ビジネスをデザインできる人材

新技術の専門技術者（セーフティ、セキュリ

ティ、センサネットワーク、AI、ビッグデータ等）

プロジェクトマネージャ

システム全体を俯瞰して思考できる人材（シス

テムアーキテクト人材等）

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人

材

設計技術者

実装・検証技術者

グローバル人材

運用技術者、顧客サポート技術者

品質管理技術者

研究者

その他

不足していない

将来不足が想定される人材

2019年度（n=550） 2018年度（N=275） 2017年度（N=198）
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材（対比、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

32.0%

32.4%

18.0%

18.5%

14.8%

13.9%

12.4%

20.4%

8.8%

5.6%

4.4%

6.5%

6.1%

11.3%

23.4%

19.8%

14.3%

16.0%

17.2%

17.9%

9.4%

8.5%

13.9%

13.2%

8.2%

12.9%

16.8%

15.8%

19.8%

24.8%

13.4%

9.9%

11.2%

8.9%

12.1%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

100人以下

101人以上

システム全体を俯瞰して思考できる人材

100人以下

101人以上

新技術の専門技術者

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャ

100人以下

101人以上

設計技術者

100人以下

101人以上

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

100人以下

101人以上

実装・検証技術者

100人以下

101人以上

品質管理技術者

100人以下

101人以上

運用技術者、顧客サポート技術者

100人以下

101人以上

研究者

100人以下

101人以上

グローバル人材

100人以下

101人以上

その他

100人以下

101人以上

不足していない

100人以下

101人以上

現在不足している人材

1番目 100人以下 (n=366)

101人以上 (n=188)

2番目 100人以下 (n=346)

101人以上 (n=177)

3番目 100人以下 (n=323)

101人以上 (n=169)

39.8%

42.6%

20.5%

17.6%

10.0%

13.9%

11.2%

10.2%

7.2%

7.4%

4.0%

5.6%

6.6%

6.7%

14.5%

21.2%

13.3%

11.5%

21.6%

23.1%

19.5%

17.3%

10.0%

7.7%

5.7%

10.7%

20.2%

20.4%

11.8%

8.7%

18.4%

18.4%

10.5%

9.7%

8.3%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

100人以下

101人以上

新技術の専門技術者

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャ

100人以下

101人以上

システム全体を俯瞰して思考できる人材

100人以下

101人以上

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

100人以下

101人以上

設計技術者

100人以下

101人以上

実装・検証技術者

100人以下

101人以上

グローバル人材

100人以下

101人以上

運用技術者、顧客サポート技術者

100人以下

101人以上

品質管理技術者

100人以下

101人以上

研究者

100人以下

101人以上

その他

100人以下

101人以上

不足していない

100人以下

101人以上

将来不足が想定される人材

1番目 100人以下 (n=364)

101人以上 (n=186)

2番目 100人以下 (n=336)

101人以上 (n=175)

3番目 100人以下 (n=315)

101人以上 (n=172)
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材（対比、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無

36.9%

24.6%

18.9%

16.7%

12.6%

18.1%

13.1%

17.4%

7.2%

8.7%

5.0%

5.1%

2.3%

4.3%

9.8%

4.4%

21.9%

22.8%

18.1%

10.3%

14.0%

22.8%

5.6%

14.7%

16.7%

8.8%

6.0%

8.1%

9.8%

9.2%

16.7%

16.9%

20.6%

22.3%

14.7%

8.5%

11.3%

9.2%

9.3%

11.5%

3.4%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

IoTあり

IoTなし

システム全体を俯瞰して思考できる人材

IoTあり

IoTなし

新技術の専門技術者

IoTあり

IoTなし

プロジェクトマネージャ

IoTあり

IoTなし

設計技術者

IoTあり

IoTなし

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

IoTあり

IoTなし

実装・検証技術者

IoTあり

IoTなし

品質管理技術者

IoTあり

IoTなし

運用技術者、顧客サポート技術者

IoTあり

IoTなし

研究者

IoTあり

IoTなし

グローバル人材

IoTあり

IoTなし

その他

IoTあり

IoTなし

不足していない

IoTあり

IoTなし

現在不足している人材

44.6%

34.6%

15.8%

25.7%

11.3%

11.0%

9.9%

12.5%

8.1%

5.9%

4.1%

5.1%

8.4%

3.8%

16.4%

17.4%

9.8%

17.4%

19.6%

25.8%

21.0%

15.2%

8.9%

9.8%

5.9%

9.4%

18.1%

23.4%

10.3%

11.7%

23.0%

11.7%

9.3%

11.7%

7.8%

6.3%

6.9%

3.9%

5.9%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

IoTあり

IoTなし

新技術の専門技術者

IoTあり

IoTなし

プロジェクトマネージャ

IoTあり

IoTなし

システム全体を俯瞰して思考できる人材

IoTあり

IoTなし

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

IoTあり

IoTなし

設計技術者

IoTあり

IoTなし

実装・検証技術者

IoTあり

IoTなし

グローバル人材

IoTあり

IoTなし

運用技術者、顧客サポート技術者

IoTあり

IoTなし

品質管理技術者

IoTあり

IoTなし

研究者

IoTあり

IoTなし

その他

IoTあり

IoTなし

不足していない

IoTあり

IoTなし

将来不足が想定される人材

1番目 IoTあり (n=362)

IoTなし (n=192)

2番目 IoTあり (n=345)

IoTなし (n=178)

3番目 IoTあり (n=325)

IoTなし (n=167)

1番目 IoTあり (n=360)

IoTなし (n=190)

2番目 IoTあり (n=336)

IoTなし (n=175)

3番目 IoTあり (n=320)

IoTなし (n=167)
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材（対比、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無

37.1%

24.8%

17.4%

19.3%

15.0%

13.8%

11.7%

19.3%

5.2%

11.7%

7.0%

2.1%

2.8%

3.4%

9.7%

4.9%

20.4%

24.5%

16.0%

14.0%

16.0%

19.6%

6.3%

13.3%

17.5%

8.4%

4.9%

9.8%

10.6%

8.3%

18.6%

14.3%

21.1%

21.1%

11.6%

12.8%

8.5%

13.5%

9.5%

11.3%

4.0%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

AIあり

AIなし

システム全体を俯瞰して思考できる人材

AIあり

AIなし

新技術の専門技術者

AIあり

AIなし

プロジェクトマネージャ

AIあり

AIなし

設計技術者

AIあり

AIなし

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

AIあり

AIなし

実装・検証技術者

AIあり

AIなし

品質管理技術者

AIあり

AIなし

運用技術者、顧客サポート技術者

AIあり

AIなし

研究者

AIあり

AIなし

グローバル人材

AIあり

AIなし

その他

AIあり

AIなし

不足していない

AIあり

AIなし

現在不足している人材

46.7%

31.7%

16.5%

24.1%

9.4%

13.8%

10.8%

11.0%

8.0%

6.2%

3.3%

6.2%

6.4%

7.1%

19.1%

13.5%

10.8%

15.6%

21.6%

22.0%

21.6%

14.9%

6.9%

12.8%

8.5%

5.3%

21.1%

18.9%

9.0%

13.6%

21.1%

15.2%

10.1%

9.8%

4.5%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

AIあり

AIなし

新技術の専門技術者

AIあり

AIなし

プロジェクトマネージャ

AIあり

AIなし

システム全体を俯瞰して思考できる人材

AIあり

AIなし

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

AIあり

AIなし

設計技術者

AIあり

AIなし

実装・検証技術者

AIあり

AIなし

グローバル人材

AIあり

AIなし

運用技術者、顧客サポート技術者

AIあり

AIなし

品質管理技術者

AIあり

AIなし

研究者

AIあり

AIなし

その他

AIあり

AIなし

不足していない

AIあり

AIなし

将来不足が想定される人材

1番目 AIあり (n=318)

AIなし (n=234)

2番目 AIあり (n=302)

AIなし (n=219)

3番目 AIあり (n=288)

AIなし (n=202)

1番目 AIあり (n=316)

AIなし (n=233)

2番目 AIあり (n=296)

AIなし (n=214)

3番目 AIあり (n=287)

AIなし (n=199)



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

271

Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材（対比、クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無

44.4%

30.6%

16.7%

18.6%

19.4%

14.2%

8.3%

15.1%

8.2%

5.7%

13.9%

7.1%

16.7%

23.2%

16.7%

14.2%

25.0%

16.8%

10.0%

19.4%

12.6%

14.3%

9.2%

17.1%

16.3%

11.4%

22.4%

17.1%

11.9%

11.4%

9.9%

8.6%

10.5%

11.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

DXあり

DXなし

システム全体を俯瞰して思考できる人材

DXあり

DXなし

新技術の専門技術者

DXあり

DXなし

プロジェクトマネージャ

DXあり

DXなし

設計技術者

DXあり

DXなし

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

DXあり

DXなし

実装・検証技術者

DXあり

DXなし

品質管理技術者

DXあり

DXなし

運用技術者、顧客サポート技術者

DXあり

DXなし

研究者

DXあり

DXなし

グローバル人材

DXあり

DXなし

その他

DXあり

DXなし

不足していない

DXあり

DXなし

現在不足している人材

55.6%

38.9%

19.4%

19.9%

8.3%

11.1%

5.6%

11.7%

2.8%

7.9%

2.8%

4.4%

5.6%

5.7%

6.9%

14.3%

16.3%

14.3%

12.7%

25.7%

21.6%

25.7%

18.0%

8.6%

9.5%

2.9%

5.8%

17.6%

20.5%

5.9%

11.6%

20.6%

18.1%

8.8%

10.6%

8.8%

6.8%

6.5%

2.9%

7.5%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ビジネスをデザインできる人材

DXあり

DXなし

新技術の専門技術者

DXあり

DXなし

プロジェクトマネージャ

DXあり

DXなし

システム全体を俯瞰して思考できる人材

DXあり

DXなし

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

DXあり

DXなし

設計技術者

DXあり

DXなし

実装・検証技術者

DXあり

DXなし

グローバル人材

DXあり

DXなし

運用技術者、顧客サポート技術者

DXあり

DXなし

品質管理技術者

DXあり

DXなし

研究者

DXあり

DXなし

その他

DXあり

DXなし

不足していない

DXあり

DXなし

将来不足が想定される人材

1番目 DXあり (n=54)

DXなし (n=493)

2番目 DXあり (n=52)

DXなし (n=465)

3番目 DXあり (n=50)

DXなし (n=436)

1番目 DXあり (n=54)

DXなし (n=489)

2番目 DXあり (n=51)

DXなし (n=454)

3番目 DXあり (n=49)

DXなし (n=432)
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材（関係ドットプロット図）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

複数の応用分野をまたいでとりまとめが

できる人材

プロジェクトマネージャ

設計技術者

実装・検証技術者

運用技術者、…

品質管理技術者

グローバル人材

研究者

0

50

100

150

200

250

0 50 100 150 200 250

将
来
不
足
が
想
定
さ
れ
る
人
材

現在不足している人材
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材（指標値・2019年度）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：３番目まで回答された件数（合計値）の平均を基準値とした指標とした。

ビジネスをデザインできる人材

複数の応用分野をまたい

でとりまとめができる人材

システム全体を俯瞰

して思考できる人材

新技術の専門技術者

プロジェクトマネージャ

設計技術者

実装・検証技術者

運用技術者、顧

客サポート技術者

品質管理技術者

グローバル人材

研究者

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

将
来
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が
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れ
る
人
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現在不足している人材
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Q26.現在不足している人材、将来不足が想定される人材（指標値・2018年度）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：３番目まで回答された件数（合計値）の平均を基準値とした指標とした。

ビジネスをデザインできる人材

複数の応用分野をまたいでと

りまとめができる人材

システム全体を俯瞰して

思考できる人材

新技術の専門技術者

プロジェクトマネージャ

設計技術者

実装・検証技術者

運用技術者、顧客サ

ポート技術者

品質管理技術者

グローバル人材

研究者

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

将
来
不
足
が
想
定
さ
れ
る
人
材

現在不足している人材



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

275

Q26.人材について現在と比べた将来の不足度指標

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：現在と比べた将来の人材不足度は現在の指標に対する将来の指標の比率とした。

1.55

1.33

1.19

1.10

1.08

1.09

0.94

0.68

0.85

0.81

0.81

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

グローバル人材

研究者

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

ビジネスをデザインできる人材

新技術の専門技術者

運用技術者、顧客サポート技術者

システム全体を俯瞰して思考できる人材

品質管理技術者

実装・検証技術者

プロジェクトマネージャ

設計技術者

現在と比べた将来の人材不足度
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Q26.人材について現在と比べた将来の不足度指標（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

1.55

1.33

1.19

1.10

1.08

1.09

0.94

0.68

0.85

0.81

0.81

2.56

2.52

1.17

1.07

1.16

2.17

0.87

0.94

0.72

0.75

0.67

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

グローバル人材

研究者

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

ビジネスをデザインできる人材

新技術の専門技術者

運用技術者、顧客サポート技術者

システム全体を俯瞰して思考できる人材

品質管理技術者

実装・検証技術者

プロジェクトマネージャ

設計技術者

現在と比べた将来の人材不足度（経年比較）

現在と比べた将来の人材不足度（2019） 現在と比べた将来の人材不足度（2018）
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Q26.人材について現在と比べた将来の不足度指標（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

1.97

1.20

1.58

1.00

1.19

1.18

1.11

1.09

1.12

1.01

0.97

1.43

0.94

0.94

0.55

0.92

0.79

1.00

0.81

0.81

0.80

0.86

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

グローバル人材

100人以下

101人以上

研究者

100人以下

101人以上

複数の応用分野をまたいでとりまとめができる人材

100人以下

101人以上

ビジネスをデザインできる人材

100人以下

101人以上

新技術の専門技術者

100人以下

101人以上

運用技術者、顧客サポート技術者

100人以下

101人以上

システム全体を俯瞰して思考できる人材

100人以下

101人以上

品質管理技術者

100人以下

101人以上

実装・検証技術者

100人以下

101人以上

プロジェクトマネージャ

100人以下

101人以上

設計技術者

100人以下

101人以上
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Q27.人材不足に対する施策

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

31.2%

18.6%

15.7%

14.7%

7.3%

3.3%

2.1%

2.0%

20.5%

5.9%

21.3%

12.2%

14.2%

3.5%

6.0%

5.7%

2.2%

3.3%

2.5%

10.8%

6.6%

16.7%

9.1%

18.9%

8.0%

4.5%

8.0%

4.8%

2.9%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.中途採用／ヘッドハンティングの活用（n=481）

2.不足人材に求めるスキルの明確化（n=240）

3.今いる人材の再教育、スキルチェンジの強化（n=406）

4.大学・教育機関等との連携強化（新卒採用等）（n=275）

5.外注／技術者派遣の活用（n=301）

6.自動化、ツール、AI等の活用による生産性向上（n=110）

7.研究機関等との連携強化（研究者の採用等）（n=95）

8.外部の技術者教育・研修の活用（n=116）

9.海外人材の活用（n=64）

10.他分野からの人材のシフトの強化（n=53）

11.未就労人材（若い世代・女性・高齢者等）の活用（n=50）

12.公的制度の活用（雇用調整助成金等）（n=33）

13.短時間就労者（子育て・介護等）の活用（n=25）

1番目(n=796)

2番目(n=761)

3番目(n=713)
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Q27.人材不足に対する施策 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位8項目を表示
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

33.1%

34.3%

28.6%

18.8%

17.4%

18.2%

16.9%

11.8%

18.4%

8.1%

15.2%

17.1%

8.8%

9.6%

5.6%

6.9%

4.5%

17.2%

21.3%

20.9%

7.3%

6.5%

5.8%

15.2%

18.9%

25.1%

12.6%

16.0%

11.1%

13.2%

15.4%

13.9%

7.3%

7.3%

7.1%

5.0%

8.6%

5.6%

15.9%

8.2%

10.5%

8.7%

5.0%

6.7%

18.1%

18.2%

15.5%

4.3%

11.3%

10.5%

12.3%

20.8%

19.8%

10.1%

6.9%

8.2%

3.6%

7.5%

3.5%

13.8%

6.3%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1.中途採用／ヘッドハンティングの活用

製品利用(n=101)

製品開発(n=110)

ソフトウェア開発(n=218)

2.不足人材に求めるスキルの明確化

製品利用(n=53)

製品開発(n=50)

ソフトウェア開発(n=112)

3.今いる人材の再教育、スキルチェンジの強化

製品利用(n=75)

製品開発(n=82)

ソフトウェア開発(n=212)

4.大学・教育機関等との連携強化（新卒採用等）

製品利用(n=38)

製品開発(n=72)

ソフトウェア開発(n=140)

5.外注／技術者派遣の活用

製品利用(n=51)

製品開発(n=76)

ソフトウェア開発(n=139)

6.自動化、ツール、AI等の活用による生産性向上

製品利用(n=36)

製品開発(n=21)

ソフトウェア開発(n=44)

7.研究機関等との連携強化（研究者の採用等）

製品利用(n=18)

製品開発(n=32)

ソフトウェア開発(n=35)

8.外部の技術者教育・研修の活用

製品利用(n=34)

製品開発(n=14)

ソフトウェア開発(n=54)

1番目

2番目

3番目
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Q27.人材不足に対する施策（1～3番目までの合計で経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

61.2%

55.7%

39.9%

30.2%

41.4%

13.1%

9.7%

12.8%

6.9%

12.6%

6.8%

3.3%

4.3%

65.4%

40.2%

42.9%

21.9%

39.4%

9.7%

20.5%

13.7%

9.0%

16.3%

8.8%

5.3%

5.8%

66.7%

36.7%

41.2%

21.0%

46.9%

10.9%

15.5%

10.0%

12.0%

21.1%

12.4%

3.2%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

中途採用／ヘッドハンティングの活用

今いる人材の再教育、スキルチェンジの強化

教育機関等との連携強化（新卒採用等）

不足人材に求めるスキルの明確化

外注／技術者派遣の活用

外部の技術者教育・研修の活用

海外人材の活用

研究機関等との連携強化（研究者の採用等）

他分野からの人材のシフトの強化

自動化、ツール、AI等の活用による生産性向上

未就労人材（若い世代・女性・高齢者等）の活用

短時間就労者（子育て・介護等）の活用

公的制度の活用（雇用調整助成金等）

2019年度（n=552） 2018年度（N=296） 2017年度（N=230）
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Q27.人材不足に対する施策（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

31.8%

22.0%

15.5%

26.6%

18.0%

16.5%

15.1%

22.0%

5.3%

6.4%

4.5%

19.9%

23.8%

24.2%

25.7%

11.4%

8.6%

5.5%

6.7%

13.1%

16.2%

7.2%

2.9%

2.1%

2.9%

8.9%

13.5%

13.3%

19.2%

9.3%

12.5%

6.2%

6.7%

20.9%

17.3%

6.7%

4.8%

5.3%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

中途採用／ヘッドハンティングの活用

100人以下

101人以上

今いる人材の再教育、スキルチェンジの強化

100人以下

101人以上

教育機関等との連携強化（新卒採用等）

100人以下

101人以上

不足人材に求めるスキルの明確化

100人以下

101人以上

外注／技術者派遣の活用

100人以下

101人以上

外部の技術者教育・研修の活用

100人以下

101人以上

海外人材の活用

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=359)

101人以上 (n=193)

2番目 100人以下 (n=342)

101人以上 (n=186)

3番目 100人以下 (n=324)

101人以上 (n=178)
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Q27.人材不足に対する施策（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：IoT事業分野の有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

28.3%

30.1%

17.4%

21.3%

19.6%

14.0%

18.3%

15.4%

5.5%

5.9%

4.1%

2.9%

22.2%

19.2%

24.5%

25.4%

10.4%

10.8%

4.2%

8.5%

12.7%

16.2%

6.1%

5.4%

9.4%

11.8%

16.7%

12.6%

9.9%

11.0%

5.9%

7.9%

19.2%

20.5%

4.9%

7.9%

5.9%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

中途採用／ヘッドハンティングの活用

IoTあり

IoTなし

今いる人材の再教育、スキルチェンジの強化

IoTあり

IoTなし

教育機関等との連携強化（新卒採用等）

IoTあり

IoTなし

不足人材に求めるスキルの明確化

IoTあり

IoTなし

外注／技術者派遣の活用

IoTあり

IoTなし

外部の技術者教育・研修の活用

IoTあり

IoTなし

海外人材の活用

IoTあり

IoTなし

1番目 IoTあり (n=358)

IoTなし (n=194)

2番目 IoTあり (n=343)

IoTなし (n=185)

3番目 IoTあり (n=327)

IoTなし (n=175)
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Q27.人材不足に対する施策（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：AI取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

27.4%

31.0%

17.8%

20.7%

19.2%

15.2%

15.9%

19.3%

6.3%

4.1%

3.4%

4.1%

22.0%

19.3%

24.5%

25.7%

9.5%

12.1%

5.5%

6.4%

10.5%

19.3%

5.5%

6.4%

3.0%

11.8%

8.3%

13.8%

17.3%

10.8%

8.3%

7.7%

5.3%

17.9%

22.6%

4.6%

8.3%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

中途採用／ヘッドハンティングの活用

AIあり

AIなし

今いる人材の再教育、スキルチェンジの強化

AIあり

AIなし

教育機関等との連携強化（新卒採用等）

AIあり

AIなし

不足人材に求めるスキルの明確化

AIあり

AIなし

外注／技術者派遣の活用

AIあり

AIなし

外部の技術者教育・研修の活用

AIあり

AIなし

海外人材の活用

AIあり

AIなし

1番目 AIあり (n=312)

AIなし (n=237)

2番目 AIあり (n=302)

AIなし (n=223)

3番目 AIあり (n=292)

AIなし (n=207)
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Q27.人材不足に対する施策（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：DX取り組みの有無
集計方法：「1番目」で選択された数が多かった上位7項目を表示

22.2%

30.4%

25.0%

17.9%

16.7%

17.3%

16.7%

17.0%

5.6%

5.4%

2.8%

3.8%

2.6%

16.7%

21.3%

30.6%

24.3%

8.3%

11.0%

8.3%

5.6%

13.9%

14.3%

5.6%

6.0%

2.7%

5.7%

10.7%

11.4%

15.5%

14.3%

9.3%

17.1%

5.5%

14.3%

20.7%

8.6%

5.5%

8.6%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

中途採用／ヘッドハンティングの活用

DXあり

DXなし

今いる人材の再教育、スキルチェンジの強化

DXあり

DXなし

教育機関等との連携強化（新卒採用等）

DXあり

DXなし

不足人材に求めるスキルの明確化

DXあり

DXなし

外注／技術者派遣の活用

DXあり

DXなし

外部の技術者教育・研修の活用

DXあり

DXなし

海外人材の活用

DXあり

DXなし

1番目 DXあり (n=55)

DXなし (n=488)

2番目 DXあり (n=55)

DXなし (n=466)

3番目 DXあり (n=53)

DXなし (n=442)



従
業
員

A
I

軽
ね

Ｉ
ｏ
Ｔ

Ａ

Ｉ

Ｄ

Ｘ

業

態

そ
の
他

経

年

産
業
構
造

285

7. 組込み/IoTシステム「産業」の環境改善に関する
取り組み
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Q28.経済産業省のガイドライン等の利活用の状況

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

38.3%

12.1%

8.4%

4.6%

3.0%

3.2%

15.7%

13.6%

13.1%

13.9%

11.1%

10.1%

9.7%

22.5%

24.1%

26.4%

23.0%

22.0%

20.3%

16.8%

14.8%

10.5%

7.4%

8.0%

16.0%

35.0%

39.6%

44.6%

55.4%

56.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン

（n=804）

サイバーセキュリティ経営ガイドライン（n=803）

IoTセキュリティガイドライン（n=800）

AI・データの利用に関する契約ガイドライン（n=803）

DXレポート（n=799）

DX推進ガイドライン（n=801）

1.利用している 2.読んだことはあるが利用していない 3.読んだことがない 4.知っている 5.知らない
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Q28.経済産業省のガイドライン等の利活用の状況（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

40.2%

29.0%

12.4%

6.4%

9.6%

9.2%

5.0%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン

2019年度（n=557）

2018年度（n=297）

サイバーセキュリティ経営ガイドライン

2019年度（n=555）

2018年度（n=296）

IoTセキュリティガイドライン

2019年度（n=552）

2018年度（n=295）

AI・データの利用に関する契約ガイドライン

2019年度（n=556）

2018年度（n=296）

経済産業省ガイドライン等の利活用の状況（経年比較：利用している比率）
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Q28.経済産業省のガイドライン等の利活用の状況（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

36.3%

47.6%

9.6%

17.9%

8.8%

11.1%

2.7%

9.4%

1.4%

5.8%

1.4%

6.3%

17%

14%

12%

14%

11%

18%

14%

16%

8%

15%

8%

14%

10.9%

9.4%

25.2%

23.7%

28.1%

23.8%

31.5%

26.2%

29.6%

20.5%

28.7%

18.9%

21.3%

14.7%

20.0%

14.7%

18.2%

12.7%

11.8%

9.4%

6.4%

8.9%

6.3%

10.5%

13.9%

14.7%

32.9%

29.5%

33.6%

34.4%

40.0%

39.3%

54.6%

49.5%

55.4%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン

100人以下（n=366）

101人以上（n=191）

サイバーセキュリティ経営ガイドライン

100人以下（n=365）

101人以上（n=190）

IoTセキュリティガイドライン

100人以下（n=363）

101人以上（n=189）

AI・データの利用に関する契約ガイドライン

100人以下（n=365）

101人以上（n=191）

DXレポート

100人以下（n=361）

101人以上（n=190）

DX推進ガイドライン

100人以下（n=363）

101人以上（n=190）

利用している 読んだことはあるが利用していない 読んだことがない 知っている 知らない
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Q29-1. IPA成果物の活用状況

3.2%

2.8%

8.3%

8.3%

4.7%

6.1%

3.8%

6.9%

7.7%

6.5%

11.3%

6.3%

7.9%

7.2%

5.1%

10.0%

31.5%

32.9%

33.4%

34.9%

34.5%

34.9%

36.4%

35.9%

49.3%

49.5%

49.2%

51.7%

52.9%

50.6%

52.2%

51.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組込みスキル標準（ETSS）（n=779）

組込み系開発手法（n=782）

IoTの安全・安心の確保（n=781）

定量的ソフトウェア掌握手法（n=782）

ソフトウェア障害情報の分析に基づく教訓集、並びに分析

（n=782）

組込み系ソフトウェア高信頼化手法（n=780）

組込みソフトウェア産業実態調査（n=782）

IoT時代に対応したシステム開発の促進（n=780）

1.活用した 2.参考にした 3.検討中 4.未定 5.からない

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他
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Q29-1. IPA成果物の活用状況（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

4.6%

7.6%

4.1%

7.2%

1.7%

3.1%

1.1%

1.7%

0.9%

0.3%

0.6%

3.5%

3.5%

1.4%

11.3%

16.7%

11.4%

16.6%

5.2%

10.1%

7.6%

14.9%

5.0%

6.3%

9.4%

13.5%

7.4%

12.3%

2.6%

4.5%

8.9%

8.0%

7.0%

10.7%

12.7%

12.5%

6.8%

7.6%

7.9%

11.2%

7.9%

13.1%

5.3%

8.1%

11.4%

10.1%

33.5%

43.1%

35.0%

42.8%

36.2%

47.0%

38.2%

47.6%

37.4%

51.0%

37.8%

44.6%

40.1%

47.2%

38.7%

53.7%

41.8%

24.7%

42.5%

22.8%

44.3%

27.2%

46.3%

28.1%

48.8%

31.1%

44.3%

25.3%

46.6%

28.9%

46.9%

30.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

組込みスキル標準（ETSS）

2019年度（n=541）

2018年度（n=288）

組込み系開発手法

2019年度（n=543）

2018年度（n=290）

IoTの安全・安心の確保

2019年度（n=542）

2018年度（n=287）

定量的ソフトウェア掌握手法

2019年度（n=542）

2018年度（n=288）

ソフトウェア障害情報の分析に基づく教訓集、並びに分析

2019年度（n=543）

2018年度（n=286）

組込み系ソフトウェア高信頼化手法

2019年度（n=542）

2018年度（n=289）

組込みソフトウェア産業実態調査

2019年度（n=543）

2018年度（n=284）

IoT時代に対応したシステム開発の促進

2019年度（n=542）

2018年度（n=287）

活用した 参考にした 検討中 未定 わからない
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Q29-2. IPA成果物の活用目的（成果物の区分なし）

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

46.3%

8.4%

7.6%

6.6%

5.3%

3.5%

4.3%

5.6%

2.8%

2.8%

2.8%

2.8%

10.8%

3.4%

6.3%

12.8%

23.0%

6.0%

6.0%

3.7%

8.2%

4.3%

6.5%

7.4%

9.4%

4.2%

12.7%

8.8%

16.3%

8.2%

4.5%

6.0%

12.4%

2.1%

4.2%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

品質の向上

市場動向の把握

自己啓発・研修教材

開発管理の効率化

生産性の向上

計画立案・工数見積

自社のベンチマーク

事業リスクの低減

不具合対応の効率化

新規事業の開拓

開発費の削減

開発期間の短縮

開発要員の削減

1番目計（n=395） 2番目計（n=352） 3番目計（n=331）
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Q29-2. IPA成果物の活用目的（成果物ごとクロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業

定量的ソフトウェ

ア掌握手法

組込み系開発手

法

組込み系ソフト

ウェア高信頼化

手法

組込みスキル標

準（ETSS）

組込みソフトウェ

ア産業実態調査

IoTの安全・安

心の確保

ソフトウェア障害

情報の分析に基

づく教訓集、並び

に分析

IoT時代に対応

したシステム開発

の促進

品質の向上 44 68 45 44 13 22 26 8

開発費の削減 7 16 5 9 3 3 4 1

開発期間の短縮 8 25 8 13 6 5 1 3

生産性の向上 21 45 16 39 9 13 7 6

開発要員の削減 1 1 3 2 1 0 3 0

不具合対応の効率化 7 18 22 6 4 9 15 0

開発管理の効率化 7 18 22 6 4 9 15 0

計画立案・工数見積 15 12 8 13 5 4 2 3

自己啓発・研修教材 5 13 9 35 10 8 9 5

事業リスクの低減 3 4 14 6 5 11 9 3

新規事業の開拓 3 2 2 3 10 7 1 5

市場動向の把握 5 2 3 10 22 10 1 6

自社のベンチマーク 4 3 1 23 12 4 4 2

その他 0 1 0 3 0 0 1 0

130 228 158 212 104 105 98 42

IPA成果物

活

用

の

目

的

計
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Q30.政府やIPAが取るべき施策に関する要望

集計対象：A.エンドユーザー、B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業、F.その他

27.2%

17.9%

8.4%

8.4%

7.4%

6.8%

6.3%

5.2%

4.2%

3.2%

1.9%

6.7%

14.2%

12.6%

7.9%

8.7%

10.1%

5.6%

7.0%

7.8%

7.3%

3.4%

4.0%

2.6%

8.7%

12.7%

4.9%

10.4%

10.7%

10.3%

5.6%

7.6%

7.0%

6.0%

3.0%

3.4%

3.6%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1.IT社会の動向調査・分析、情報発信（n=324）

2.人材関連の施策強化（n=335）

3.製品・システム・サービスの安全性・信頼性の確保（n=194）

4.地域における取り組みの支援（n=198）

5.研究開発の支援（n=198）

6.補助事業の拡大・強化（n=200）

7.規制緩和の推進（n=130）

8.データ利活用を促進（n=146）

9.スキル変革の推進（n=140）

10.税制関連の施策強化（n=121）

11.成果物の取引価格の適正化に関する施策（n=47）

12.研究開発成果の普及展開の支援（n=54）

13.実証事業の拡大・強化（n=59）

14.開発力の見える化に関する施策（品質評価制度等）（n=59）

1番目(n=784)

2番目(n=744)

3番目(n=699)
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Q30.政府やIPAが取るべき施策に関する要望 産業構造区分別

集計対象：A.エンドユーザー、 B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
「1番目」で選択された数が多かった上位10項目を表示
※全体の集計で、当てはまり順の1番目として回答された件数が多い順に表示（数字は順位を表す）

29.1%

24.0%

27.3%

16.5%

21.6%

17.2%

13.9%

6.4%

7.4%

7.0%

8.2%

9.3%

6.3%

10.5%

7.2%

7.0%

9.9%

5.3%

5.7%

4.1%

6.6%

4.4%

5.8%

4.2%

2.5%

2.9%

5.6%

1.9%

4.1%

3.4%

7.5%

6.1%

7.0%

14.4%

11.0%

16.2%

15.8%

11.6%

11.8%

6.8%

10.4%

7.3%

5.5%

15.2%

7.6%

10.3%

10.4%

9.8%

4.8%

4.9%

5.9%

10.3%

6.1%

5.6%

6.2%

4.9%

9.0%

7.5%

8.5%

5.6%

9.4%

9.8%

8.3%

10.1%

8.5%

14.2%

5.1%

4.6%

5.3%

12.3%

11.1%

9.7%

8.7%

10.5%

11.5%

10.1%

6.5%

11.5%

2.9%

7.8%

5.0%

7.2%

9.8%

7.7%

9.4%

9.8%

5.0%

8.7%

5.9%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1.IT社会の動向調査・分析、情報発信

製品利用(n=70)

製品開発(n=66)

ソフトウェア開発(n=156)

2.人材関連の施策強化

製品利用(n=61)

製品開発(n=68)

ソフトウェア開発(n=171)

3.製品・システム・サービスの安全性・信頼性の確保

製品利用(n=52)

製品開発(n=37)

ソフトウェア開発(n=88)

4.地域における取り組みの支援

製品利用(n=38)

製品開発(n=48)

ソフトウェア開発(n=94)

5.研究開発の支援

製品利用(n=30)

製品開発(n=59)

ソフトウェア開発(n=93)

6.補助事業の拡大・強化

製品利用(n=40)

製品開発(n=44)

ソフトウェア開発(n=94)

7.規制緩和の推進

製品利用(n=20)

製品開発(n=27)

ソフトウェア開発(n=63)

8.データ利活用を促進

製品利用(n=32)

製品開発(n=35)

ソフトウェア開発(n=62)

9.スキル変革の推進

製品利用(n=26)

製品開発(n=28)

ソフトウェア開発(n=70)

10.税制関連の施策強化

製品利用(n=26)

製品開発(n=30)

ソフトウェア開発(n=50)

1番目

2番目

3番目
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Q30.政府やIPAが取るべき施策に関する要望（経年比較）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
※2019年度は、2018年度に比べ５つ、2017年度に比べ7つ選択肢が多いので単純比較はできない。

41.7%

23.9%

27.4%

18.8%

18.9%

45.6%

29.4%

26.7%

17.3%

15.5%

8.9%

9.0%

8.1%

6.0%

62.4%

47.2%

47.3%

28.5%

20.2%

21.3%

26.8%

29.3%

13.3%

62.9%

68.0%

50.3%

34.0%

23.7%

27.1%

32.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

IT社会の動向調査・分析、情報発信

製品・システム・サービスの安全性・信頼性の確保

地域における取り組みの支援

データ利活用を促進

スキル変革の推進

人材関連の施策強化

研究開発の支援

補助事業の拡大・強化

規制緩和の推進

税制関連の施策強化

開発力の見える化に関する施策（品質評価制度等）

実証事業の拡大・強化

研究開発成果の普及展開の支援

成果物の取引価格の適正化に関する施策

2019年度（n=548） 2018年度（n=273） 2017年度（n=223）

2019年度新設の項目
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Q30.政府やIPAが取るべき施策に関する要望（クロス集計）

集計対象：B.メーカー、C.系列ソフトウェア企業、D.受託ソフトウェア企業、E.独立系ソフトウェア企業
クロス集計の軸：従業員数

15.3%

10.9%

12.2%

6.4%

6.2%

2.7%

4.7%

2.4%

6.2%

2.0%

4.2%

1.6%

2.2%

2.6%

5.3%

1.5%

2.7%

2.0%

2.7%

0.9%

3.6%

3.1%

9.6%

5.0%

5.2%

3.1%

7.5%

4.2%

7.3%

2.7%

3.8%

1.7%

4.4%

3.3%

8.6%

1.3%

3.6%

2.1%

4.6%

1.9%

3.1%

1.9%

2.3%

2.3%

4.5%

4.3%

9.6%

2.8%

7.9%

2.2%

2.6%

2.4%

7.9%

3.3%

4.1%

1.8%

2.6%

3.9%

6.5%

3.5%

4.5%

3.9%

3.7%

1.6%

2.2%

2.0%

1.2%

2.4%

2.6%

3.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

IT社会の動向調査・分析、情報発信

100人以下

101人以上

人材関連の施策強化

100人以下

101人以上

地域における取り組みの支援

100人以下

101人以上

製品・システム・サービスの安全性・信頼性の確保

100人以下

101人以上

研究開発の支援

100人以下

101人以上

規制緩和の推進

100人以下

101人以上

スキル変革の推進

100人以下

101人以上

補助事業の拡大・強化

100人以下

101人以上

データ利活用を促進

100人以下

101人以上

税制関連の施策強化

100人以下

101人以上

成果物の取引価格の適正化に関する施策

100人以下

101人以上

実証事業の拡大・強化

100人以下

101人以上

開発力の見える化に関する施策（品質評価制度等）

100人以下

101人以上

研究開発成果の普及展開の支援

100人以下

101人以上

1番目 100人以下 (n=361)

101人以上 (n=187)

2番目 100人以下 (n=341)

101人以上 (n=180)

3番目 100人以下 (n=320)

101人以上 (n=172)



Q31.今後本調査に加えるべき項目（主な記載内容）

今後この調査に加えるべき／調査してほしい項目

⚫ ビジネス価値向上に向けたデータの活用

⚫ 地域による取り組み状況の格差

⚫ 大学等におけるAI人材（データサイエンティスト等）の育成状況
及び今後の取組みなどの動向

⚫ 組込機器、デバイス、ICチップ等の本来の機能・サービス外におけ
るインターネット海外トラフィックの調査

⚫ 組み込み開発技術者の処遇の実態と将来に向けての方向性

⚫ 上流工程に関する項目（提案力やヒアリング力など）

⚫ 受託開発における発注元との関係

⚫ 実施して欲しい規制緩和についての要望事項

⚫ 協業について（ 各社の強みを活かした新しいシステム構築）

⚫ 開発費の確保に関して、調達方法や調達額に関する項目

⚫ 医療関係のビッグデータからAIを利用した医療診断技術の調査

⚫ 位置情報データの活用状況

⚫ モデルベース開発について

⚫ ハードウェアの研究開発項目の増設

⚫ デジタル活用タイプの主要分類

⚫ ＤＸなど新たな取り組みの成功事例

⚫ IoT関連のビジネス化の実情（新規参入状況、成功事例、投資
効果）

⚫ IoT普及後のセキュリティー対策

⚫ IoT、AIでの利益率、サービス継続性の調査

⚫ AI活用（産業応用）の実態

⚫ 大手企業の調達部門が、企業規模による取引制限をより強めて
いる。この慣行は日本のIT企業の国際的発展を阻んだ原因の１
つと考えられる。

⚫ 設問の趣旨がわからない。

⚫ 他国におけるスマートグリッドの基幹技術情報を知りたい

⚫ 組込みソフトウェアの国際標準を知りたい

⚫ 情報を利用しているか？よりも、利用してほしい情報の発信を積
極的に行って頂きたい。

⚫ 業界全体が縮小化している傾向が強く、日本の工業の未来につ
いて夢がわかない。

⚫ 海外情報（格差など）を知りたい

⚫ ソフトウェア営業に関する調査の実施

⚫ シニア活用に関する調査の実施

⚫ 外国人労働者の雇用/派遣実態

⚫ 海外との協業(オフショア開発含)

⚫ 情報産業における施策の成果と評価の調査

⚫ SES事業の今後を知りたい

⚫ RPA活用の実績評価

⚫ ERPシステムへの取り組み状況

それ以外のさまざまなご意見等
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まとめ
産業構造

区分 IoT AI DX

製品

利用

■事業環境
・事業環境の変化が与える影響で「非常に大きい」は「デジタル化・ネット
ワーク化」が最多。また、「オープン化」は少なく「サプライチェーンの変化」は
大きい傾向。

■技術
・開発の課題は「生産性の向上」「新製品・新技術の開発」「開発コストの
削減」が多い

■人材
・現在も将来も「システム全体を俯瞰して思考できる人材」が不足。
・人材不足の対応策は「中途採用／ヘッドハンティングの活用」が最多。

■取り組み状況
・「製品・サービスの利用」については「提供中・実
施中」と「開発中・準備中」を合わせた割合が
18.3％。

■目的と課題
・目的は「業務効率化による業務負担の軽減」
「生産性向上」が多い。
・課題は「AI人材の確保」「導入費用」「学習デー
タの整備」が多い。

■取り組み状況
・DXの取り組みは「非常に活発」「活発」合わせ
て16.9％。

■目的と課題
・目的は「業務効率化による生産性の向上」が
最多。
・課題は「経営・事業部門・IT部門が相互に協
力する体制の構築」「事業部門におけるDXを担
う人材の育成・確保」」が多い。

製品

開発

■事業環境
・事業環境の変化が与える影響で「非常に大きい」は「技術の変化」が最
多。また、「デジタル化・ネットワーク化」も「非常に大きい」「大きい」を合わせ
て75％。
・システムに関わる要件の変化は「対応すべき規格等の増加」が「当てはま
る」「やや当てはまる」を合わせて70％。

■技術
・開発の課題は「新製品・新技術の開発」、「開発期間の短縮」が多い。

■人材
・現在も将来も「ビジネスをデザインできる人材」が不足。
・人材不足の対応策は「中途採用／ヘッドハンティングの活用」が最多。

■取り組み状況
・「商品・サービスの提供」については「提供中・実
施中」「開発中・準備中」をあわせると3割を超え
る。

■目的と課題
・目的は「新サービスの創出」が最多。
・課題は「AI人材の確保」が最多。

■取り組み状況
・DXの取り組みは「わからない」が他の区分より
も多く50.6％。

■目的と課題
・目的は「新たな製品・サービスの創出」が最多。
・課題は「経営・事業部門・IT部門が相互に協
力する体制の構築」「事業部門におけるDXを担
う人材の育成・確保」」が多い。

ソフト

ウェア

開発

■事業環境
・事業環境の変化が与える影響で「非常に大きい」は「技術の変化」が最
多。また、「オープン化」は大きく「サプライチェーンの変化」は少ない傾向。
・システムに関わる要件の変化は「セキュリティ/プライバシー保護の強化」が
「当てはまる」「やや当てはまる」を合わせて80％。

■技術
・開発の課題は「新製品・新技術の開発」「技術トレンドへの対応」が多い。

■人材
・現在不足しているのは「システム全体を俯瞰して思考できる人材」、将来
不足するのは「新技術の専門技術者」「ビジネスをデザインできる人材」。
・人材不足の対応策は「中途採用／ヘッドハンティングの活用」「今いる人
材の再教育、スキルチェンジの強化」が多い。

■取り組み状況
・「製品・サービスの提供」「開発の受託」いずれも
「調査中・検討中」まで含めると4割を超える。

■目的と課題
・目的は「新サービスの創出」「付加価値向上」が
多い。
・課題は「AI人材の確保」が最多。

■取り組み状況
・DXの取り組みは「わからない」が他の区分より
も少ないものの、「少ない」「全くない」が52.2％
と多い。

■目的と課題
・目的は「新たな製品・サービスの創出」が最多。
・課題は「デジタル技術やデータ活用に精通した
人材の育成・確保」「事業部門におけるDXを担
う人材の育成・確保」が多い。
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